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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期

決算年月 2016年３月 2017年３月 2018年３月 2019年３月 2020年３月

営業収益 （百万円） 377,989 382,912 413,371 440,358 432,644

経常利益 （百万円） 32,035 60,565 67,045 66,539 50,613

親会社株主に帰属する当期

純利益又は親会社株主に帰

属する当期純損失（△）

（百万円） △433,089 44,751 50,410 49,240 31,495

包括利益 （百万円） △419,589 42,862 46,957 52,105 25,200

純資産額 （百万円） 305,745 348,447 383,201 420,743 418,298

総資産額 （百万円） 646,676 676,669 749,391 801,483 828,590

１株当たり純資産額 （円） 1,876.72 2,144.00 2,357.27 2,592.83 2,630.51

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△）

（円） △2,706.81 279.70 315.07 307.75 198.16

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 46.4 50.7 50.3 51.8 49.9

自己資本利益率 （％） △81.2 13.9 14.0 12.4 7.6

株価収益率 （倍） － 12.2 10.5 11.8 15.6

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 63,404 28,580 87,689 41,473 60,468

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 9,032 △18,366 △68,379 △74,619 △76,943

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △40,009 △692 △9,197 5,644 3,369

現金及び現金同等物の期末

残高
（百万円） 44,690 54,263 64,379 36,865 23,817

従業員数
（人）

16,838 16,922 17,297 17,765 17,450

（外、平均臨時雇用者数） (3,974) (4,435) (4,558) (4,550) (4,632)

（注）１　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２　第29期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。なお、第30期、第31期、第32期及び第33期の潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　第29期の株価収益率については、当社株式は非上場であったため、記載しておりません。

４　当社は、2016年８月18日付で普通株式１株につき500株の割合で株式分割を行っております。第29期の期首に

当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期

純損失金額（△）を算定しております。

５　第29期の連結の業績及び財政状態は、鉄道事業固定資産に係る減損損失の計上等による影響を受けておりま

す。

６　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第32期の期首

より適用しており、第31期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標

等となっております。

７　当社は、第33期より「株式給付信託（BBT）」を導入しております。第33期の１株当たり純資産額の算定上、

株主資本において自己株式として計上されている信託が保有する当社株式は、期末発行済株式総数から控除

する自己株式に含めております。また、第33期の１株当たり当期純利益金額の算定上、株主資本において自

己株式として計上されている信託が保有する当社株式は、期中平均株式数の計算において控除する自己株式

に含めております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期

決算年月 2016年３月 2017年３月 2018年３月 2019年３月 2020年３月

営業収益 （百万円） 211,101 212,214 219,725 221,917 214,892

経常利益 （百万円） 18,284 47,530 52,270 53,782 40,584

当期純利益又は当期純損失

（△）
（百万円） △444,439 37,630 41,654 44,254 28,698

資本金 （百万円） 16,000 16,000 16,000 16,000 16,000

発行済株式総数 （千株） 320 160,000 160,000 160,000 157,301

純資産額 （百万円） 262,358 297,510 326,388 358,720 354,291

総資産額 （百万円） 536,905 555,569 581,351 632,935 665,419

１株当たり純資産額 （円） 1,639.74 1,859.44 2,039.93 2,242.00 2,254.97

１株当たり配当額
（円）

－ 38.50 83.00 93.00 93.00

（１株当たり中間配当額） (－) (－) (39.00) (41.50) (46.50)

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△）

（円） △2,777.75 235.19 260.34 276.59 180.56

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 48.9 53.6 56.1 56.7 53.2

自己資本利益率 （％） △88.7 13.4 13.4 12.9 8.0

株価収益率 （倍） － 14.6 12.7 13.2 17.2

配当性向 （％） － 16.4 31.9 33.6 51.5

従業員数 （人） 7,803 7,767 7,634 7,530 7,131

株主総利回り （％） － 111.7 110.7 124.3 109.9

（比較指標：TOPIX（配当

込み））
（％） (－) (111.0) (128.6) (122.2) (110.6)

最高株価 （円） － 3,840 3,910 3,960 3,815

最低株価 （円） － 2,851 3,180 3,200 2,713

（注）１　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２　第29期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であり、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。なお、第30期、第31期、第32期及び第33期の潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　第29期の株価収益率、配当性向及び株主総利回りについては、当社株式は非上場であったため、記載しており

ません。

４　当社は、2016年８月18日付で普通株式１株につき500株の割合で株式分割を行っております。第29期の期首に

当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純

損失金額（△）を算定しております。

５　第29期の業績及び財政状態は、鉄道事業固定資産に係る減損損失の計上等による影響を受けております。

６　最高株価及び最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。なお、2016年10月25日付を

もって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事項はありません。

７　当社は、第33期より「株式給付信託（BBT）」を導入しております。第33期の１株当たり純資産額の算定上、

株主資本において自己株式として計上されている信託が保有する当社株式は、期末発行済株式総数から控除す

る自己株式に含めております。また、第33期の１株当たり当期純利益金額の算定上、株主資本において自己株

式として計上されている信託が保有する当社株式は、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含め

ております。
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２【沿革】

(1）沿革

年月 沿革

1987年４月 日本国有鉄道改革法（昭和61年法律第87号）により、北海道旅客鉄道株式会社、東日本旅客鉄道株式

会社、東海旅客鉄道株式会社、西日本旅客鉄道株式会社、四国旅客鉄道株式会社、当社及び日本貨物

鉄道株式会社が設立され、日本国有鉄道は日本国有鉄道清算事業団（現独立行政法人鉄道建設・運輸

施設整備支援機構（以下「鉄道・運輸機構」という。））に移行

1988年２月 山野線（水俣～栗野55.7km）廃止

 「㈱九州交通企画」設立（現「ＪＲ九州サービスサポート㈱」（現連結子会社））

同　　３月 「ジェイアール九州アド・サービス㈱」設立（現「ＪＲ九州エージェンシー㈱」（現連結子会社））

同　　４月 松浦線（有田～伊万里～佐世保93.9km）を松浦鉄道㈱へ移行

同　　７月 「ジェイアール九州リース㈱」設立（現「ＪＲ九州ＦＧリース㈱」）

同　　９月 上山田線（飯塚～豊前川崎25.9km）廃止

1989年４月 「ジェイアール九州オーエーサービス㈱」設立（2005年11月に「ＪＲ九州システムソリューションズ

㈱」（2003年３月設立、現連結子会社）へ合併）

 高千穂線（延岡～高千穂50.1km）を高千穂鉄道㈱へ移行

同　　５月 「ジェイアール九州リゾート開発㈱」設立（現「ＪＲ九州リゾート開発㈱」（現連結子会社））

同　　９月 「㈱ジェイアール九州ファーストフーズ」設立（現「ＪＲ九州ファーストフーズ㈱」（現連結子会

社））

同　　10月 湯前線（人吉～湯前24.9km）をくま川鉄道㈱へ移行、田川線（行橋～田川伊田26.3km）、伊田線（直

方～田川伊田16.2km）及び糸田線（金田～糸田～田川後藤寺6.9km）を平成筑豊鉄道㈱へ移行

同　　12月 宮田線（勝野～筑前宮田5.3km）廃止

1990年６月 「ジェイアール九州コンサルタンツ㈱」設立（現「ＪＲ九州コンサルタンツ㈱」（現連結子会社））

同　　８月 「ジェイアール九州セコム㈱」設立（現「ＪＲ九州セコム㈱」（現持分法適用関連会社））

 「ジェイアール九州ハウステンボスホテル㈱」設立（現「ＪＲ九州ハウステンボスホテル㈱」（現連

結子会社））

同　　10月 「㈱ジェイアイフーズ」設立（2007年７月に「ＪＲ九州フードサービス㈱」（1996年２月設立、現連

結子会社）へ合併）

1991年３月 国際航路（博多～釜山）営業開始

1992年４月 「㈱トランドール」設立（現連結子会社）

1995年６月 「小倉ターミナルビル㈱」設立（現「㈱ＪＲ小倉シティ」（現連結子会社））

1996年２月 「ジェイアール九州リーテイル㈱」設立、流通事業を譲渡（現「ＪＲ九州リテール㈱」（現連結子会

社））

同　　７月 宮崎空港線（田吉～宮崎空港1.4km）開業

1998年４月 「㈱九州交通企画」(現「ＪＲ九州サービスサポート㈱」（現連結子会社））へ「九鉄開発㈱」を合

併

 「九州整備㈱」と「鉄道産業㈱」が合併し、「ジェイアール九州メンテナンス㈱」発足（現「ＪＲ九

州エンジニアリング㈱」（現連結子会社））

同　　10月 「長崎ターミナルビル㈱」設立（現「㈱ＪＲ長崎シティ」（現連結子会社））

1999年４月

同　　10月

2000年１月

「ジェイアール九州都市開発㈱」設立（現「ＪＲ九州ホテルズ㈱」（現連結子会社))

豊肥本線（熊本～肥後大津22.6km）電化開業

筑肥線（姪浜～肥前前原12.7km）複線化開業

同　　３月 「ジェイアール九州ビルマネジメント㈱」設立（現「ＪＲ九州ビルマネジメント㈱」（現連結子会

社））

 福岡本社を新社屋へ移転（福岡市博多区）

同　　６月 「ジェイアール九州住宅㈱」設立、住宅事業を譲渡（現「ＪＲ九州住宅㈱」（現連結子会社））

2001年２月 「ジェイアール九州バス㈱」設立、自動車事業を譲渡（現「ＪＲ九州バス㈱」（現連結子会社））

同　　４月 本社機能の福岡統合、北部九州地域本社設置

同　　10月 篠栗線（桂川～吉塚25.1km）・筑豊本線（折尾～桂川34.5km）（線区愛称名：福北ゆたか線）電化開

業

2002年６月 「三軌建設㈱」の株式取得、子会社化（現連結子会社)
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年月 沿革

2003年１月 「ＪＲ九州ライフサービス㈱」設立（現連結子会社）

同　　２月 「鹿児島ターミナルビル㈱」設立（現「㈱ＪＲ鹿児島シティ」（現連結子会社））

 

同　　３月

2004年３月

 

2005年７月

 

同　　８月

2007年５月

同　　８月

2010年３月

 

同　　９月

2011年３月

2013年６月

2014年７月

2016年１月

同　　４月

 

同　　10月

「九鉄工業㈱」の株式追加取得、子会社化（現連結子会社）

「ＪＲ九州システムソリューションズ㈱」設立（現連結子会社）

九州新幹線（新八代～鹿児島中央137.6km）開業、鹿児島本線（八代～川内116.9km）を肥薩おれんじ

鉄道(株)へ移行

「ジェイアール九州リーテイル㈱」と「九州キヨスク㈱」が合併し、「ＪＲ九州リテール㈱」発足

（現連結子会社）

「ＪＲ九州高速船㈱」設立（現連結子会社）、船舶事業を譲渡

「㈱ドラッグイレブンホールディングス」の株式取得、子会社化

「九州鉄道リネンサービス㈱」の株式取得、子会社化（現「ＪＲ九州リネン㈱」（現連結子会社））

「㈱ドラッグイレブン」（現「ＪＲ九州ドラッグイレブン㈱」（現持分法適用関連会社））へ「㈱ド

ラッグイレブンホールディングス」を合併

「上海捷尔餐饮管理有限公司」設立（現連結子会社）

九州新幹線（博多～鹿児島中央288.9km）全線開業、ＪＲ博多シティ開業

「ＪＲ九州シニアライフサポート㈱」設立（現連結子会社）

グループ会社の農業部門を集約し、農業生産法人「ＪＲ九州ファーム㈱」（現連結子会社）発足

「㈱おおやま夢工房」の株式取得、子会社化（現連結子会社）

旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律（昭和61年法律第88号）（以下「ＪＲ会社

法」という。）の適用対象から除外

鉄道・運輸機構保有の当社株式160百万株の売却により完全民営化

東京証券取引所本則市場第一部及び福岡証券取引所本則市場に上場

2017年４月

同　　10月

同　　11月

 

分鉄開発㈱の旅館事業をＪＲ九州ホテルズ㈱に承継し、ＪＲ九州フードサービス㈱へ吸収合併

「キャタピラー九州㈱」の株式取得、子会社化（現連結子会社）

「JR Kyushu Capital Management (Thailand) Co., Ltd.」設立（現連結子会社）

「JR Kyushu Business Development (Thailand) Co., Ltd.」設立（現連結子会社）

2018年７月

 

 

同　　12月

「ＪＲ九州メンテナンス㈱」の車両事業等を「㈱ケイ・エス・ケイ」へ吸収分割して、「ＪＲ九州エ

ンジニアリング㈱」（現連結子会社）に商号変更するとともに、「ＪＲ九州鉄道営業㈱」を「ＪＲ九

州メンテナンス㈱」へ吸収合併して、「ＪＲ九州サービスサポート㈱」（現連結子会社）に商号変更

「ＪＲ九州ステーションホテル小倉㈱」設立（現連結子会社）

2019年４月 駅ビル会社及びホテル会社をそれぞれ統括する中間持株会社として、「ＪＲ九州駅ビルホールディン

グス㈱」（現連結子会社）及び「ＪＲ九州ホテルズアンドリゾーツホールディングス㈱」（現連結子

会社）設立

同　　７月 「ＪＲ九州ビジネスパートナーズ㈱」設立（現連結子会社）

同　　10月 「ＪＲ九州フィナンシャルマネジメント㈱」（現「ＪＲ九州ＦＧリース㈱」）のリース・割賦事業以

外の全ての事業を、「ＪＲ九州ビジネスパートナーズ㈱」（現連結子会社）へ吸収分割により移管

同　　12月 ㈱萬坊の第三者割当増資引受、子会社化（現連結子会社）

2020年２月 「㈱ＪＲ熊本シティ」設立（現連結子会社）

 「㈱ＪＲ宮崎シティ」設立（現連結子会社）
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３【事業の内容】

当社グループは、当連結会計年度末現在、当社と子会社54社及び関連会社５社により構成されており、運輸サービ

　ス、建設、不動産・ホテル、流通・外食及びその他事業を九州全域を中心に展開しております。

また、当社グループは、九州新幹線をはじめとした九州の主要都市間を結ぶ鉄道ネットワークを有しております。

各主要都市では当社グループが保有する駅ビルを管理・運営しており、地域に根ざした魅力的でにぎわいの溢れるま

ちづくりを推進しております。各事業における当社及び当社の関係会社の位置づけ等は、次のとおりであります。

なお、当事業年度より、セグメントにおける売上高及び利益をより合理的に認識し、セグメント経営を着実に推進

　するため、セグメント区分の変更を実施しております。これに伴い、従来「運輸サービス」、「建設」、「駅ビル・

　不動産」、「流通・外食」、「その他」としていたセグメント区分を、「運輸サービス」、「建設」、「不動産・ホ

　テル」、「流通・外食」、「その他」に変更しております。

 

　（注）当連結会計年度末経過後の2020年５月28日付で、当社が保有するＪＲ九州ドラッグイレブン㈱の株式の一部を

　　　譲渡したことにより、2021年３月期より同社は当社の子会社から持分法適用関連会社となるため、子会社は53社

　　　となりました。

 

　　次の５グループは「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等 (1)連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメント情

　報の区分と同一であります。

 

(1）運輸サービスグループ

運輸サービスグループでは、鉄道事業、バス事業、船舶事業等を行っております。

鉄道事業では主に九州の７県において、新幹線１路線、幹線８路線、地方交通線13路線の合計22路線を運営し

ており、総営業キロは2,273キロに及びます（2020年３月31日現在）。当社の鉄道ネットワークは、九州地域の

基幹的交通機関として都市間輸送や通勤・通学をはじめとする日々の生活を支える重要な交通インフラであると

ともに、「ななつ星in九州」や「Ｄ＆Ｓ（デザイン＆ストーリー）列車」による九州全体のブランド価値の向上

と九州への誘客促進の役割を果たしております。

その他、バス事業では乗合バス事業、高速バス事業、貸切バス事業を、船舶事業では福岡～釜山、対馬～釜山

間を結ぶ航路の運航等を行っております。

 

〔主な会社〕

（鉄道事業）

当社、豊肥本線高速鉄道保有㈱

（バス事業）

ＪＲ九州バス㈱

（船舶事業）

ＪＲ九州高速船㈱

（その他）

ＪＲ九州サービスサポート㈱、ＪＲ九州リネン㈱

 

(2）建設グループ

建設グループでは、建設業、車両機械設備工事業、電気工事業等を行っております。

建設業では、鉄道の専門技術を活かし、鉄道に係る土木・軌道・建築工事やメンテナンスを事業の主体とし、

土木、建築工事においては官公庁工事や民間工事も行っております。

車両機械設備工事業では、車両と機械の設計・製作・据付及びメンテナンスを行っております。

電気工事業では、鉄道電気設備を中心に、公共及び民間施設の電気、空調、消防設備の工事やメンテナンスを

行っております。

その他、戸建住宅の建設・販売や建設コンサルタント業を行っております。

 

〔主な会社〕

（建設業）

九鉄工業㈱、三軌建設㈱、ＪＲ九州住宅㈱
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（車両機械設備工事業）

ＪＲ九州エンジニアリング㈱

（電気工事業）

ＪＲ九州電気システム㈱

（その他）

ＪＲ九州コンサルタンツ㈱
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(3）不動産・ホテルグループ

不動産・ホテルグループでは、不動産賃貸業（商業施設、オフィス、マンション等）、不動産販売業（分譲マ

ンション）、駐車場の運営、シニア事業、ホテル業、複合観光施設の運営等を行っております。

不動産賃貸業では、主に九州の主要都市において当社が保有する駅ビルやオフィスビル等の管理運営を関係会

社が行っております。主な物件と管理運営主体は次のとおりです。

 

主な駅ビル、オフィスビル 所在地 管理運営主体

ＪＲ博多シティ 福岡市博多区 ㈱ＪＲ博多シティ

アミュプラザ小倉 北九州市小倉北区 ㈱ＪＲ小倉シティ

アミュプラザ長崎 長崎県長崎市 ㈱ＪＲ長崎シティ

ＪＲおおいたシティ 大分県大分市 ㈱ＪＲ大分シティ

アミュプラザ鹿児島 鹿児島県鹿児島市 ㈱ＪＲ鹿児島シティ

ＪＲＪＰ博多ビル 福岡市博多区 ＪＲ九州ビルマネジメント㈱

 

その他、当社において「ＲＪＲ」ブランドでマンション賃貸業を行っております。また、タイ・バンコクにお

いてサービスアパートメントの運営を行っております。

不動産販売業では、当社において「ＭＪＲ」ブランドで分譲マンションの販売を行っております。

駐車場の運営では、駅近郊及び市中における駐車場の経営・管理等を行っております。

シニア事業では、有料老人ホーム「ＳＪＲ」の運営を行っております。

ホテル業では、宿泊特化型ホテルのチェーン展開を中心に九州の各拠点で合計12施設、東京で２施設、沖縄で

１施設、タイ・バンコクで1施設の運営を行っております。

複合観光施設の運営では、大分県日田市にて、宿泊施設、温浴施設、道の駅の運営を行っております。

 

〔主な会社〕

（不動産賃貸業）

当社、㈱ＪＲ博多シティ、㈱ＪＲ小倉シティ、㈱ＪＲ長崎シティ、㈱ＪＲ大分シティ、㈱ＪＲ熊本シティ、

㈱ＪＲ鹿児島シティ、㈱ＪＲ宮崎シティ、ＪＲ九州ビルマネジメント㈱

（不動産販売業）

当社

（駐車場の運営）

　ＪＲ九州レンタカー＆パーキング㈱

（シニア事業）

　ＪＲ九州シニアライフサポート㈱

（ホテル業）

　ＪＲ九州ハウステンボスホテル㈱、ＪＲ九州ホテルズ㈱、ＪＲ九州ステーションホテル小倉㈱、

JR Kyushu Business Development (Thailand) Co., Ltd.

（複合観光施設の運営）

　㈱おおやま夢工房

（その他）

　ＪＲ九州駅ビルホールディングス㈱、JR Kyushu Capital Management (Thailand) Co., Ltd.、

　ＪＲ九州ホテルズアンドリゾーツホールディングス㈱
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(4）流通・外食グループ

流通・外食グループでは、小売業のほか、飲食業及び農業を行っております。

小売業では、土産専門店「銘品蔵」、ドラッグストア「ドラッグイレブン」、コンビニエンスストア「ファミ

リーマート」等を展開しております。

飲食業では、居食屋事業「うまや」、ファーストフード店、ベーカリー「トランドール」、レストラン「萬

坊」等を展開しております。

農業では、農産品の生産及び販売を行っております。

 

〔主な会社〕

（小売業）

ＪＲ九州リテール㈱、ＪＲ九州ドラッグイレブン㈱

（飲食業）

ＪＲ九州フードサービス㈱、ＪＲ九州ファーストフーズ㈱、㈱トランドール、㈱萬坊、

上海捷尔餐饮管理有限公司

（農業）

ＪＲ九州ファーム㈱

 

(5）その他グループ

その他グループでは、広告業、建設機械の販売・レンタル、ゴルフ場経営等を行っております。

広告業では、広告の企画・製作や販売促進を行っております。

建設機械販売・レンタル事業では、建設機械やディーゼルエンジン、発電機等の販売・レンタル、メンテナン

ス及び教習を行っております。

ゴルフ場経営では、福岡県飯塚市にて「ＪＲ内野カントリークラブ」を運営しております。

その他、鉄道資材や事務用機器等の販売、寮管理受託、システム開発運営、財務シェアードサービス事業、総

合警備業等を行っております。

 

〔主な会社〕

（広告業）

ＪＲ九州エージェンシー㈱

（建設機械販売・レンタル事業）

キャタピラー九州㈱

（ゴルフ場経営）

ＪＲ九州リゾート開発㈱

（その他）

当社、ＪＲ九州商事㈱、ＪＲ九州ライフサービス㈱、ＪＲ九州システムソリューションズ㈱、

ＪＲ九州ビジネスパートナーズ㈱、ＪＲ九州セコム㈱
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当社グループの系統図は次のとおりであります。

 

お 客 さ ま 及 び 取 引 先

 

 

                 

 運輸サービスグループ  不動産・ホテルグループ  

 

 
(鉄道事業)

豊肥本線高速鉄道保有㈱

 
(バス事業)

ＪＲ九州バス㈱

 
(船舶事業)

ＪＲ九州高速船㈱

 
(その他)

ＪＲ九州サービスサポート㈱

ＪＲ九州リネン㈱

 

 
(不動産賃貸業)

㈱ＪＲ博多シティ

㈱ＪＲ小倉シティ

㈱ＪＲ長崎シティ

㈱ＪＲ大分シティ

㈱ＪＲ熊本シティ

㈱ＪＲ鹿児島シティ

㈱ＪＲ宮崎シティ

ＪＲ九州ビルマネジメント㈱

 
(駐車場の運営)

ＪＲ九州レンタカー＆パーキング㈱

 
(シニア事業)

ＪＲ九州シニアライフサポート㈱

 

 
(ホテル業)

ＪＲ九州ハウステンボスホテル㈱

ＪＲ九州ホテルズ㈱

ＪＲ九州ステーションホテル小倉㈱

JR Kyushu Business Development

(Thailand) Co., Ltd.

 
(複合観光施設の運営)

㈱おおやま夢工房

 
(その他)

ＪＲ九州駅ビルホールディングス㈱

JR Kyushu Capital Management

(Thailand) Co., Ltd.

ＪＲ九州ホテルズアンドリゾーツホー

ルディングス㈱

 

   

     

                

                 

   
九 州 旅 客 鉄 道 ㈱   

      

   運輸サービス、不動産・ホテル、その他   

                 

                 

 建設グループ  流通・外食グループ  その他グループ  

 

(建設業)

九鉄工業㈱

三軌建設㈱

ＪＲ九州住宅㈱

 
(車両機械設備工事業)

ＪＲ九州エンジニアリング㈱

 
(電気工事業)

ＪＲ九州電気システム㈱

 
(その他)

ＪＲ九州コンサルタンツ㈱

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(小売業)

ＪＲ九州リテール㈱

ＪＲ九州ドラッグイレブン㈱※

 
(飲食業)

ＪＲ九州フードサービス㈱

ＪＲ九州ファーストフーズ㈱

㈱トランドール

㈱萬坊

上海捷尔餐饮管理有限公司

 
(農業)

ＪＲ九州ファーム㈱

 
 

 

　　(広告業)

　　ＪＲ九州エージェンシー㈱

 
　　(建設機械販売・レンタル事業)

　　キャタピラー九州㈱

 
(ゴルフ場経営)

　　ＪＲ九州リゾート開発㈱

 
　　(その他)

　　ＪＲ九州商事㈱

　　ＪＲ九州ライフサービス㈱

　　ＪＲ九州システムソリューションズ㈱

　　ＪＲ九州ビジネスパートナーズ㈱

　　ＪＲ九州セコム㈱※

 

                 

（注）１　※は持分法適用関連会社（ＪＲ九州ドラッグイレブン㈱は2020年5月28日をもって持分法適用関連会社）

２　建設グループは当社の鉄道関連施設及び当社が保有する駅ビル等の工事を運輸サービスグループ又は不

動産・ホテルグループから請け負っております。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の
内容

議決権の所
有又は被所
有割合

(％)

関係内容

（連結子会社）      

豊肥本線高速鉄道保有㈱

（注）３、４

熊本市

西区
2,136 運輸サービス 50.0

同社は当社に線路設備等を貸し付

けております。

役員の兼任あり。

ＪＲ九州バス㈱
福岡市

博多区
100 運輸サービス 100.0

同社は当社と乗車券類について連

絡輸送契約を締結しております。

役員の兼任あり。

ＪＲ九州高速船㈱
福岡市

博多区
100 運輸サービス 100.0

同社は当社と船車券販売契約を締

結しております。

役員の兼任あり。

ＪＲ九州サービスサポート

㈱

福岡市

博多区
45 運輸サービス 100.0

同社は当社の車両清掃等の受託業

務を行っております。

役員の兼任あり。

ＪＲ九州リネン㈱

福岡県

糟屋郡

須恵町

30 運輸サービス 100.0

同社は当社の旅客車用品等のリネ

ンサプライ業務を受託しておりま

す。

役員の兼任あり。

九鉄工業㈱

（注）４

北九州市

門司区
216 建設 72.7

同社は当社の建設工事及び軌道工

事等を請け負っております。

役員の兼任あり。

三軌建設㈱
福岡市

博多区
110 建設 100.0

同社は当社の建設工事及び軌道工

事等を請け負っております。

役員の兼任あり。

ＪＲ九州住宅㈱
福岡市

博多区
100 建設 100.0

同社は当社の建設工事を請け負っ

ております。

役員の兼任あり。

ＪＲ九州エンジニアリング

㈱

福岡市

博多区
100 建設 100.0

同社は当社の車両設備等の保守修

繕を行っております。

役員の兼任あり。

ＪＲ九州電気システム㈱
福岡市

博多区
92 建設 100.0

同社は当社の電気設備等の保守修

繕を行っております。

役員の兼任あり。

ＪＲ九州コンサルタンツ㈱
福岡市

博多区
20 建設 100.0

同社は当社の土木・建築等の設計

及びコンサルタント業務を受託し

ております。

役員の兼任あり。

㈱ＪＲ博多シティ

（注）２

福岡市

博多区
1,150 不動産・ホテル

100.0

(100.0)

同社は当社の駅構内用地等を賃借

し、不動産賃貸業を営んでおりま

す。

役員の兼任あり。

㈱ＪＲ小倉シティ

（注）２

北九州市

小倉北区
100 不動産・ホテル

100.0

(100.0)

同社は当社の駅構内用地等を賃借

し、不動産賃貸業を営んでおりま

す。

役員の兼任あり。

㈱ＪＲ長崎シティ

（注）２

長崎県

長崎市
480 不動産・ホテル

100.0

(100.0)

同社は当社の駅構内用地等を賃借

し、不動産賃貸業を営んでおりま

す。

役員の兼任あり。
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名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の
内容

議決権の所
有又は被所
有割合

(％)

関係内容

㈱ＪＲ大分シティ

（注）２

大分県

大分市
100 不動産・ホテル

100.0

(100.0)

同社は当社の駅構内用地等を賃借

し、不動産賃貸業を営んでおりま

す。

役員の兼任あり。

㈱ＪＲ熊本シティ

（注）２

熊本市

西区
100 不動産・ホテル

100.0

(100.0)

同社は当社の駅構内用地等を賃借

し、不動産賃貸業を営んでおりま

す。

役員の兼任あり。

㈱ＪＲ鹿児島シティ

（注）２

鹿児島県

鹿児島市
480 不動産・ホテル

100.0

(100.0)

同社は当社の駅構内用地等を賃借

し、不動産賃貸業を営んでおりま

す。

役員の兼任あり。

㈱ＪＲ宮崎シティ

（注）２

宮崎県

宮崎市
100 不動産・ホテル

90.0

(90.0)

同社は当社の駅構内用地等を賃借

し、不動産賃貸業を営んでおりま

す。

役員の兼任あり。

ＪＲ九州ビルマネジメント

㈱

（注）２

福岡市

博多区
100 不動産・ホテル

100.0

(100.0)

同社は当社の駅構内用地等を賃借

し、不動産賃貸業を営んでおりま

す。

役員の兼任あり。

ＪＲ九州レンタカー＆パー

キング㈱

福岡市

博多区
20 不動産・ホテル 100.0

同社は当社の駅等において、駐車

場の運営等の受託業務を行ってお

ります。

役員の兼任あり。

ＪＲ九州シニアライフサ

ポート㈱

福岡市

東区
100 不動産・ホテル 100.0

同社は当社より建物等を賃借し、

シニア事業を営んでおります。

役員の兼任あり。

ＪＲ九州ハウステンボスホ

テル㈱

（注）２

長崎県

佐世保市
100 不動産・ホテル

100.0

(100.0)

同社は当社より建物等を賃借し、

ホテル業を営んでおります。

役員の兼任あり。

ＪＲ九州ホテルズ㈱

（注）２

福岡市

博多区
100 不動産・ホテル

100.0

(100.0)

同社は当社より建物等を賃借し、

ホテル業を営んでおります。

役員の兼任あり。

ＪＲ九州ステーションホテ

ル小倉㈱

（注）２

北九州市

小倉北区
1 不動産・ホテル

100.0

(100.0)

同社は当社より建物等を賃借し、

ホテル業を営んでおります。

役員の兼任あり。

㈱おおやま夢工房
大分県

日田市
180 不動産・ホテル 72.2 役員の兼任あり。

JR Kyushu Business

Development (Thailand)

Co., Ltd.

（注）２

タイ

バンコク

百万THB

375
不動産・ホテル

98.0

(49.0)
役員の兼任あり。

ＪＲ九州駅ビルホールディ

ングス㈱

福岡市

博多区
100 不動産・ホテル 100.0

同社は当社の駅構内用地等を賃借

し、不動産賃貸業を営んでおりま

す。

役員の兼任あり。

JR Kyushu Capital

Management (Thailand)

Co., Ltd.

（注）３

タイ

バンコク

百万THB

125
不動産・ホテル 49.0 役員の兼任あり。

EDINET提出書類

九州旅客鉄道株式会社(E32679)

有価証券報告書

 13/140



名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の
内容

議決権の所
有又は被所
有割合

(％)

関係内容

ＪＲ九州ホテルズアンドリ

ゾーツホールディングス㈱

福岡市

博多区
100 不動産・ホテル 100.0

同社は当社より建物等を賃借し、

ホテル業を営んでおります。

役員の兼任あり。

ＪＲ九州リテール㈱
福岡市

博多区
490 流通・外食 100.0

同社は当社の駅構内設備等を賃借

し、駅構内等で小売業を営んでお

ります。

役員の兼任あり。

ＪＲ九州ドラッグイレブン

㈱

（注）５、６

福岡県

大野城市
100 流通・外食 100.0

同社は当社の駅構内設備等を賃借

し、駅構内等で小売業を営んでお

ります。

役員の兼任あり。

ＪＲ九州フードサービス㈱
福岡市

博多区
100 流通・外食 100.0

同社は当社の駅構内設備等を賃借

し、駅構内等で飲食業を営んでお

ります。

役員の兼任あり。

ＪＲ九州ファーストフーズ

㈱

福岡市

博多区
100 流通・外食 100.0

同社は当社の駅構内設備等を賃借

し、駅構内等で飲食業を営んでお

ります。

役員の兼任あり。

㈱トランドール
福岡市

東区
100 流通・外食 100.0

同社は当社の駅構内設備等を賃借

し、駅構内等でパン類等の製造・

販売を行っております。

役員の兼任あり。

㈱萬坊
佐賀県

唐津市
20 流通・外食 95.7 役員の兼任あり。

上海捷尔餐饮管理有限公司

（注）２

中国

上海
400 流通・外食

100.0

 (25.5)
役員の兼任あり。

ＪＲ九州ファーム㈱

（注）３

佐賀県

鳥栖市
100 流通・外食 42.0

同社は当社の建物等を賃借してお

ります。

役員の兼任あり。

ＪＲ九州エージェンシー㈱
福岡市

博多区
30 その他 100.0

同社は当社の広告宣伝業務及び広

告媒体の管理を行っております。

役員の兼任あり。

キャタピラー九州㈱
福岡県

筑紫野市
100 その他 100.0 役員の兼任あり。

ＪＲ九州リゾート開発㈱
福岡県

飯塚市
100 その他 90.0 役員の兼任あり。

ＪＲ九州商事㈱

（注）４

福岡市

博多区
30 その他 100.0

当社は同社から鉄道資材等を購入

しております。

役員の兼任あり。

ＪＲ九州ライフサービス㈱
福岡市

博多区
10 その他 100.0

同社は当社の清掃・給食等の受託

業務を行っております。

役員の兼任あり。

ＪＲ九州システムソリュー

ションズ㈱

福岡市

博多区
80 その他 100.0

同社は当社の情報処理システムの

保守及び運用管理等の受託業務を

行っております。

役員の兼任あり。

ＪＲ九州ビジネスパート

ナーズ㈱

福岡市

博多区
100 その他 100.0

同社は当社の財務関連業務の受託

業務等を行っております。

役員の兼任あり。
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名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の
内容

議決権の所
有又は被所
有割合

(％)

関係内容

（持分法適用関連会社）      

ＪＲ九州セコム㈱
福岡市

博多区
100 その他 50.0

同社は当社の施設の警備保障業を

営んでおります。

役員の兼任あり。

（注）１　「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２　「議決権の所有又は被所有割合」欄の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

３　議決権の所有割合は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため連結子会社としております。

４　特定子会社に該当しております。

５　ＪＲ九州ドラッグイレブン㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占

める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等

①　売上高　　　　52,214百万円

②　経常利益　　　 1,027百万円

③　当期純利益　    501百万円

④　純資産額　　 　7,804百万円

⑤　総資産額　　 20,079百万円

　　　　６　当連結会計年度末経過後の2020年５月28日付で、当社が保有するＪＲ九州ドラッグイレブン㈱の株式の一部

　　　　　　を譲渡したことにより、議決権の所有割合は49.0％となり、2021年３月期より同社は当社の子会社から持分

　　　　　　法適用関連会社となりました。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 2020年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

運輸サービスグループ 9,245 （447）

建設グループ 3,145 （104）

不動産・ホテルグループ 1,818 （332）

流通・外食グループ 2,364 （3,507）

その他グループ 878 （242）

合計 17,450 （4,632）

（注）　従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者及び嘱託社員（常勤）を含む。当社グループ内での出向については、出向先企業に係るセグメントに含

む。）であり、臨時従業員数は、（　）内に外書きで記載しております。

 

(2）提出会社の状況

   2020年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

7,131 38.3 13.8 5,581,013

 

 2020年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

運輸サービスグループ 6,830

建設グループ -

不動産・ホテルグループ 257

流通・外食グループ -

その他グループ 44

合計 7,131

（注）１　従業員数は、当社から他社（グループ会社を含む。以下「(2）提出会社の状況」において同じ。）への出向

者を除き、他社から当社への出向者及び嘱託社員（常勤）を含む就業人員数であります。

２　臨時従業員数については、従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。

３　平均年齢、平均勤続年数及び平均年間給与は、従業員から、他社から当社への出向者及び契約社員を除いた

ものについての数値であります。

４　平均勤続年数は国鉄における勤続年数を通算しております。

５　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。
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(3）労働組合の状況

当社には、現在、以下の３つの労働組合があります。

2020年３月31日現在
 

労働組合名 組合員数（人） 上部団体

九州旅客鉄道労働組合

（ＪＲ九州労組）
6,263

日本鉄道労働組合連合会

（ＪＲ連合）

ジェイアール九州ユニオン

（ＪＲ九州ユニオン）
238 －

国鉄労働組合九州本部

（国労九州本部）
163

国鉄労働組合

（国労）

（注）　括弧書は略称であります。

 

当社は、九州旅客鉄道労働組合、ジェイアール九州ユニオン及び国鉄労働組合九州本部との間において労働協約

を締結し、これに基づいて経営協議会、団体交渉等を行い、健全で安定した労使関係の維持、発展に努めておりま

す。

なお、子会社の労働組合の状況については、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

 

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

（１）経営方針及び経営環境

当社グループは、「安全とサービスを基盤として九州、日本、そしてアジアの元気をつくる企業グループ」を「あ

るべき姿」として掲げています。そして、今後の人口減少の進展や自然災害の激甚化、技術革新や新たなビジネスモ

デルの発生等、非連続な将来の経営環境の変化が予想される中で「あるべき姿」を実現するため、「安全・安心なモ

ビリティサービスを軸に地域の特性を活かしたまちづくりを通じて九州の持続的な発展に貢献する」という「2030年

長期ビジョン」を掲げています。

この「2030年長期ビジョン」のもと、九州のモビリティサービスを担う企業グループとして社会的な役割を担うべ

く、定時・大量輸送の強みを活かして鉄道を磨きながら、お客さまの利便性を高めるため、新たな技術の取り込みや

他社との連携等を図り、持続可能なモビリティサービスの構築に挑戦してまいります。また、これまで博多や大分等

で取り組んだ地域の特性を活かしたまちづくりを通じて、当社グループの事業エリアの中心である九州の持続的な発

展に貢献してまいります。

 

 

（２）対処すべき課題

2020年３月期よりスタートした３ヵ年の「ＪＲ九州グループ中期経営計画２０１９－２０２１～次の『成長ステー

ジ』に向けて～」の中で、３つの重点取り組みとして掲げた「更なる経営基盤強化」「主力事業の更なる収益力強

化」「新たな領域における成長と進化」を推進するとともに、すべての事業の基盤となる「ＥＳＧ」「安全とサービ

ス」「人づくり」への取り組みに注力してまいります。

 

１．更なる経営基盤強化

当社グループは、ガバナンス強化及び効率的なセグメント経営を通じて、更なる経営基盤強化を図ってまいりま

す。

ガバナンス強化については、昨年６月より社外取締役を２名増員するとともに、業績連動型株式報酬制度を導入

しました。今後も、社外取締役が過半数で構成される「指名・報酬諮問委員会」を通じて、役員の指名・報酬等に

関する手続の客観性・透明性の向上を図ってまいります。

効率的なセグメント経営については、昨年４月に設立した駅ビル会社及びホテル会社をそれぞれ統括する中間持

株会社を通じて、スケールメリットを最大限に活かし、両事業の競争力強化を図ってまいります。また、Ｍ＆Ａ等

を活用した戦略的な事業ポートフォリオの形成や管理体制構築について引き続き取り組んでまいります。
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２．主力事業の更なる収益力強化

　①収支改善による持続的な鉄道サービスの構築

「新幹線」「近距離」「インバウンド」の主力分野の収益力向上に加えて、「ななつ星in九州」やＤ＆Ｓ列車

のブラッシュアップを通じた九州ブランドの価値向上、九州への誘客促進を図ってまいります。

新幹線については、引き続きイールドマネジメントを強化するとともに、ＥＸサービス（東海道・山陽新幹線

のネット予約＆チケットレス乗車サービス）の九州新幹線へのサービスエリア延伸を通じて、お客さまの更なる

利便性向上を図ってまいります。また、新Ｄ＆Ｓ列車「36ぷらす３」の導入により、九州の新たな観光資源を発

掘し、新たな鉄道の旅の価値を創出してまいります。

今後の慢性的な人手不足が予想される中、新技術の活用による効率化や省人化を機会と捉え、将来に向けた生産

性の向上を推進してまいります。そして、今後本格化する九州新幹線西九州ルート武雄温泉～長崎駅間の開業準備

を着実に進めてまいります。

　②拠点地域の戦略的まちづくり

福岡都市圏における積極的な事業展開にあたり、特に九州・アジアの玄関口である博多を中心に、公募案件な

どを対象に様々な手法による不動産の取得・開発を推進してまいります。

具体的には、福岡市内の「福岡東総合庁舎敷地有効活用事業」、「簀子小学校跡地活用事業」の２件の公募案

件を獲得し、このうち「福岡東総合庁舎敷地有効活用事業」については、福岡市の提唱する「博多コネクティッ

ド」エリア内に位置しております。当該事業をはじめとして、ハード・ソフト両面から博多駅周辺の都市機能向

上に寄与してまいります。

また、駅を拠点としたまちの価値向上を図るべく、駅ビル開業に向けて準備を進めている宮崎駅及び熊本駅周辺

開発の総仕上げを進めてまいります。そして、将来の長崎駅周辺開発や博多駅空中都市構想の基本計画策定等に取

り組んでまいります。

 

３．新たな領域における成長と進化

当社グループは、長期的な技術革新の潮流をとらえ、事業の持続的な成長と更なる飛躍を目指してまいります。

新たなモビリティサービス（ＭａａＳ）の構築に向けては、他の交通事業者等との連携を進めております。今後

は連携先とスマートフォンアプリを活用した実証実験を重ねる等、シームレスで利便性の高い、将来の持続可能な

モビリティサービスの実現に向けて、引き続き取り組んでまいります。

鉄道の自動運転については、今後労働人口が減少していく中で必要な人材を確保していくため、将来的には運転

士以外の係員が前頭に乗務する自動運転の実現を目指しています。今後は、運転士が乗務した状態で営業列車にお

ける実証運転を行うとともに、様々な検証や国との協議を重ねてまいります。

 

４．ＥＳＧ

当社グループは、事業を通じて地域社会へ貢献する企業グループであり続けるために、環境・社会・ガバナン

スの各分野における取り組みを強化・推進してまいります。

昨年８月には統合報告書やＥＳＧデータブックを初めて開示し、11月には社長を委員長とする「ＥＳＧ戦略委員

会」を設立するなど、ＥＳＧ経営を全社的課題と位置付けるとともに、その推進体制を整備してまいりました。今

後は、当社グループの強みを活かして提供すべき価値、そのために優先的に取り組むテーマの選定（価値創造ス

トーリーの策定及びマテリアリティの特定）について「ＥＳＧ戦略委員会」の中で議論を深め、統合報告書等を通

じてステークホルダーの皆さまへの開示内容の充実を図ってまいります。

 

５．安全とサービス

　①安全

当社グループにとって「安全」が最大の使命であり、企業価値の源泉であります。

鉄道事業においては、「安全中期計画（２０２０－２０２２）」に基づき、“「ゆるぎなき安全」をつくる”を

スローガンに施策を展開してまいります。鉄道運転事故の未然防止、防災対策、車両・設備の故障防止、社員の研

修・教育等について、継続して実行してまいります。また、ＩｏＴ、画像認識等の新技術の導入によるＣＢＭ

（Condition Based Maintenance）等の設備管理手法の革新や、スマートデバイスの活用によるヒューマンエラー

防止に取り組んでまいります。

また、サイバーセキュリティ強化についても重要な課題であると考えております。当社グループのＷｅｂサイト

における個人情報流出等の再発防止策の徹底やインシデント対応体制の強化に加え、情報セキュリティ基盤の強化

及びデジタル人材・組織の強化を通じて、当社グループにおけるＩＴガバナンス向上に取り組んでまいります。

　②サービス

当社グループは、時代や環境の変化にあわせて多様化するニーズやご期待に応えるサービスを提供し、お客さま

に選ばれ続ける企業グループを目指してまいります。お客さまや社員の声を商品や施策に積極的に反映するととも

に、実践的な教育・研修や資格取得を通じて社員のスキル向上を図ってまいります。また、タブレット端末の活用

等を通じて、増加する海外からのお客さまへのサービスも充実させてまいります。
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６．人づくり

当社グループは、社員が“幸せ”を感じ、“いきいき”と活躍できる環境をつくり、当社グループが持続的に

発展していくための基盤となる人づくりを推進してまいります。

社員の働きやすさの追求及び働きがいの創出のため、デジタル技術の活用等を通じた社員の生産性向上や長時間

労働抑制を図るとともに、効率的かつ機動的な運営体制の構築を進めてまいります。また、健康経営やダイバーシ

ティの推進について、グループ会社を含めた取り組みを充実させてまいります。

 

 

なお、新型コロナウイルスの流行に伴う移動需要の減少や個人消費の低迷等により、当社グループの経営環境は厳

しさを増すことが見込まれます。当社グループは、更なるコスト削減、資金の調達及び投資計画の見直し等の必要な

対策を講じる一方で、新型コロナウイルスの収束後も見据えながら、中長期的な企業価値向上を図ってまいります。
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２【事業等のリスク】

当社グループは、九州新幹線をはじめとした九州主要都市間を結ぶ鉄道ネットワークを有しており、鉄道事業に加

えて、鉄道事業との相乗効果の高い不動産業（駅ビル商業施設、マンション、ホテル等）、小売業及び飲食業等につ

いて九州を中心に展開しております。

本書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項には、以下のようなものがあります。

なお、これらは当社グループに関する全てのリスクを網羅したものではなく、当連結会計年度末現在において当社

グループが判断したものであります。

 

１　感染症に関する事項

2020年２月頃からの急速な新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、社会経済活動に大きな制約が生じています。当社

グループにおいては、鉄道利用者の大幅な減少、駅ビル等商業施設の休館又は営業時間短縮による賃料収入の低迷、ホ

テルの空室率増加、駅構内のコンビニエンスストア及び飲食店舗等の売上減少等の影響を受けております。提出日現在

において、政府の緊急事態宣言は解除されていますが、新型コロナウイルスの収束時期は不透明であり、当社グループ

の経営成績及び財政状態への影響がいつどの程度緩和されるのかについて現時点で合理的な見積もりを行うことは困難

であります。また、新型コロナウイルスが収束する場合も、在宅勤務やオンライン授業の拡大などにより、人々が移動

又は接触を避ける行動様式が広まる場合には、当社グループの鉄道、駅ビル商業施設、ホテル、飲食店舗等への需要が

中長期的に減退する可能性もあります。

このように、SARS（重症急性呼吸器症候群）、新型インフルエンザ、新型コロナウイルス等をはじめとする重大な感

染症が国内外で発生・蔓延し、インバウンドを含めた人的移動の自粛や制限、企業活動の縮小、サプライチェーンの寸

断等が生じることで経済活動全体が停滞した場合、当社グループの事業における需要の減退等により、当社グループの

経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

国内外で重大な感染症拡大の恐れがある場合、対策本部を設置し、政府関係機関・自治体との連携や感染防止への措

置など、事業継続に向けた対策を速やかに実施します。しかしながら、感染力が強く、社員や委託先に罹患者が大量発

生した場合等は、事業の継続に影響を及ぼす可能性があります。

 

２　少子高齢化等の人口動向に関する事項

当社グループの主な事業エリアである九州は、人口減少率が国内の他のエリアよりも高く、加えて高齢者の割合も高

い傾向が続くと予測されています。進行する人口減少に対して、当社グループは、沿線価値を高める駅ビル及びマン

ション開発等により沿線の定住人口を増やすとともに、ビジネスや観光、アジア各国との地理的なメリットを活かした

インバウンド需要の取り込み等により交流人口を増やし、鉄道事業の収入の確保や九州圏内の消費の活性化を図ってお

ります。例えば、2011年３月に開業した博多駅ビルについては、開業後１年間の福岡都市圏における鉄道の近距離収入

が対前年で11％増加しました。

今後の九州の人口減少及び少子高齢化によって、通勤や通学等の定期収入、ビジネスや旅行等の定期外収入が減少す

る場合、運輸サービスグループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループの駅ビ

ル等の商業施設や店舗等の利用者が減少する場合や、賃貸マンション・分譲マンションの利用者・購入者が減少する場

合、不動産・ホテルグループや流通・外食グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

３　自然災害等に関する事項

当社グループは、九州を中心として幅広い事業を展開しており、その中で鉄道軌道、鉄道車両、不動産といった多く

の固定資産を有しているため、地震、火山の噴火、津波、台風、地滑り、豪雨、大雪、洪水等の自然災害、テロリズム

や武力紛争等の人的災害が発生した場合には、かかる保有資産の大規模な修繕に加え、当社グループの業務運営の全部

若しくは一部を継続できない又は重大な支障が生じる可能性があり、特に当社グループの事業が集中する九州あるいは

福岡において甚大な被害が生じた場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があり

ます。

特に2016年４月に発生した「平成２８年熊本地震」では、九州新幹線をはじめとして当社グループの施設が大きな被

害を受けました。昨今の自然災害の頻発及び激甚化を踏まえて、2021年度を最終年度とする３ヶ年の中期経営計画にお

ける総額約700億円の安全投資により、新幹線脱線対策や構造物の耐震補強の対策を講じるほか、机上訓練や避難誘導

訓練等を実施する等、ハード及びソフト両面の防災及び減災対策の強化に努めております。
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４　経済動向や国際情勢に関する事項

当社グループは、運輸サービス、建設、不動産・ホテル、流通・外食等の様々な事業を主に九州で展開しており、消

費増税や政府による経済政策の影響等、日本全体の経済環境のほか、福岡市やその他の主要都市部をはじめとした九州

の経済環境の影響下にあります。

また、海外、特に韓国、中国、台湾、香港その他の近隣のアジア諸国及び地域からの観光客の増減について、為替相

場の状況、政治的要因、自然災害、異常気象、事故、感染症の流行等の国内外の状況に影響を受ける可能性がありま

す。これらにより、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

５　中期経営計画に関する事項

当社グループは2019年３月に「ＪＲ九州グループ中期経営計画２０１９－２０２１～次の『成長ステージ』に向け

て～」を発表し、経営数値目標を定めております。

しかし、例えば、インターネットを利用したきっぷの販売やイールドマネジメントが予想どおりに進まない場合や鉄

道事業の効率化・省人化等の推進を通じた経費削減策が計画どおりに実行できない場合には、当中期経営計画における

目標を達成できない可能性があります。また、今後の不動産開発プロジェクトが成功しない場合、さらには、当社グ

ループのノウハウ及び経験を、九州域外での事業展開等に際して当社に有利な形で活用できない場合等には、当中期経

営計画における目標の達成に影響を及ぼす可能性があります。さらに、当社グループの運輸サービスと不動産・ホテル

の両事業は相互に関連しているため、一部の事業の低迷が他の事業にも影響する可能性があります。

その他、当社グループの施策が奏功しなかった場合、当社グループの前提及び予測が不正確若しくは不十分であった

場合、又は顕在化したリスク要因に対して当社グループが適切な対応を実施できない場合等においても、当中期経営計

画における目標の達成に影響を及ぼす可能性があります。

 

６　情報技術（IT）上の問題に関する事項

当社グループにおいては、鉄道事業をはじめとする様々な事業を安全かつ適切に運営するため、様々なITシステムを

利用しています。また、当社グループと取引関係にある他の会社においても同様にITシステムが利用されております。

当社グループではデジタル戦略を制定し、ITシステムのセキュリティ強化を進めるとともに、インシデントの早期検知

や復旧等の対応能力向上に努めております。しかしながら、それらの施策にもかかわらず、当社グループ又は当社グ

ループと取引関係にある他の会社のITシステムに関する事故、故障、サイバー攻撃及び人為的な過誤・不正操作等によ

り、鉄道の遅延、不具合、きっぷの発券及び予約機能の障害又は遅延をはじめとして、当社グループの事業運営に様々

な問題が起こる可能性があるとともに、当社グループの安全性又は信頼性に対する懸念が生じ、当社グループの経営成

績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

７　個人情報保護に関する事項

当社グループは、鉄道事業をはじめとする様々な事業を営んでおり、これらの性質上多数の個人・法人の顧客から

様々な情報を取得し保有しております。個人情報に関して、当社グループは、個人情報の保護に関する法律（平成15年

法律第57号）に基づき、個人情報取扱事業者として、個人情報保護に係る義務等の遵守が求められており、社内規程の

整備、セキュリティ強化及び社員教育の徹底等の対策に努めております。

しかしながら、当社グループが保有する顧客情報等の個人情報やその他重要な情報が外部に漏洩した場合には、損害

賠償請求や行政処分を受ける可能性があります。また、かかる事案に対応するための時間及び費用が生じ、当社グルー

プの事業運営上の支障や社会的信用の低下による顧客喪失等により、当社グループの事業、業績及び財政状態に影響を

及ぼす可能性があります。

 

８　競合に関する事項

当社グループの各事業は競争に晒されています。運輸サービスグループにおいては、安全性、コスト、速達性、利便

性、快適性その他の点で、他の鉄道会社に加え、自動車、バス、航空機、船舶等の他の輸送機関との間でも競合してお

ります。特に九州では高速道路が多く利用されており、都市間を結ぶ当社グループの新幹線や特急列車と競合していま

す。

また、不動産・ホテルグループにおいては、利便性、顧客獲得能力、価格、賃料その他の賃貸条件、ブランド力の点

で、他の不動産デベロッパーやホテル事業者と競合しています。そのほか、建設グループにおいては九州全域又はその

他の地域に所在する建設事業者と、流通・外食グループにおいては利便性、価格、施設の魅力、顧客満足度等の点で類

似の小売・飲食事業者と競合しています。

当社グループが顧客の嗜好や需要の変化、技術の進展に対応できず、又は、競合他社の統合等により競争力を向上又

は維持できない場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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９　保有資産の価値に関する事項

当社グループは、土地その他の不動産を中心に、多くの固定資産を所有しており、経営環境の変化や収益性の低下等

により当該固定資産への投資額の回収が見込めなくなった場合には、減損損失を計上することが必要になり、また、将

来かかる資産を簿価未満で売却する場合には、売却損を計上する可能性があります。

当社は、2016年３月31日の経営安定基金の取崩しに伴い、2016年３月期決算において多額の減損処理を実施いたしま

した。かかる経営安定基金の取崩しに伴う減損処理において、鉄道事業固定資産のほぼ全額について減損処理が適用さ

れたため、現在保有する鉄道事業固定資産について追加的に減損損失を計上するリスクは高くないものと認識しており

ますが、当社グループは、鉄道事業において今後も継続的に多額の設備投資を実施していくため、将来において鉄道事

業の業績が予想以上に低調となった場合には、鉄道事業固定資産について減損損失を計上する可能性があります。

また、当社は、省令に基づき経営安定基金を取り崩し、鉄道路線網の維持向上に資する鉄道事業の用に供する資産へ

の設備投資を行うための原資として、国内債券等の金融資産を保有しております。2020年３月末時点において、その過

半（簿価ベース）は、市場流動性の高い金融資産でありますが、市場金利の変動や発行主体の業績又は資産状況の悪化

等により、保有する金融資産の市場価値が下落する可能性があります。

このような事象が生じた場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

10　外部委託先や取引先に関する事項

当社グループは、事業上様々な局面において、第三者である外部事業者に対し、業務委託等を行っております。例え

ば、不動産・ホテルグループでは、建設業務の一部及び居住用物件の賃貸及び販売管理を第三者に委託しております。

さらに、流通・外食グループ及びその他グループでは、第三者生産者、卸売業者及びメーカーより原材料や商品の仕入

れを行い、コンビニエンスストアの運営についてはファミリーマート社とのフランチャイズ契約に基づいております。

このため、これらの第三者又はその再委託先が、当社グループの定める基準を満たす商品やサービスの提供等を怠った

場合やこれらの第三者に起因する問題や事故が発生した場合、当社グループの社会的信用や当社グループの事業等に重

大な影響を及ぼし、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

11　環境規制に関する事項

当社グループは、主として運輸サービスグループ及び不動産・ホテルグループにおいて、不動産を所有しておりま

す。当社グループは、かかる不動産の取得に際し、土壌汚染、水質汚濁、建物へのアスベスト等の有害物質等の使用に

関する環境調査を実施しておりますが、かかる調査によりすべての有害物質等の存在又は使用等が事前に判明する保証

はありません。また、土地の所有者は、土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）に基づき、さまざまな場面において、

土壌汚染に関する調査を実施しなければならず、また、人体への健康被害を生じうる土壌汚染が判明した場合には、そ

の所有者は、土壌汚染に関する帰責性の有無及び善意・悪意を問わず、当局より有害物質等の除去を命じられる可能性

があります。また、建築基準法（昭和25年法律第201号）及び大気汚染防止法（昭和43年法律第97号）に基づき、既存

建物の解体、修繕等に関し、アスベストの除去又はその他一定の措置を講じる必要があります。有害物質等の存在は、

不動産の販売、賃貸借、開発又は担保としての利用の制約となる可能性があり、また、資産価値の低下、有害物質等の

除去等に要する費用の増加等を生じる可能性があります。さらに、かかる有害物質に起因して、現実に人体への健康被

害等が生じた場合には、当社グループは、損害賠償等の責任を負う可能性があります。その結果、当社グループの事

業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

12　運輸サービスグループに関する事項

（安全対策について）

当社グループは、基幹事業である鉄道事業における安全は最大の使命であり、企業価値の源泉であるという認識の

下、経営トップの主体的関与により安全管理に係るPDCAサイクルを適切に機能させ、安全監査及び安全点検等を実施す

ることにより、更なる安全の確保に努めています。

鉄道事業にかかる重大事故があった場合、第三者から損害賠償等の請求を受ける可能性があるほか、損傷した鉄道路

線の修繕や交換に要する多額の支出、運休による収入の減少及び当社グループの評判や社会的信頼の毀損を生じる可能

性があります。なお、新幹線を中心に、鉄道ネットワークは相互連携しているため、比較的小規模な事故が当社グルー

プの鉄道の運行に広範囲にわたって支障を来たす可能性があり、当社グループの収益の減少又は鉄道サービスや設備の

安全性そのものに対する懸念や、場合によっては当社グループの鉄道事業以外の事業に対する社会的信頼やブランド価

値に影響を及ぼす可能性があります。
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（法的規制について）

(1）鉄道事業に係る法律関連事項

当社は、鉄道事業者として鉄道事業法の定めに基づき事業運営を行っております。また、ＪＲ会社法の適用対象か

らは除外されたものの、同法の附則に定められた「当分の間配慮すべき事項に関する指針」等に配慮した事業運営が

求められております。これらの詳細については、以下のとおりです。

①　鉄道事業法（昭和61年法律第92号）

当社グループの鉄道事業においては、鉄道事業法の規制を受けております。鉄道事業者は本法の定めに従い、営

業する路線及び鉄道事業の種別ごとに国土交通大臣の許可を受けなければならない（第３条）とともに、旅客の運

賃及び料金について国土交通大臣の認可を受け、その範囲内での設定・変更を行う場合は、事前届出を行うことと

されております（第16条）。また、鉄道事業の休廃止については、国土交通大臣に事前届出（廃止の場合は廃止日

の１年前まで）を行うこととされております（第28条、第28条の２）。この他、国土交通省の指針や事業の公益性

の観点から鉄道事業において大きな方針転換を図ることができない可能性があります。

 

②　旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律の一部を改正する法律（平成27年法律第36号）（以下

「ＪＲ会社法改正法」という。）

ＪＲ会社法改正法附則第２条において、当社及び当社の鉄道事業の全部又は一部を譲受け、合併等により施行日

以降経営する者のうち国土交通大臣が指定するもの（以下「新会社」という。）が事業を営むに際し、当分の間配

慮すべき事項に関する指針（以下「指針」という。）を定めると規定されております。この指針は2015年12月に告

示され、2016年４月１日より適用されております。指針に定められた内容は概ね次のとおりです。

・会社間（新会社との間又は、新会社と北海道旅客鉄道株式会社、四国旅客鉄道株式会社及び貨物会社又は東日

本旅客鉄道株式会社、東海旅客鉄道株式会社、西日本旅客鉄道株式会社、並びにその事業の全部若しくは一部

を譲受、合併、分割、相続によりＪＲ会社法の改正法（平成13年法律第61号）の施行日以後経営するもののう

ち国土交通大臣が指定するものとの間をいう。）における旅客の運賃及び料金の適切な設定、鉄道施設の円滑

な使用その他鉄道事業に関する会社間における連携及び協力の確保に関する事項

・国鉄改革の実施後の輸送需要の動向その他新たな事情の変化を踏まえた現に営業している路線の適切な維持及

び駅その他の鉄道施設の整備に当たっての利用者の利便の確保に関する事項

・新会社がその事業を営む地域において当該事業と同種の事業を営む中小企業者の事業活動に対する不当な妨害

又はその利益の不当な侵害を回避することによる中小企業者への配慮に関する事項

国土交通大臣は、指針を踏まえた事業経営を確保するため必要があると認めるときは、新会社に対し、その事業

経営について必要な指導及び助言をすることができるとされており（附則第３条）、さらに正当な理由がなく指針

に反する事業運営を行ったときには、勧告をすることができるとされております（附則第４条）。

なお、当社はこれまでも指針に定められた事項に沿った事業運営を行ってきており、この指針は今後の当社の事

業運営に大きな影響を及ぼすものではないと考えております。

 

(2）運賃及び料金の設定又は変更

当社が鉄道事業における運賃及び料金を設定又は変更する際には、鉄道事業法に規定された必要な手続きを経る必

要があり、何らかの理由により当該手続きに基づいた運賃及び料金の設定又は変更を機動的に行えない場合には、当

社の収益に影響を与える可能性があります。手続きの詳細については以下のとおりです。

①　運賃及び料金の認可の仕組みと手続き

鉄道運送事業者が旅客の運賃及び新幹線特急料金（以下「運賃等」という。）の上限を定め、又は変更しようと

する場合、国土交通大臣の認可を受けなければならないことが法定されております（鉄道事業法第16条第１項）。

また、その上限の範囲内での運賃等の設定・変更及び在来線特急料金等その他の料金の設定・変更については、

事前の届出で実施できることとなっております（鉄道事業法第16条第３項及び第４項）。

鉄道運送事業者の申請を受けて国土交通大臣が認可するまでの手続きは、大手民営鉄道事業者における近年の例

によれば次のようになっております。
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（注）１　鉄道事業法第64条の２に基づく手続きであります。また、国土交通省設置法第23条では、運輸審議会が

審議の過程で必要があると認めるとき又は国土交通大臣の指示等があったときに公聴会が開かれること

が定められております。

２　鉄道営業法第３条第２項で、運賃その他の運送条件の加重をなす場合に７日以上の公告をしなければな

らないことが定められております。

なお、各旅客会社における独自の運賃改定の実施の妨げとなるものではありませんが、国鉄改革の実施に際し利

用者の利便の確保を図るため、旅客会社では、現在、２社以上の旅客会社間をまたがって利用する旅客及び荷物に

対する運賃及び料金に関し、旅客会社間の契約により通算できる制度とし、また、運賃について、遠距離逓減制を

加味したものとしております。

 

②　運賃改定に対する当社の考え方

イ　当社では、1987年４月の会社発足以降、消費税等を転嫁するための運賃改定（1989年４月、1997年４月、2014

年４月及び2019年10月）を除くと、1996年１月10日に初めての運賃改定（平均7.8％）を実施いたしました。今

後も総合的な経営判断に立ち、適正な利潤を確保し得るような運賃改定を適時実施する必要があると考えてお

ります。

ロ　事業経営に当たっては、まず収入の確保と合理化努力を進め効率的な経営に努めますが、適正利潤については

このような努力を前提とした上で、将来の設備投資や財務体質の強化等を可能なものとする水準にあることが

是非とも必要であると考えております。

ハ　鉄道事業の資本費用に大きな影響を与える設備投資については、安全・安定輸送を前提とし、案件ごとに必要

性等を勘案しつつ実施しております。

なお、当社としましては、事業者の明確な経営責任の下で主体的に設備投資に取り組むことが必要であると認識

しているところであります。

 

③　国土交通省の考え方

当社の運賃改定に関し、国土交通省からは、次のような考え方が示されております。

イ　当社を含む鉄道事業の運賃の上限の改定に当たっては、鉄道事業者の申請を受けて、国土交通大臣が、能率的

な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたもの（以下「総括原価」という。）を超えないものかど

うかを審査して認可することとなっている（鉄道事業法第16条第２項）。

なお、原価計算期間は３年間とする。

ロ　総括原価を算定するに当たっては、他の事業を兼業している場合であっても鉄道事業部門のみを対象として、

所要の株主配当を含めた適正な利潤を含む適正な原価を算定することとなっている。また、通勤・通学輸送の

混雑等を改善するための輸送力の増強、旅客サービス向上等に関する設備投資計画の提出を求め、これについ

て審査を行い、必要な資本費用については原価算入を認めているところである。

ハ　総括原価を算定する方法としては、当該事業に投下される資本に対して、機会費用の考え方による公正・妥当

な報酬を与えることにより資本費用（支払利息、配当金等）額を推定するレートベース方式を用いる方針であ

り、総括原価の具体的な算定は以下によることとしている。

総括原価＝営業費等(注１)＋事業報酬

・事業報酬＝事業報酬対象資産(レートベース)×事業報酬率

・事業報酬対象資産＝鉄道事業固定資産＋建設仮勘定＋繰延資産＋運転資本(注２)

・事業報酬率＝自己資本比率(注３)×自己資本報酬率(注４)＋他人資本比率(注３)×他人資本報酬率(注４)
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(注)１　鉄道事業者間で比較可能な費用について、経営効率化を推進するため各事業者間の間接的な競争を

促す方式（ヤードスティック方式）により、比較結果を毎事業年度終了後に公表するとともに、原価の

算定はこれを基に行うこととしている。

２　運転資本＝営業費及び貯蔵品の一部

３　自己資本比率30％、他人資本比率70％

４　自己資本報酬率は、公社債応募者利回り、全産業平均自己資本利益率及び配当所要率の平均、他人

資本報酬率は借入金等の実績平均レート

ニ　なお、認可した上限の範囲内での運賃等の設定・変更、又はその他の料金の設定・変更は、事前の届出で実施

できることとなっているが、国土交通大臣は、届出された運賃等が、次の(a)又は(b)に該当すると認めるとき

は、期限を定めてその運賃等を変更すべきことを命じることができるとされている（鉄道事業法第16条第５

項）。

(a）特定の旅客に対し不当な差別的取扱いをするものであるとき

(b）他の鉄道運送事業者との間に不当な競争を引き起こすおそれがあるものであるとき
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（整備新幹線について）

(1）整備新幹線の建設計画

整備新幹線は、1970年に制定された全国新幹線鉄道整備法（昭和45年法律第71号）に基づき、1973年に整備計画が

決定されており、当社は九州新幹線（鹿児島ルート（福岡市～鹿児島市）、西九州ルート（福岡市～長崎市））につ

いて営業主体とされました。

このうち、九州新幹線（鹿児島ルート）については、2004年３月13日に新八代・鹿児島中央間、2011年３月12日に

博多・新八代間がそれぞれ開業しました。

九州新幹線（西九州ルート）については、武雄温泉・長崎間がフル規格で建設主体である鉄道建設・運輸施設整備

支援機構（以下「鉄道・運輸機構）という。）により工事が進められており、2022年度に武雄温泉駅で博多・武雄温

泉間を走行する在来線特急と対面乗り換えを行うこと（いわゆるリレー方式）により暫定開業する予定です。

また、新鳥栖・武雄温泉間については、当初、在来線を活用する軌間可変電車を導入する予定であったものの、

2017年７月14日の国土交通省の軌間可変技術評価委員会において、軌間可変電車の安全性、経済性について引き続き

課題が残っているものと評価されるなど、軌間可変電車の開発状況に鑑み、2018年７月19日に与党整備新幹線建設推

進プロジェクトチーム九州新幹線（西九州ルート）検討委員会（以下「検討委員会」という。）により導入が断念さ

れました。その後、2019年８月５日の検討委員会において、「九州新幹線（西九州ルート）の整備のあり方等に関す

る基本方針」が示され、武雄温泉駅での対面乗換が恒久化することはあってはならず、新鳥栖・武雄温泉間はフル規

格（複線）で整備することが適当であることと、今後は、国土交通省、佐賀県、長崎県、当社の間で協議を行い、検

討を深めていくべきであり、国土交通省に対し、協議の実施と検討委員会への報告を求めることとされました。

 

(2）整備新幹線建設の費用負担

整備新幹線は、鉄道・運輸機構が建設を行っており、その費用は国、地方公共団体及びＪＲが負担することとされ

ていますが、ＪＲの負担については、次のイ及びロ（当社の負担はイのみ）を充てることとされています。

イ　整備新幹線の営業主体となるＪＲが支払う貸付料等

ロ　既設の新幹線鉄道施設の譲渡収入の一部

1997年10月の北陸新幹線高崎・長野間の開業に伴い、整備新幹線の営業主体であるＪＲが支払う貸付料の額の基準

が設けられ、現在は独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法施行令（平成27年政令第392号）（以下「施行

令」という。）第６条に規定されています。

施行令において、貸付料の額は、当該新幹線開業後の営業主体の受益の程度を勘案し算定された額に、貸付けを受

けた鉄道施設に関して鉄道・運輸機構が支払う租税及び鉄道・運輸機構の管理費の合計額を加えた額を基準として、

鉄道・運輸機構において定めるものとされています。ここでいう受益は、新幹線が開業した場合の当該新幹線区間及

び関連線区区間の収支と、開業しなかったと仮定した場合の並行在来線及び関連線区区間の収支を比較し、前者が後

者より改善することにより営業主体が受けると見込まれる利益とされており、具体的には、開業後30年間の需要予測

及び収支予測に基づいて算定されることとなります。なお、この受益の程度を勘案し算定された額については、開業

後30年間は定額とされています。また、租税及び鉄道・運輸機構管理費相当額については、営業主体の当該新幹線開

業後の経費として、受益算定の際に反映されています。

整備新幹線の建設を行う鉄道・運輸機構は建設費の調達を行い、建設した施設を保有することとされています。当

社は完成後にこの施設の貸付けを受け、開業後に上記イの貸付料等を支払うこととなっており、建設期間中における

同機構への建設費の直接負担は原則としてないものとされています。

なお、九州新幹線（鹿児島ルート）については、ＪＲ会社法改正法及び九州旅客鉄道株式会社の経営安定基金の取

崩しに関する省令（平成27年国土交通省令第61号）に基づき、上記貸付料の定額部分につき、2016年４月１日から各

区間の開業後30年までに係る貸付料の全額（約2,205億円）を一括して2015年度末に鉄道・運輸機構に支払っておりま

す。

また、九州新幹線（西九州ルート）については、当該路線の営業主体となる当社が、建設主体である鉄道・運輸機

構に支払う新幹線鉄道施設の貸付料については、現段階で決定しておりません。

 

(3）並行在来線の扱い

九州新幹線（鹿児島ルート）については、2004年３月の新八代・鹿児島中央間の開業時に、並行在来線である鹿児

島本線八代・川内間は経営分離され、「肥薩おれんじ鉄道株式会社」に引き継がれました。

また、九州新幹線（西九州ルート）については、長崎本線肥前山口・諫早間は経営分離せず、2022年度に予定され

ている開業時点で上下分離し、当社は、当該開業時点から３年間は一定水準の列車運行のサービスレベルを維持する

とともに、当該開業後、23年間運行を維持することを関係６者(当社、佐賀県、長崎県、検討委員会、国土交通省及び

鉄道・運輸機構)にて確認しております。
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(4）整備新幹線建設に関する当社の考え方

(2)記載の貸付料のうち、受益の程度を勘案して算定される額は、実際の収益に関わらず定額を支払うこととされて

いるため、収支が予測を下回る場合、当社の鉄道事業の業績に影響を及ぼす可能性があります。

さらに、建設の遅滞等により開業の遅れが発生した場合や、開業後の収益が予測を下回った場合、当社グループの

事業の業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社は、2019年３月27日の検討委員会において、リレー方式による運営が長期化又は固定化することは、地

域振興効果が極めて限定的になること等から、到底受け入れられない旨の表明をしており、少しでも早期に全線開業

できるよう要望しているところです。

さらに、2019年４月12日に国土交通省より鉄道・運輸機構に対して、工事予算の増額等を主旨とする工事実施計画

（武雄温泉・長崎間）の変更認可がなされました。なお、2018年11月28日の与党整備新幹線建設推進プロジェクト

チームにおいて、当社は、整備新幹線の建設費に応じて貸付料を引上げることについて、整備新幹線の基本的なス

キームを大幅に逸脱するものであり受け入れられるものではない旨の表明をしております。

 

13　不動産・ホテルグループに関する事項

当社グループの不動産・ホテルグループにおいては、収益化まで長期にわたるプロジェクトの各過程で多額の投資を

行います。そして、建設資材価格及び人件費の上昇による建設費の増加、金利水準並びに金融政策をはじめとする当社

グループが制御できないさまざまな外部要因により、完成に要する時間と投資額等が増加し、想定していた収益を生ま

ないことがあります。

不動産販売業においては、販売価格の低下や、完成した販売用不動産を長期にわたって保有せざるを得ない場合に評

価損を認識することがあります。不動産賃貸業においては、大型テナントの喪失、空室率の上昇や賃料の低下が生じる

場合があり、駅ビル商業施設のテナント売上が減少した場合は、賃料収入の売上連動部分が減少します。ホテル業にお

いては、景気動向の影響を受けやすいため、景気低迷による企業活動の縮小や個人消費の減退が続いた場合、過当な価

格競争による売上減少、また、これに伴う事業収支の悪化により、有形固定資産の減損損失を計上する可能性がありま

す。

また、当社グループは、プロジェクトの完成後にも、テナント、居住者その他の利用者に生じた不測の損失、損害、

被害の責任や、建築瑕疵の補償費用の負担を負うことがあります。

このような事象が生じた場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

１　経営成績等の概要

(1）経営成績

当連結会計年度における我が国の経済は、良好な雇用・所得環境を背景に個人消費が底堅さを増すなど、緩や

かに拡大しておりましたが、本年１月以降の世界的な新型コロナウイルスの感染拡大により国内外の経済動向の

不透明感が高まり、景気下押し圧力が強まっております。

このような状況のなか、当社グループは「ＪＲ九州グループ中期経営計画２０１９－２０２１～次の『成長ス

テージ』に向けて～」のもと、３つの重点取り組みとして掲げる「更なる経営基盤強化」「主力事業の更なる収

益力強化」「新たな領域における成長と進化」を推進するとともに、「ＥＳＧ」「安全とサービス」「人づく

り」の取り組みに注力してまいりました。

当社グループの業績は、第３四半期まで堅調に推移しておりましたが、その後、新型コロナウイルスの感染拡

大に伴う外出の自粛やイベントの中止等により、鉄道事業をはじめとした各事業において、移動需要の減少及び

個人消費の低迷などの影響を受けております。

この結果、当連結会計年度における営業収益は前期比1.8％減の4,326億44百万円となりました。営業利益は前

期比22.7％減の494億６百万円、EBITDAは前期比12.1％減の750億90百万円、経常利益は前期比23.9％減の506億

13百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は前期比36.0％減の314億95百万円となりました。

当社グループの業績をセグメントごとに示すと次のとおりです。当連結会計年度より報告セグメントの区分を

変更しており、以下の前期比較について、前期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えて比較しておりま

す。

（単位：百万円）

セグメントの名称
売上高 営業利益 EBITDA（注２）

当連結
会計年度

前期比
増減

前期比
増減率

当連結
会計年度

前期比
増減

前期比
増減率

当連結
会計年度

前期比
増減

前期比
増減率

運輸サービス 173,730 △8,132 △4.5％ 19,848 △7,584 △27.6％ 29,563 △4,788 △13.9％

建設 99,385 5,568 5.9％ 6,580 290 4.6％ 7,689 423 5.8％

不動産・ホテル 90,779 685 0.8％ 19,137 △6,298 △24.8％ 30,595 △5,036 △14.1％

　不動産賃貸業 55,253 1,353 2.5％ 16,787 △3,906 △18.9％ 26,126 △3,385 △11.5％

　不動産販売業 18,921 △850 △4.3％ 1,566 △826 △34.6％ 1,576 △828 △34.5％

　ホテル業 16,604 182 1.1％ 783 △1,564 △66.6％ 2,891 △822 △22.1％

流通・外食 104,657 607 0.6％ 2,825 △587 △17.2％ 4,479 △601 △11.8％

その他 72,191 △507 △0.7％ 2,284 83 3.8％ 4,339 150 3.6％

合計 540,746 △1,778 △0.3％ 50,676 △14,096 △21.8％ 76,667 △9,852 △11.4％

調整額（注１） △108,101 △5,935 － △1,270 △382 － △1,577 △458 －

連結数値 432,644 △7,713 △1.8％ 49,406 △14,479 △22.7％ 75,090 △10,311 △12.1％

（注）１　調整額は、セグメント間取引消去によるものです。

２　連結EBITDA＝営業利益＋減価償却費（セグメント間取引消去後、転貸を目的としたリース資産に係る減価償却

費除く）、セグメント別EBITDA＝各セグメント営業利益＋各セグメント減価償却費（セグメント間取引消去

前、転貸を目的としたリース資産に係る減価償却費除く）

 

①　運輸サービスグループ

鉄道事業においては、安全とサービスを基盤とした事業運営を行うとともに、九州新幹線を基軸としたネット

ワークを最大限に活用し、お客さまの視点に立った営業施策を実施することにより収入確保に努めました。

安全面では、当社グループ全体の安全風土をつくるべく「もう一度、それ大丈夫？！－安全に敏感になろう

－」をスローガンとした安全創造運動を展開しました。また安全投資では、車両の更新工事や老朽設備の取替等

を着実に実施しました。自動列車運転装置の開発については、昨年12月より香椎線西戸崎～香椎間における終列

車後の走行試験を開始しました。

サービス面では、基本となる「５Ｓ」（整理・整頓・清掃・清潔・躾）を当たり前に実践し、「笑顔」と「あ

いさつ」でお客さまに快適にご利用いただけるよう取り組みを進めました。また、主要駅やＤ＆Ｓ列車における

無料公衆無線LANサービス「JR-KYUSHU FREE Wi-Fi」の導入拡大や、列車運行情報に関する「Twitter」配信につ

いて、日本語・英語に加えて韓国語・中国語による提供を開始する等、お客さまに寄り添った多様なサービスの

提供に取り組みました。

営業面では、「新幹線」「近距離」「インバウンド」の主力分野の収益力向上に加えて、鉄道の魅力を活かし

たまちづくりを推進しました。九州新幹線については、昨年５月より『Go! Waku Waku Trip with MICKEY』プロ

ジェクトを展開し、利用促進を図りました。また、昨年７月より「熊本デスティネーションキャンペーン」及

び、これにあわせた「熊本フォーリンラブ」観光キャンペーンを開催し、熊本エリアへの重点送客を図りまし
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た。「ＪＲ九州インターネット列車予約サービス」については、インターネット限定商品の充実やキャンペーン

の実施等により、ネット利用へのシフトを推進しました。また、インバウンド需要を取り込むため、「ＪＲ九州

レールパス」の専用予約サイト「JR KYUSHU RAIL PASS Online Booking」における直接販売及び指定席事前予約

サービスのほか、昨年10月より中国最大規模のオンライン旅行会社Ctripと連携を開始する等、台湾、香港、中

国、韓国を中心としたそれぞれの国及び地域に適した情報発信や販売促進を図りました。さらに、全日本空輸株

式会社との観光振興強化に向けた連携や各種プロモーションにより、クルーズトレイン「ななつ星in九州」や11

のＤ＆Ｓ列車をはじめ、九州の自然・食・温泉・歴史文化・沿線地域の方々によるおもてなしなど、九州ブラン

ドの認知度向上と九州への誘客促進に取り組みました。

輸送面では、「ラグビーワールドカップ2019」開催にあわせた臨時列車等、イベントや時季にあわせたきめ細

かな輸送施策を展開し、各線区の需要動向に応じた効率的な輸送体系の構築に努めるとともに、九州新幹線を中

心とした輸送ネットワークの更なる充実を図りました。なお、「平成２９年７月九州北部豪雨」の影響により、

日田彦山線添田～夜明間において代行輸送を実施しています。また、「平成２８年熊本地震」の影響により運転

を見合わせている豊肥本線肥後大津～阿蘇間については、国や関係自治体と連携・調整しながら、2020年度内の

運転再開に向けて工事を進めています。

船舶事業においては、日韓関係の影響による旅行需要の落ち込みを受け、収支改善を図るために運航本数を見

直す等コスト削減に努めました。

バス事業においては、九州新幹線と接続する高速バス「Ｂ＆Ｓみやざき」などの高速バス路線において利用促

進を図るとともに、一部路線の見直しにより収益確保に努めました。

新たなモビリティサービス（ＭａａＳ）の構築に向けては、他の交通事業者等との連携に取り組みました。具

体的には、昨年５月に小田急電鉄株式会社と、同社が開発する共通データ基盤へのデータの連携及びサービスの

検討に関する連携拡大に合意しました。また、第一交通産業株式会社と移動サービスの利便性向上に向けた業務

提携契約を締結するとともに、昨年６月より提携を記念した「ネット列車予約×SUGOCAでタクシーに乗ろう」

キャンペーンを実施しました。昨年10月には、西日本鉄道株式会社と輸送サービスの連携に関する覚書を締結、

12月には由布院地区及び宮崎県における観光型ＭａａＳの実証実験に向けた実行委員会を設立しました。

しかしながら、新型コロナウイルスの感染拡大に伴う外出の自粛等の影響により、第４四半期において当社の

鉄道旅客運輸収入が大幅に減少しました。なお、感染拡大防止の観点から、九州新幹線や特急列車は３月20日以

降、高速バスについては３月21日以降、それぞれ一部の便を運転休止しました。また、高速船については、日本

及び韓国政府による水際対策の強化に伴い３月９日以降、全便を運航休止しました。

この結果、営業収益は前期比4.5％減の1,737億30百万円、営業利益は前期比27.6％減の198億48百万円、

EBITDAは前期比13.9％減の295億63百万円となりました。

 

②　建設グループ

建設業においては、鉄道高架化工事、新幹線関連工事、マンション工事等を受注するとともに、工事の着実な

遂行と経費の節減に努めました。

この結果、営業収益は前期比5.9％増の993億85百万円、営業利益は前期比4.6％増の65億80百万円、EBITDAは

前期比5.8％増の76億89百万円となりました。

 

③　不動産・ホテルグループ

不動産賃貸業においては、昨年３月、小倉駅に開業した飲食エリア「小倉宿 駅から三十歩横丁」の積極的な

営業活動を行うとともに、昨年春に「アミュプラザ博多」、昨年秋に「アミュプラザ鹿児島」のリニューアルを

実施したほか、各駅ビルの駅前広場等を活用した積極的なイベント展開を行い収益拡大に努めました。

不動産販売業においては、分譲マンション「ＭＪＲザ・ガーデン鹿児島中央」や「ＭＪＲ姪浜駅南」等を売上

に計上したほか、「ＭＪＲザ・ガーデン上熊本駅前」や「ＭＪＲザ・ガーデン宮崎駅前」等の販売に取り組みま

した。

ホテル業においては、最上位ブランド「THE BLOSSOM」を創設し、昨年８月に「THE BLOSSOM HIBIYA」、９月

に「THE BLOSSOM HAKATA Premier」を開業するとともに、既存ホテルのレベニューマネジメントを強化し、収益

拡大に努めました。

また、昨年４月にガバナンスの強化、スケールメリットを活かした営業力強化や経営効率化及び人材育成力の

向上を目的として、駅ビル会社及びホテル会社を統括する中間持株会社をそれぞれ設立しました。

しかしながら、第４四半期において、新型コロナウイルスの感染拡大に伴う外出の自粛等の影響により、駅ビ

ル及びホテルのご利用が落ち込みました。なお、感染拡大防止の観点から各駅ビルの営業時間短縮を実施しまし

た。

この結果、営業収益は前期比0.8％増の907億79百万円、営業利益は前期比24.8％減の191億37百万円、EBITDA

は前期比14.1％減の305億95百万円となりました。

 

④　流通・外食グループ
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小売業においては、ドラッグストアやコンビニエンスストアの新規出店を進めました。

飲食業においては、昨年４月にカフェを東京に初出店しエリア拡大を進めるとともに、８月にシナモンロール

専門店を初出店するなど新業態店舗の開発に積極的に取り組みました。

しかしながら、第４四半期において、新型コロナウイルスの感染拡大に伴う外出の自粛等の影響により、駅構

内を中心に、コンビニエンスストア及び飲食店舗等のご利用が落ち込みました。

この結果、営業収益は前期比0.6％増の1,046億57百万円、営業利益は前期比17.2％減の28億25百万円、EBITDA

は前期比11.8％減の44億79百万円となりました。

 

⑤　その他グループ

建設機械販売・レンタル事業においては、積極的な営業活動を行い収益確保に努めました。

この結果、営業収益は前期比0.7％減の721億91百万円、営業利益は前期比3.8％増の22億84百万円、EBITDAは

前期比3.6％増の43億39百万円となりました。
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（参考）当社の鉄道事業の営業実績

①　輸送実績

区分 単位
当事業年度

（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

 

前年同期比（％）

営業日数 日 366 100.3

営業キロ

新幹線 キロ 288.9 100.0

在来線 〃 1,984.1 100.0

計 〃 2,273.0 100.0

客車走行キロ

新幹線 千キロ 62,968 100.2

在来線 〃 224,556 100.3

計 〃 287,524 100.2

輸送人員

定期 千人 218,865 100.6

定期外 〃 118,732 98.0

計 〃 337,598 99.7

輸送人キ

ロ

新幹線

定期 千人キロ 204,831 102.6

定期外 〃 1,745,522 95.2

計 〃 1,950,353 96.0

在来線

幹線

定期 〃 3,505,119 99.9

定期外 〃 2,821,856 95.7

計 〃 6,326,976 98.0

地方

交通線

定期 〃 501,616 99.1

定期外 〃 280,157 96.4

計 〃 781,773 98.1

計

定期 〃 4,006,736 99.8

定期外 〃 3,102,014 95.8

計 〃 7,108,750 98.0

合計

定期 〃 4,211,567 99.9

定期外 〃 4,847,536 95.6

計 〃 9,059,103 97.6

乗車効率

新幹線 ％ 46.6 96.3

在来線 〃 29.2 97.3

計 〃 30.0 96.9

（注）　乗車効率は次の方法により算出されております。

乗車効率 ＝
輸送人キロ

× 100
客車走行キロ × 客車平均定員
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②　収入実績

区分 単位
当事業年度

（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

 

前年同期比（％）

旅客運輸収入

新幹線

定期 百万円 2,817 102.9

定期外 〃 49,507 94.8

計 〃 52,325 95.2

在来線

定期 〃 29,779 100.2

定期外 〃 65,276 97.7

計 〃 95,055 98.5

合計

定期 〃 32,596 100.4

定期外 〃 114,784 96.4

計 〃 147,381 97.3

荷物収入 〃 0 87.0

合計 〃 147,381 97.3

鉄道線路使用料収入 〃 575 105.3

運輸雑収 〃 17,247 85.5

収入合計 〃 165,204 95.9

 

 

(2）キャッシュ・フロー

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、売上債権の回収による増等により前連結会計年度に比べ189億94百万円増加

し、604億68百万円となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は、固定資産の取得等により前連結会計年度に比べ23億24百万円増加し、769億

43百万円となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、配当金の支払等により前連結会計年度に比べ22億75百万円減少し、33億69百

万円となりました。

 

以上の結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末に比べ130億47百万円減少

し、238億17百万円となりました。

 

 

(3）生産、受注及び販売の実績

当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構造、形式等

は必ずしも一様ではなく、また人的サービスの提供を主たる業務とする場合も多く、セグメントごとに生産規模及

び受注規模を金額あるいは数量で表すことはしておりません。

このため、生産、受注及び販売の実績については、「１　経営成績等の概要」におけるセグメント業績に関連付

けて示しております。
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２　経営者の視点による経営成績等に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は、以下のとおりでありま

す。文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1）重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表作成に当たって採用している重要な会計方針については、「第５　経理の状況　１　

連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　注記事項　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載してい

るため省略しております。また、当社グループの連結財務諸表の作成につきましては、決算日における資産、負債

及び報告期間における損益に影響を与える事項につき、過去の実績やその時点で入手可能な情報に基づき、合理的

と考えられる範囲で継続的に見積り及び判断を行っております。ただし、実際の結果は、見積り特有の不確実性に

より異なる場合があります。

なお、当社グループの重要な会計上の見積りである固定資産の減損会計、繰延税金資産の回収可能性について

は、連結財務諸表作成時に入手可能な情報に基づき、新型コロナウイルス感染拡大の影響が翌連結会計年度の一定

期間まで続くとの仮定のもと、会計上の見積りを行っております。しかしながら、新型コロナウイルスの感染拡大

による影響は不確定要素が多いことから、将来キャッシュ・フローの金額や課税所得の発生時期、金額が変動した

場合、固定資産の減損会計や繰延税金資産の回収可能性の会計上の見積りに影響を与える可能性があります。

 

(2）経営成績の分析

①　営業収益

営業収益は、新型コロナウイルスの感染拡大の影響等による鉄道旅客運輸収入の減などにより、前連結会計年

度に比べ1.8％減の4,326億44百万円となり、10期ぶりの減収となりました。

 

運輸サービスセグメントは、前連結会計年度に比べ4.5％減少し、1,737億30百万円となりました。これは、当

社の鉄道旅客運輸収入が、新幹線及び在来線における新型コロナウイルスの感染拡大の影響等により、前連結会

計年度に比べ2.7％減の1,473億81百万円となったこと等によるものです。

新幹線については、輸送人キロは前連結会計年度に比べ4.0％減の19億50百万人キロとなりました。定期収入

は前連結会計年度に比べ2.9％増の28億17百万円、定期外収入は前連結会計年度に比べ5.2％減の495億７百万円

となり、全体では前連結会計年度に比べ4.8％減の523億25百万円となりました。

在来線については、輸送人キロは前連結会計年度に比べ2.0％減の71億８百万人キロとなりました。定期収入

は前連結会計年度に比べ0.2％増の297億79百万円、定期外収入は前連結会計年度に比べ2.3％減の652億76百万

円、全体では前連結会計年度に比べ1.5％減の950億55百万円となりました。

 

建設セグメントは、前連結会計年度に比べ5.9％増加し、993億85百万円となりました。これは、九州新幹線西

九州ルートの関連工事の増などによるものです。

 

不動産・ホテルセグメントは、前連結会計年度に比べ0.8％増加し、907億79百万円となりました。これは、

「THE BLOSSOM HIBIYA」や「THE BLOSSOM HAKATA Premier」の開業などによるものです。

 

流通・外食セグメントは、前連結会計年度に比べ0.6％増加し、1,046億57百万円となりました。これは、店舗

数増に伴うファーストフード店舗の収入増などによるものです。

 

その他セグメントは、前連結会計年度に比べ0.7％減少し、721億91百万円となりました。これは、リース・割

賦事業の譲渡などによるものです。

 

②　営業費

営業費は、前連結会計年度に比べ1.8％増加し、3,832億38百万円となりました。

運輸業等営業費及び売上原価は、前連結会計年度に比べ0.1％増加し、2,734億円となりました。これは、建設

業の売上増等によるものです。

　販売費及び一般管理費については、前連結会計年度に比べ6.2％増加し、1,098億38百万円となりました。これ

は当社の税制特例措置廃止による租税公課の増加や減価償却費の増加等によるものです。
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③　営業利益

営業利益は、前連結会計年度に比べ22.7％減少し、494億６百万円となりました。

なお、営業収益に対する営業利益の比率は、前連結会計年度の14.5％に対し、当連結会計年度は11.4％となり

ました。

 

④　営業外損益

営業外収益は、前連結会計年度に比べ25.0％減少し、28億63百万円となりました。これは、当社の長期資金運

用益の減等によるものです。

営業外費用は、前連結会計年度に比べ42.3％増加し、16億55百万円となりました。これは支払利息の増等によ

るものです。

 

⑤　経常利益

経常利益は、前連結会計年度に比べ23.9％減少し、506億13百万円となりました。

なお、営業収益に対する経常利益の比率は、前連結会計年度の15.1％に対し、当連結会計年度は11.7％となり

ました。

 

⑥　特別損益

特別損益は、前連結会計年度に比べ54億21百万円悪化し、75億22百万円の損失となりました。これは、建造中

の新型高速船「QUEEN BEETLE」の減損損失等によるものです。

 

⑦　親会社株主に帰属する当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益は、前連結会計年度に比べ36.0％減少し、314億95百万円となりました。

 

(3）財政状態の分析

当連結会計年度末の資産の部の合計額は、前連結会計年度末に比べ3.4％増加し、8,285億90百万円となりまし

た。流動資産は、有価証券の減等により前連結会計年度末に比べ11.2％減少し、1,612億93百万円となりました。

固定資産は、有形固定資産の増等により前連結会計年度末に比べ7.7％増加し、6,672億97百万円となりました。

一方、負債の部の合計額は、前連結会計年度末に比べ7.8％増加し、4,102億91百万円となりました。流動負債

は、１年内返済予定の長期借入金の増等により前連結会計年度末に比べ16.2％増加し、2,002億48百万円となりま

した。固定負債は、長期借入金の減はあったものの、社債の発行等により前連結会計年度末に比べ0.8％増加し、

2,100億43百万円となりました。

また、純資産の部の合計額は、前連結会計年度末に比べ0.6％減少し、4,182億98百万円となりました。これは、

配当金の支払や自己株式の取得及び消却等によるものです。
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(4）資本の財源及び資金の流動性

①　キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末に比べ130億47百万円減少し、238億17百

万円となりました。

営業活動の結果得られた資金は、売上債権の回収による増等により前連結会計年度に比べ189億94百万円増

加し、604億68百万円となりました。

投資活動の結果支出した資金は、固定資産の取得等により前連結会計年度に比べ23億24百万円増加し、769

億43百万円となりました。

財務活動の結果得られた資金は、配当金の支払等により前連結会計年度に比べ22億75百万円減少し、33億69

百万円となりました。

 

②　重要な資本的支出の予定及びその資金の調達源

「第３　設備の状況　３　設備の新設、除却等の計画　(1) 重要な設備の新設等」に記載のとおりです。

 

③　財務政策

当社グループの資金需要の主なものは設備投資資金及び運転資金です。

資金調達の方針については、「JR九州グループ中期経営計画 2019-2021」において、「フリーキャッシュ・

フローの不足を補うため借入余力を活用」するとしており、既存債務の返済資金や設備投資資金のうち、当社

グループのキャッシュ・フローで不足する部分を調達しております。その調達手段は、主に社債の発行や金融

機関からの借入であり、市場や金利の動向を総合的に勘案しながら決定しております。

当社グループはキャッシュマネージメントサービス（CMS）を導入しており、CMS参加各社の余裕資金の運用

と資金調達の管理を一括して行うことで、資金効率の向上に努めております。

当社は、当連結会計年度に国内において償還期限を2029年及び2039年とする2本の無担保普通社債を総額200

億円発行いたしました。これらの社債は、株式会社格付投資情報センターよりAA-の格付を取得しておりま

す。

また、短期資金の需要に対応するため、当社グループは主要な取引銀行に当座借越枠を設定しております。

なお、新型コロナウイルスの感染拡大の影響により、営業キャッシュ・フローが大幅に減少していることか

ら、手元流動性の確保及び資金調達手段の多様化のため、当社は2020年５月に主要な取引銀行に1,200億円の

コミットメントラインを設定し、コマーシャルペーパーについて、株式会社格付投資情報センターよりa-1+の

短期格付を取得しております。

 

(5）経営者の問題認識と今後の方針について

経営者の問題認識と今後の方針につきましては、「１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」をご参照く

ださい。
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４【経営上の重要な契約等】

　経営上の重要な契約等は以下のとおりです。

契約会社名 相手先 契約内容

当社 北海道旅客鉄道㈱

東日本旅客鉄道㈱

東海旅客鉄道㈱

西日本旅客鉄道㈱

四国旅客鉄道㈱

乗車券等の相互発売等旅客営業に係る取扱い

会社間の運賃及び料金の収入区分並びに収入清算の取扱い

駅業務並びに車両及び鉄道施設の保守等の業務の受委託

会社間の経費清算の取扱い　等

当社 日本貨物鉄道㈱ 貨物会社が当社の鉄道線路を使用する場合の取扱い

駅業務並びに車両及び鉄道施設の保守等の業務の受委託

会社間の経費清算の取扱い　等

当社 鉄道情報システム㈱ 旅客会社６社共同で列車の座席指定券等の発売を行うためのオン

ラインシステム（マルスシステム）の使用

各旅客会社間の収入清算等の計算業務の委託　等

当社 鉄道・運輸機構 九州新幹線（博多・鹿児島中央間）の鉄道施設の貸付け及び貸付

け後の鉄道施設の管理　等

 

５【研究開発活動】

当社グループにおいては、運輸サービスグループを中心に、更なる安全性の向上と低コスト体制の構築、お客さま

満足の向上に資するための研究開発活動を行っております。

当連結会計年度における研究開発活動の総額は、530百万円です。

 

(1）運輸サービスグループ

当社は、鉄道固有の技術的な問題点の解明や新技術の開発を中心とした研究開発を、公益財団法人鉄道総合技術

研究所に委託しており、「研究開発等に関する協定」に基づき、当連結会計年度には、530百万円の負担金を支

払っております。

 

①2020年３月期　公益財団法人鉄道総合技術研究所　研究開発指定課題（主要項目）

・変位センサーによる地震後の橋りょう支承部損傷検知

・まくらぎ間隔拡大に対応したバラスト軌道の設計・管理手法

・３次元計測と画像解析を用いた電車線検測装置

②鉄道事業における技術的な課題解決の取組み

・列車巡視支援システム及び電車線路モニタリング装置の営業車両搭載による在来線検査業務の効率化

　（2020年4月1日より使用開始）

 

(2）建設グループ、不動産・ホテルグループ、流通・外食グループ、その他グループ

特に記載する事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度は、全体で95,256百万円の設備投資を行いました。

運輸サービスグループにおいては、安全安定輸送の確保、輸送基盤の整備、サービス向上及び業務効率化等のため

の投資を行い、ＹＣ１系蓄電池搭載型ディーゼルエレクトリック車両新製や821系近郊型交流電車新製等に33,223百

万円の設備投資を実施しました。

建設グループにおいては、3,026百万円、不動産・ホテルグループにおいては、ＴＨＥ ＢＬＯＳＳＯＭ ＨＩＢＩ

ＹＡやＴＨＥ ＢＬＯＳＳＯＭ ＨＡＫＡＴＡ Ｐｒｅｍｉｅｒ等に51,348百万円、流通・外食グループにおいては、

3,772百万円、その他グループにおいては、3,885百万円の設備投資を実施しました。

なお、経営成績に重要な影響を及ぼすような設備の除却、売却はありません。

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社

①　総括表

2020年３月31日現在
 

 

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
（面積千㎡）

リース資産 その他 合計

運輸サービスグ

ループ
57,869 26,929

315

（36,738）
635 1,818 87,567 6,830

不動産・ホテルグ

ループ
152,100 1,828

121,865

（611）
724 53 276,573 257

（注）１　上記は有形固定資産の残高（ただし、建設仮勘定は除く。）であります。

２　運輸サービスグループの用に供する建物とは、停車場建物、詰所、事業所等であります。

３　運輸サービスグループの用に供する構築物とは、橋りょう、高架橋、トンネル、配電線等であります。

４　運輸サービスグループの用に供する土地とは、線路用地、停車場用地、鉄道林用地、事務所用地、変電所用

地等であります。

５　その他は、工具・器具及び備品であります。

６　上記のほかに、管理施設、社宅、福利厚生施設等の固定資産があります。

７　貸付けを受けている主な設備は、次のとおりであります。なお、貸付料の定額部分は一括前払いをしており

ます。

 

賃借先
賃借設備

設備のうち
賃借期間

（賃借終了年度）
土地（㎡） 建物（㎡）

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

九州新幹線（博多～新八代）
1,364,111 142,415

30年

（2040年度）

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

九州新幹線（新八代～鹿児島中央）
1,039,931 62,801

30年

（2033年度）
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②　運輸サービスグループ

ａ　鉄道線路及び電路施設

2020年３月31日現在
 

線名 区間
営業キロ
(km)

単線・複線
等別

旅客駅数
(駅)

軌間
(ｍ)

電圧
(Ｖ)

変電所数
(箇所)

九州新幹線 (博多)～(鹿児島中央) 288.9 複線 4(11) 1.435 交流25,000 7

山陽本線 (下関)～(門司) 6.3 複線 － 1.067 直流1,500 1

鹿児島本線
門司港～八代

及び川内～鹿児島
281.6 単線、複線 96 〃 交流20,000 11

香椎線 西戸崎～(香椎)～宇美 25.4 単線 14 〃 － －

篠栗線 (桂川)～長者原～(吉塚) 25.1 単線 9 〃 交流20,000 1

筑肥線
姪浜～(唐津)

及び(山本)～伊万里
68.3 単線、複線 29 〃

一部電化

直流1,500
3

三角線 (宇土)～三角 25.6 単線 8 〃 － －

肥薩線 (八代)～(隼人) 124.2 単線 26 〃 － －

指宿枕崎線 (鹿児島中央)～枕崎 87.8 単線 35 〃 － －

長崎本線
(鳥栖)～肥前山口～長崎及び

(喜々津)～長与～(浦上)
148.8 単線、複線 40 〃

一部電化

交流20,000
2

唐津線 (久保田)～西唐津 42.5 単線 12 〃
一部電化

直流1,500
－

佐世保線 (肥前山口)～佐世保 48.8 単線 13 〃 交流20,000 1

大村線 (早岐)～(諫早) 47.6 単線 11 〃
一部電化

交流20,000
－

久大本線 (久留米)～(大分) 141.5 単線 35 〃 － －

豊肥本線 (熊本)～(大分) 148.0 単線 35 〃
一部電化

交流20,000
－

日豊本線 (小倉)～大分～(鹿児島) 462.6 単線、複線 109 〃 交流20,000 9

日田彦山線 (城野)～(夜明) 68.7 単線 22 〃 － －

日南線 (南宮崎)～田吉～志布志 88.9 単線 27 〃
一部電化

交流20,000
－

吉都線 (都城)～(吉松) 61.6 単線 15 〃 － －

筑豊本線 若松～(折尾)～(原田) 66.1 単線、複線 23 〃
一部電化

交流20,000
－

後藤寺線 (新飯塚)～(田川後藤寺) 13.3 単線 4 〃 － －

宮崎空港線 (田吉)～宮崎空港 1.4 単線 1 〃 交流20,000 －

計 22線区 2,273.0 － 568(11) － － 35

（注）１　区間欄の（　）内の駅は、当該区間の駅数には含んでおりません。

２　九州新幹線の旅客駅は、新大牟田、新玉名、新水俣、出水の４駅であります。なお、旅客駅数欄の(　)は、

新幹線と在来線の併設駅数(博多を除く。）を示しております。

３　「平成28年熊本地震」及び「平成29年７月九州北部豪雨」の影響により、本書提出日現在、豊肥本線の肥後

大津～阿蘇間及び日田彦山線の添田～夜明間については運転を見合わせております。
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ｂ　車両数

2020年３月31日現在
 

区分
蒸気

機関車
（両）

電気
機関車
（両）

内燃
機関車
（両）

内燃
動車
（両）

電車（両）
客車
（両）

その他
（両）

計
（両）

電動 制御電動 制御 付随

在来線 1 － 9 296 296 266 426 196 10 29 1,529

新幹線 － － － － 98 38 － － － － 136

合計 1 － 9 296 394 304 426 196 10 29 1,665

 

ｃ　車両施設

　各支社等における主な車両センター、車両所区等は、次のとおりであります。

2020年３月31日現在
 

名称 所在地

土地 建物

面積
（㎡）

帳簿価額
（百万円）

帳簿価額
（百万円）

（本社直轄）     

南福岡車両区 福岡市博多区 76,817 0 13

 唐津車両センター 佐賀県唐津市 18,737 0 44

 直方車両センター 福岡県直方市 17,551 0 1

 小倉総合車両センター 北九州市小倉北区 129,392 0 794

（長崎支社）     

佐世保車両センター 長崎県佐世保市 28,774 0 0

（大分支社）     

大分車両センター 大分県大分市 19,445 0 16

（熊本支社）     

熊本車両センター 熊本市西区 57,329 0 0

（鹿児島支社）     

鹿児島車両センター 鹿児島県鹿児島市 181,757 1 66

宮崎車両センター 宮崎県宮崎市 9,911 0 0
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③　不動産・ホテルグループ

　主な賃貸施設等は次のとおりであります。

2020年３月31日現在
 

賃貸先
（名称）

所在地

建物

帳簿価額
（百万円）

㈱ＪＲ博多シティ 福岡市博多区 25,790

㈱ＪＲ大分シティ 大分県大分市 11,133

㈱ＪＲ鹿児島シティ 鹿児島県鹿児島市 5,296

㈱ＪＲ小倉シティ 北九州市小倉北区 3,481

㈱ＪＲ長崎シティ 長崎県長崎市 1,738

 

(2）国内子会社

①　運輸サービスグループ

2020年３月31日現在
 

会社名 所在地 設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

リース
資産

その他 合計

ＪＲ九州バス

㈱

福岡市

博多区
本社等 578 382

296

(50)
－ 23 1,280

203

(4)

 

②　建設グループ

2020年３月31日現在
 

会社名 所在地 設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

リース
資産

その他 合計

九鉄工業㈱
北九州市

門司区
本社等 1,940 45

4,978

(36)
64 233 7,261

639

(33)

ＪＲ九州電気

システム㈱

福岡市

博多区
本社等 1,792 931

1,390

(23)
－ 68 4,182

571

(14)

三軌建設㈱
福岡市

博多区
本社等 1,053 72

1,192

(14)
9 63 2,392

358

(32)

ＪＲ九州エン

ジニアリング

㈱

福岡市

博多区
本社等 634 56

1,151

(20)
1 75 1,919

1,356

(1)
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③　不動産・ホテルグループ

2020年３月31日現在
 

会社名 所在地 設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

リース
資産

その他 合計

㈱ＪＲ博多シ

ティ

福岡市

博多区

賃貸施設

等
8,697 135 － － 463 9,295

92

(19)

㈱ＪＲ大分シ

ティ

大分県

大分市

賃貸施設

等
5,481 104 － － 91 5,677

43

(27)

ＪＲ九州ビル

マネジメント

㈱

福岡市

博多区

賃貸施設

等
2,235 6

784

(2)
65 55 3,147

129

(14)

㈱ＪＲ鹿児島

シティ

鹿児島県

鹿児島市

賃貸施設

等
2,733 43 － 73 165 3,016

48

(2)

ＪＲ九州ホテ

ルズ㈱

福岡市

博多区

宿泊施設

等
1,212 0 － 306 426 1,945

261

(53)

㈱ＪＲ小倉シ

ティ

北九州市

小倉北区

賃貸施設

等
1,492 11 － － 77 1,581

29

(4)

㈱おおやま夢

工房

大分県

日田市

宿泊施設

等
1,149 91 － 0 37 1,278

86

(34)

ＪＲ九州シニ

アライフサ

ポート㈱

福岡市

東区

賃貸施設

等
1,067 0 － － 43 1,110

194

(32)

 

④　流通・外食グループ

2020年３月31日現在
 

会社名 所在地 設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

リース
資産

その他 合計

ＪＲ九州ド

ラッグイレブ

ン㈱

福岡県

大野城市
店舗等 2,058 －

1,708

(75)
157 437 4,362

1,470

(567)

ＪＲ九州リ

テール㈱

福岡市

博多区
店舗等 2,477 0

746

(4)
－ 643 3,866

271

(894)

ＪＲ九州

ファースト

フーズ㈱

福岡市

博多区
店舗等 2,837 189 － 3 222 3,253

182

(1,046)

ＪＲ九州フー

ドサービス㈱

福岡市

博多区
店舗等 1,008 1

9

(0)
－ 83 1,102

150

(685)
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⑤　その他グループ

2020年３月31日現在
 

会社名 所在地 設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

リース
資産

その他 合計

キャタピラー

九州㈱

福岡県

筑紫野市

賃貸資産

等
568 1,257

1,637

(122)
11,558 43 15,065

347

(43)

ＪＲ九州リ

ゾート開発㈱

福岡県

飯塚市

ゴルフ場

等
560 56

650

(2,126)
42 659 1,970

57

(8)

ＪＲ九州シス

テムソリュー

ションズ㈱

福岡市

博多区
本社等 69 － － － 1,361 1,431

125

(7)

ＪＲ九州ビジ

ネスパート

ナーズ㈱

福岡市

博多区
本社等 506 －

419

(0)
－ 376 1,302

31

(8)

 

(3）在外子会社

不動産・ホテルグループ

2020年３月31日現在
 

会社名 所在地 設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）建物及び

構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

リース
資産

その他 合計

JR Kyushu

Business

Development

(Thailand)

Co.,Ltd.

タイ

バンコク

賃貸施設

等
5,761 16

6,188

(5)
6,025 541 18,532

302

(－)

（注）１　上記(2）国内子会社及び(3）在外子会社については、有形固定資産の残高（ただし、建設仮勘定は除く。）

であります。

２　その他は、工具・器具及び備品並びにその他有形固定資産の合計額であります。

３　臨時従業員数については、（　）内に年間の平均人員数を外数で記載しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1）当連結会計年度末現在における重要な設備の新設及び改修の計画は次のとおりであります。

   設備の新設及び改修のための資金については、自己資金を中心に、必要により社債及び借入により調達します。

   また、自治体等の要請に基づく工事については、当該自治体等の負担金等により行います。

セグ
メン
ト

工事件名
予算総額
（百万円）

既支出額
（百万円）

今後の所要額
（百万円）

着手年月
完成予定
年月

運

輸

サ

｜

ビ

ス

 長崎本線長崎駅付近高架化工事 41,259 37,204 4,055 2010.4 2022.3

 鹿児島本線折尾駅付近高架化工事 33,791 28,687 5,104 2005.4 2023.3

 821系近郊型交流電車新製 10,800 2,228 8,571 2015.9 2024.3

 811系リニューアル 9,286 2,185 7,100 2015.4 2026.3

 
ＹＣ１系蓄電池搭載型ディーゼルエレクト

リック車両新製（１次車）
9,040 3,431 5,608 2015.11 2021.7

 
ＹＣ１系蓄電池搭載型ディーゼルエレクト

リック車両新製（２次車）
5,938 － 5,938 2020.1 2027.3

 九州新幹線防災対策工事 4,396 1,374 3,021 2017.11 2025.3

 社員研修センター改築 3,593 95 3,497 2019.4 2023.3

 ホームドア整備（下山門～筑前前原） 2,901 1,490 1,411 2017.5 2021.3

 ＡＴＳ－ＤＫ地上設備整備 2,500 284 2,215 2017.4 2030.3

建

設
 光ファイバ心線貸し事業 1,526 － 1,526 2020.6 2022.3

不

動

産

・

ホ

テ

ル

 長崎駅周辺開発 52,949 162 52,786 2019.5 2025年度

 熊本駅周辺開発 31,567 6,331 25,236 2018.6 2021春

 虎ノ門二丁目地区第一種市街地再開発事業 14,489 2,850 11,639 2019.3 2023.12

 京都市下京区ホテル開発 13,024 8,253 4,771 2018.4 2022春

 ＪＲ宮交ツインビル 7,806 3,430 4,376 2017.12 2020秋

 熊本駅北ビル（仮称）開発 6,485 1,665 4,819 2018.11 2020.12

 ＲＪＲ堺筋本町タワー 5,673 3,298 2,374 2016.8 2021.3

 下大利開発 4,663 1,795 2,867 2018.10 2022.2

 福岡東総合庁舎敷地有効活用事業 4,614 － 4,614 2020.4 2024.3

 簀子小学校跡地開発 4,546 － 4,546 2020.4 2024.1

注）複数のセグメントにわたる件名については主なセグメントの欄に記載しております。

 

(2）重要な設備の除却等の計画については、特に記載する事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 640,000,000

計 640,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）

（2020年３月31日）
提出日現在発行数（株）
（2020年６月24 日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 157,301,600 157,301,600

東京証券取引所

（市場第一部）

福岡証券取引所

完全議決権株式

であり、権利内

容に何ら限定の

ない当社におけ

る標準となる株

式で、単元株式

数は100株であ

ります。

計 157,301,600 157,301,600 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式総
数増減数（株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2016年８月18日

（注１）
159,680,000 160,000,000 － 16,000 － 171,908

2020年２月25日

（注２）
△2,698,400 157,301,600 － 16,000 － 171,908

（注１）2016年８月18日付で実施した、普通株式１株につき500株の割合での株式分割によるものであります。

（注２）2020年２月25日付で実施した、自己株式の消却によるものであります。
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（５）【所有者別状況】

       2020年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未満
株式の
状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） 4 122 25 1,310 544 86 88,569 90,660 －

所有株式数

（単元）
82 529,104 65,962 183,355 559,371 373 234,606 1,572,853 16,300

所有株式数

の割合（％）
0.01 33.64 4.19 11.66 35.56 0.02 14.92 100.00 －

（注）「金融機関」の「所有株式数（単元）」には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として信託が保有する当社株

式1,861単元が含まれております。

（６）【大株主の状況】

  2020年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
（自己株式を
除く。）の総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 13,187 8.38

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－11 6,519 4.14

RAILWAY HOLDINGS,L.L.C.

（常任代理人　モルガン・スタン

レーＭＵＦＧ証券株式会社　オペ

レーション本部）

1601 WASHINGTON AVENUE,SUITE 800, MIAMI

BEACH,FL, 33139, USA

（東京都千代田区大手町１丁目９－７大手町

フィナンシャルシティサウスタワー）

6,433 4.09

CGMI PB CUSTOMER ACCOUNT

（常任代理人　シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店　セキュリ

ティーズ業務部）

388 GREENWICH STREET NEW YORK, NY 10013

USA

（東京都新宿区新宿６丁目27番30号）

6,193 3.94

STATE STREET BANK WEST CLIENT -

TREATY 505234

（常任代理人　株式会社みずほ銀

行決済営業部）

1776 HERITAGE DRIVE, NORTH QUINCY, MA

02171,U.S.A.

（東京都港区港南２丁目15－１品川インターシ

ティＡ棟）

5,077 3.23

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口５）

東京都中央区晴海１丁目８－11 3,381 2.15

太陽生命保険株式会社 東京都中央区日本橋２丁目７-１ 3,200 2.03

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号日本生命

証券管理部内

3,128 1.99

JP MORGAN CHASE BANK 385151

（常任代理人 株式会社みずほ銀行

決済営業部）

25 BANK STREET, CANARY WHARF, LONDON, E14

5JP, UNITED KINGDOM

（東京都港区港南２丁目15-１品川インターシ

ティＡ棟）

2,749 1.75

ＪＰモルガン証券株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目７－３東京ビル

ディング

2,730 1.74

計 － 52,601 33.44
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（注）1 2020年４月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、三井住友信託銀行株式会社、三井住友

トラスト・アセットマネジメント株式会社及び日興アセットマネジメント株式会社が、2020年４月15日現在で以

下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として議決権行使基準日時点における実質所有株式数

の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

       なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する所
有株式数の割合

（％）

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 337 0.21

三井住友トラスト・アセット
マネジメント株式会社

東京都港区芝公園一丁目１番１号 5,433 3.45

日興アセットマネジメント株
式会社

東京都港区赤坂九丁目７番１号 2,303 1.46

 

 

    2 2019年11月21日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、ブラックロック・ジャパン株式会社、ブ

ラックロック・ファンド・マネジャーズ・リミテッド、ブラックロック・ライフ・リミテッド、ブラックロッ

ク・アセット・マネジメント・アイルランド・リミテッド、ブラックロック・ファンド・アドバイザーズ、ブ

ラックロック・インスティテューショナル・トラスト・カンパニー、エヌ．エイ．及びブラックロック・インベ

ストメント・マネジメント（ユーケー）リミテッドが、2019年11月15日現在で以下の株式を所有している旨が記

載されているものの、当社として議決権行使基準日時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記

大株主の状況には含めておりません。

       なお、変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する所
有株式数の割合

（％）

ブラックロック・ジャパン株
式会社

東京都千代田区丸の内一丁目８番３号 2,182 1.36

ブラックロック・ファンド・
マネジャーズ・リミテッド

英国　ロンドン市　スログモートン・アベ
ニュー 12 282 0.18

ブラックロック・ライフ・リ
ミテッド

英国　ロンドン市　スログモートン・アベ
ニュー 12

240 0.15

ブラックロック・アセット・
マネジメント・アイルラン
ド・リミテッド

アイルランド共和国　ダブリン　
ボールスブリッジ　ボールスブリッ
ジパーク 2 1階

1,037 0.65

ブラックロック・ファンド・
アドバイザーズ

米国　カリフォルニア州　サンフランシス
コ市　ハワード・ストリート　400 5,234 3.27

ブラックロック・インスティ
テューショナル・トラスト・
カンパニー、エヌ．エイ．

米国　カリフォルニア州　サンフランシス
コ市　ハワード・ストリート　400 3,174 1.98

ブラックロック・インベスト
メント・マネジメント（ユー
ケー）リミテッド

英国　ロンドン市　スログモートン・アベ
ニュー 12 867 0.54

 

 

    3 2019年４月22日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、株式会社みずほ銀行及びアセットマネジメ

ントOne株式会社が、2019年４月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として議

決権行使基準日時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。

 　　 なお、変更報告書の内容は以下のとおりであります。
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氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する所
有株式数の割合

（％）

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 300 0.19

アセットマネジメントOne株
式会社

東京都千代田区丸の内一丁目８番２号 5,498 3.44

 

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2020年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 157,285,300 1,572,853

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式で、単元株式数は

100株であります。

単元未満株式 普通株式 16,300 － －

発行済株式総数 普通株式 157,301,600 － －

総株主の議決権  － 1,572,853 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として信託が保有する当

社株式186,100株（議決権1,861個）が含まれております。なお、当該議決権の数1,861個は、議決権不行使となっ

ております。

 

②【自己株式等】

    2020年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

（注）「株式給付信託（BBT）」の信託財産として信託が保有する当社株式186,100株は、上記自己株式等には含めており

ません。
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（８）【役員・従業員株式所有制度の内容】

１．「株式給付信託（BBT）」の概要

当社は、取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役は、本制度の対象外とします。）及び上席執行役員

（以下「取締役等」といいます。）の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役等が株価

上昇によるメリットのみならず、株価下落リスクまでも株主の皆さまと共有することで、中長期的な業績の向上と

企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」を

導入しております。

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本信

託」といいます。）を通じて取得され、取締役等に対して、当社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式及

び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下「当社株式等」といいます。）が本信託を通じて給付される業

績連動型株式報酬制度です。なお、取締役等が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時と

なります。

 

２．取締役等に取得させる予定の株式の総数

186,100株

 

３．本制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

　取締役等
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３項による普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（2019年11月５日）での決議状況

（取得期間　2019年11月６日～2020年３月31日）
3,200,000 10,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 2,698,400 9,999,684,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 501,600 316,000

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 15.67 0.00

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 15.67 0.00

 

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額

（円）

引き受けるものの募集を行った取得自己株

式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 2,698,400 9,999,684,000 － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 － － － －

（注）保有自己株式数には、「株式給付信託（BBT）」が所有する当社株式186,100株は含まれておりません。
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３【配当政策】

当社は、株主に対する利益の還元を経営上重要な施策の一つとして位置づけており、株主還元については長期安定

的に行っていくことが重要と考えております。

2022年３月期までの間は、１株当たり配当金93.0円を下限として、連結配当性向35％を目安に配当を行います。加

えて、資本効率の向上を図るため、状況に応じて自己株式取得を行います。

この方針に基づき、当期の期末配当金につきましては、経営成績等を総合的に判断し、１株当たり46円50銭といた

しました。また、これに中間配当金１株当たり46円50銭を加えた年間配当金は１株当たり93円となります。

なお、内部留保資金につきましては、安全・安心なモビリティサービスを軸に地域の特性を活かしたまちづくりを

通じて九州の持続的な発展に貢献するため、鉄道設備等の維持・更新への投資及び成長投資に充当してまいります。

また、当社は取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款に定めて

おり、中間配当及び期末配当の年２回に分けて剰余金の配当を行う方針です。毎年の剰余金の配当の決定機関は、中

間配当については取締役会、期末配当については株主総会であります。

当事業年度の剰余金の配当は以下の通りであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

2019年11月５日
7,440 46.5

取締役会決議

2020年６月23日
7,314 46.5

定時株主総会決議

（注）配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として信託が保有する当社株式に対する配当金を含

めて記載しております。
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

当社グループは、自らの力で創造する安全とサービスを基盤として、さまざまな事業に取り組み、私たちの舞

台である九州、日本そしてアジアの元気をつくることに倦まず、弛まず、立ち止まらず、どん欲に挑戦し続けま

す。

その実現のため、当社はお客さま、地域のみなさま、お取引先、社員及び社員の家族のみなさま、そして株主

さまから長期的に信頼される企業を目指し、経営の透明性・公正性を確保しつつ、迅速・果断な意思決定及び適

切な情報開示を行うための体制・仕組みを整備・改善し、持続的な成長及び中長期的な企業価値の向上に向けた

コーポレートガバナンスの更なる充実に取り組みます。

 

①　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

イ　会社の機関の基本説明

当社は、取締役会の監督機能の強化及び経営の意思決定の迅速化、効率的な会社運営の実現並びに経営

の意思決定・監督機能と業務執行の分離を目的として、2018年６月より監査等委員会設置会社に移行する

とともに、執行役員制度を導入しております。

 

・取締役会

取締役会は、法令等で定められた事項及び取締役会規則に定める重要事項を決定し、取締役、上席執行

役員及び執行役員の職務の執行を監督します。取締役会は、原則毎月１回開催し、取締役（監査等委員で

ある取締役を除く。）11名及び監査等委員である取締役４名の計15名で構成されており、取締役会に対す

る監督機能の更なる強化を図るべく、社外取締役を８名選任しております。

また、経営会議を設置しており、原則毎週１回開催し、定款の定めに基づき取締役会にて決議された権

限委任事項及び業務運営上の重要事項について審議しております。更に、グループ経営委員会を設置して

おり、当社グループの経営ビジョン、経営資源の配分等の経営戦略及びグループ会社の個別の重要事項に

ついて審議し、グループ会社の経営管理を確実に行うことで、当社グループの総合力強化に努めておりま

す。

・監査等委員会

監査等委員会は、監査等に関する重要な事項について報告を受け、協議又は決議を行います。監査等委

員会は、原則毎月１回開催し、必要に応じて臨時監査等委員会を開催します。当社の監査等委員会は、４

名の監査等委員（うち３名が社外取締役）で構成され、取締役、上席執行役員及び執行役員の職務の執行

の監査等を実施しております。

・指名・報酬諮問委員会

取締役会の諮問機関として、代表取締役社長及び社外取締役５名により構成される指名・報酬諮問委員

会（議長：社外取締役）を設置しております。取締役の選解任及び業務執行取締役の報酬について、指

名・報酬諮問委員会の答申を踏まえ、取締役会で決定することにより、指名・報酬の透明性・客観性の強

化に努めております。

当社の企業統治の体制の模式図は以下のとおりであります。
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ロ　内部統制システムの整備の状況

当社の内部統制システムにつきましては、経営の透明性の確保、監督の強化のため、社外の豊富な経験

と知識を有する社外取締役を選任しております。また、「内部統制に関する基本方針」を取締役会におい

て決議しております。当社の「内部統制に関する基本方針」は次のとおりです。

 

１　当社及びグループ会社の取締役及び使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための

体制

「ＪＲ九州グループ倫理行動憲章」を策定し、当社及びグループ会社の役員(執行役員（上席執行役

員を含む。以下同じ。）を含む。)及び社員が企業倫理の確立及び法令遵守の徹底を図るための行動規

範としている。総務部はその行動規範の実践を横断的に総括することとし、社員教育等を行う。また、

監査等委員会は当社の取締役に対し監査等を実施し、内部監査部門である監査部は当社及びグループ会

社の社員の法令遵守の状況を監査し、定期的に取締役会及び監査等委員会に報告する。

 

２　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

文書管理規程に従い、当社の取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的媒体（以下、「文書等」

という。）に記録し、保存する。当社の取締役は、常時これらの文書等を閲覧できる。

 

３　当社及びグループ会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社の鉄道の安全の確保については、経営の最重要課題であり、2006年10月に施行された改正鉄道事

業法に基づき制定した安全管理規程のもと、安全マネジメント体制を確立し、輸送の安全の確保及びそ

の維持向上に努める。本社及び各支社に設置された安全推進委員会において運転事故及び労働災害の防

止への取り組みを行うとともに、重大事故や災害発生等の異常時に即応できるよう訓練等を行い万全の

対策を取るものとする。当社の事業運営に重要な影響を与えるリスクについて、業務を管理する各部署

において規程を定め、問題が発生した際には適切な対応等が取れるよう危機管理体制を構築する。

グループ会社については、その経営を統括・管理する部署を当社に設置し、適正な経営が行われる体

制を確保することに加え、関係会社経営管理規程に基づき、当社の執行役員等で構成するグループ経営

委員会においてグループ経営上の重要事項を議論することにより、経営の管理・監督を行う。また、当

社に主管部署及び担当役員(執行役員をいう。以下同じ。)を設定し、グループ経営を管理・サポートす

ることに加え、当社役員又は社員がグループ会社の非常勤取締役又は監査役を務めることにより、ガバ

ナンスの強化を図る。

 

４　当社及びグループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社の取締役会は、定款及び取締役会決議に基づき、必要に応じて重要な業務執行のうち一部を取締

役に権限委任するとともに、執行役員の業務分担を決定し、各取締役及び執行役員の担当する業務が効

率的に執行される体制を確保する。また、職務権限規程により取締役、執行役員及び社員の権限と責任

を明確にし、効率的な業務執行体制を確保する。

グループ会社については、職務分掌、指揮命令系統、権限及び意思決定その他組織に関する規程を制

定し、効率的な業務執行体制を確保する。

 

５　当社及びグループ会社における業務の適正を確保するための体制

当社及びグループ会社は、その企業倫理の確立及び法令遵守の徹底を図るため、「ＪＲ九州グループ

倫理行動憲章」を策定し、企業倫理及び法令遵守に係る審議機関として「ＪＲ九州グループ企業倫理委

員会」を置く。また、法令上疑義のある行為等について、当社及びグループ会社の社員等及び取引先の

従業員等が直接情報提供を行う手段として「ＪＲ九州グループ企業倫理ホットライン」（以下、「企業

倫理ホットライン」という。）を運営する。当社及びグループ会社は、暴力団や暴力団関係企業及び総

会屋等に見られる反社会的勢力に対して、毅然とした態度で対応し、一切の関係を遮断及び排除する。

 

６　グループ会社の取締役及び使用人等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社は関係会社経営管理規程を定め、グループ経営戦略及びその他の重要な事項について、当社の関

係する執行役員等で構成するグループ経営委員会で審議・報告する体制を構築する。また、グループ会

社の営業成績及び財務状況等について、当社へ定期的に報告をする体制を確保する。

 

７　当社の監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項

当社の監査等委員は、監査等委員会室所属の社員に監査等委員会の業務に必要な事項を命令できる。

また、監査等委員会室所属の社員は、その命令に関して取締役（監査等委員である取締役を除く。）

等の指揮命令を受けない。
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８　当社及びグループ会社の取締役及び使用人等が当社の監査等委員会に報告するための体制

当社及びグループ会社の取締役、執行役員及び社員等は、法令等の違反行為等、当社及びグループ会

社に重大な影響を及ぼす事項については、速やかに監査等委員会に報告する体制を確保する。また、法

令に定める事項及び内部監査の実施状況並びに企業倫理ホットラインへの通報内容を定期的に監査等委

員会に報告する。

企業倫理ホットラインにおいては当該報告者に関する秘密を厳守し、相談を行ったことのみをもっ

て、不利な取扱い等を行わない。

 

９　当社の監査等委員の職務の執行について生じる費用の前払い又は償還の手続き及び費用又は債務の処

理に係る方針に関する事項

当社は、監査等委員の職務執行に係る費用については、毎年一定額の予算を確保する。

 

10　その他当社の監査等委員会の監査等が実効的に行われることを確保するための体制

当社の監査等委員会は、代表取締役又は社外取締役（監査等委員である取締役を除く。）との間で

各々定期的な意見交換会を行う。また、当社の監査等委員会は内部監査部門、会計監査人及びグループ

会社の監査役と意見交換等を定期的に行い、連携を強化する。

 

②　リスク管理体制の整備の状況

当社では運転事故及び労働災害の未然防止並びに再発防止に関する事項を総合的に検討し、輸送の安全確

保上有効かつ適切な対策を樹立し、推進するため、本社、支社のほか各部門に安全推進委員会を設置してお

ります。また、総合指令室を24時間体制としており、事故や災害の発生に際して迅速かつ適切な対応ができ

る体制を整えております。

 

③　責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役との間において、会社法第423条第１項の損害

賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令に定める最低

責任限度額としております。

 

④　取締役の定数

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は12名以内、監査等委員である取締役は５名以内とす

る旨定款に定めております。

 

⑤　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議は、

累積投票によらない旨を定款に定めております。

 

⑥　株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項

中間配当

当社は、取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録

株式質権者に対して、会社法第454条第５項の規定による中間配当を行える旨を定款に定めております。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性13名　女性2名　（役員のうち女性の比率13.3％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

代表取締役

会長執行役員

取締役会議長

唐池　恒二
1953年４月

２日生

1977年４月　日本国有鉄道に入る

1987年４月　当社入社

1995年３月　同　流通事業本部外食事業部長

1996年４月　ジェイアール九州フードサービス株式会社代表

取締役社長

1997年６月　当社総合企画本部経営企画部長

2000年６月　ジェイアール九州フードサービス株式会社代表

取締役社長

2003年６月　当社取締役鉄道事業本部副本部長兼鉄道事業本

部サービス部長兼鉄道事業本部営業部長

2005年６月　同　取締役鉄道事業本部副本部長兼鉄道事業本

部サービス部長兼鉄道事業本部営業部長兼旅行

事業本部長

2006年６月　同　常務取締役総合企画本部副本部長兼総合企

画本部経営企画部長

2008年６月　同　常務取締役総合企画本部副本部長

2008年６月　同　代表取締役専務総合企画本部長

2009年６月　同　代表取締役社長

2014年６月　同　代表取締役会長

2018年６月　同　代表取締役会長執行役員（現在に至る）

(注)２ 4,257

代表取締役

社長執行役員

最高経営責任者

監査部担当

青柳　俊彦
1953年８月

19日生

1977年４月　日本国有鉄道に入る

1987年４月　当社入社

1998年６月　同　技術・運行本部運輸部長

2001年４月　同　鉄道事業本部運輸部長

2004年６月　同　鹿児島支社長

2005年６月　同　取締役鹿児島支社長

2006年５月　同　取締役鉄道事業本部副本部長兼鉄道事業本

部企画部長兼鉄道事業本部安全推進部長

2008年６月　同　取締役鉄道事業本部長兼鉄道事業本部企画

部長

2008年６月　同　常務取締役鉄道事業本部長兼鉄道事業本部

企画部長

2010年６月　同　常務取締役鉄道事業本部長兼鉄道事業本部

企画部長兼北部九州地域本社長

2010年８月　同　常務取締役鉄道事業本部長兼北部九州地域

本社長

2012年６月　同　専務取締役鉄道事業本部長兼北部九州地域

本社長

2013年６月　同　代表取締役専務鉄道事業本部長兼北部九州

地域本社長

2014年６月　同　代表取締役社長

2018年６月　同　代表取締役社長執行役員

2019年６月　同　代表取締役社長執行役員兼最高経営責任者

（現在に至る）

(注)２ 6,776
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

取締役

専務執行役員

事業開発本部長

田中　龍治
1954年８月

11日生

1977年４月　日本国有鉄道に入る

1987年４月　当社入社

2004年３月　同　都市開発事業部長

2006年５月　同　長崎支社長

2007年５月　ジェイアール九州ハウステンボスホテル株式会

社代表取締役社長

2010年６月　当社取締役事業開発本部副本部長兼事業開発本

部企画部長

2011年６月　同　取締役事業開発本部副本部長兼事業開発本

部開発部長

2014年６月　同　常務取締役事業開発本部副本部長兼事業開

発本部開発部長

2017年４月　同　常務取締役事業開発本部副本部長兼事業開

発本部開発部長兼事業開発本部ホテル開発部長

2017年６月　同　専務取締役事業開発本部長

2018年６月　同　取締役専務執行役員事業開発本部長

2019年４月　同　取締役専務執行役員事業開発本部長兼事業

開発本部ホテル開発部長

2019年６月　同　取締役専務執行役員事業開発本部長（現在

に至る）

(注)２ 2,363

取締役

専務執行役員

総合企画本部長

広報部担当

古宮　洋二
1962年11月

26日生

1985年４月　日本国有鉄道に入る

1987年４月　当社入社

2005年５月　同　鉄道事業本部企画部長

2006年５月　同　鉄道事業本部運輸部長

2010年６月　同　鉄道事業本部営業部長

2011年６月　同　鉄道事業本部サービス部長兼鉄道事業本部

営業部長

2012年６月　同　総務部長

2012年６月　同　取締役総務部長

2012年９月　同　取締役鉄道事業本部クルーズトレイン本部

長兼総務部長

2013年６月　同　取締役総務部長

2016年６月　同　常務取締役鉄道事業本部長兼北部九州地域

本社長

2018年６月　同　取締役常務執行役員鉄道事業本部長兼北部

九州地域本社長

2019年６月　同　取締役専務執行役員鉄道事業本部長兼北部

九州地域本社長

2020年６月　同　取締役専務執行役員総合企画本部長（現在

に至る）

(注)２ 3,542

取締役

常務執行役員

最高財務責任者

総合企画本部副本部長

総合企画本部経営企画部長

ＩＴ推進部・財務部担当

森　亨弘
1969年３月

１日生

1991年４月　当社入社

2007年５月　株式会社ドラッグイレブンホールディングス取

締役

2009年６月　同　代表取締役社長

2011年５月　当社資金運用部長

2013年６月　同　財務部長

2014年６月　同　鉄道事業本部営業部長

2015年６月　同　鉄道事業本部サービス部長兼鉄道事業本部

営業部長

2017年６月　同　取締役旅行事業本部長

2018年４月　同　取締役総合企画本部副本部長兼総合企画本

部経営企画部長

2018年６月　同　上席執行役員総合企画本部副本部長兼総合

企画本部経営企画部長

2019年６月　同　取締役常務執行役員兼最高財務責任者兼総

合企画本部副本部長兼総合企画本部経営企画部

長（現在に至る）

(注)２ 638
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

取締役

常務執行役員

鉄道事業本部長

北部九州地域本社長

上海事務所担当

福永　嘉之
1963年５月

10日生

1990年４月　当社入社

2013年６月　同　鉄道事業本部新幹線部長

2015年６月　同　鉄道事業本部クルーズトレイン本部長兼鉄

道事業本部運輸部長

2016年６月　同　取締役鉄道事業本部副本部長兼鉄道事業本

部クルーズトレイン本部長兼鉄道事業本部運輸

部長

2018年６月　同　上席執行役員鉄道事業本部副本部長兼鉄道

事業本部クルーズトレイン本部長兼鉄道事業本

部運輸部長

2020年６月　同　取締役常務執行役員鉄道事業本部長兼北部

九州地域本社長（現在に至る）

(注)２ 915

取締役 貫　正義
1945年１月

27日生

1968年４月　九州電力株式会社入社

2000年６月　同　広報部長

2001年７月　同　理事　広報部長

2003年６月　同　理事　鹿児島支店長

2003年７月　同　執行役員　鹿児島支店長

2007年６月　同　取締役　常務執行役員　事業開発本部長　

情報通信本部長

2009年６月　同　代表取締役副社長　お客さま本部長

2010年６月　同　代表取締役副社長

2012年４月　同　代表取締役会長

2013年６月　当社取締役（現在に至る）

2018年６月　九州電力株式会社相談役（現在に至る）

(注)２ 2,936

取締役 桑野　和泉
1964年８月

１日生

1993年４月　株式会社玉の湯入社

1995年４月　同　専務取締役

2003年10月　同　代表取締役社長（現在に至る）

2012年６月　株式会社大分銀行社外取締役（現在に至る）

2014年６月　当社取締役（現在に至る）

(注)２ 626

取締役 市川　俊英
1954年９月

27日生

1977年４月　三井不動産株式会社入社

2003年４月　同　六本木プロジェクト推進部長

2005年４月　同　執行役員六本木プロジェクト推進部長

2005年８月　同　執行役員東京ミッドタウン事業部長

2008年４月　同　常務執行役員東京ミッドタウン事業部長

2009年４月　同　常務執行役員アコモデーション事業本部長

2011年６月　同　常務取締役　常務執行役員　アコモデー

ション事業本部長

2013年４月　同　取締役

2013年４月　三井ホーム株式会社顧問

2013年６月　三井不動産株式会社特任顧問

2013年６月　三井ホーム株式会社代表取締役社長社長執行役

員

2018年10月　三井不動産株式会社グループ上席執行役員

2019年４月　同　顧問（現在に至る）

2019年４月　三井ホーム株式会社常任相談役（現在に至る）

2019年６月　当社取締役（現在に至る）

(注)２ -

取締役 浅妻　慎司
1961年２月

２日生

1984年４月　関西ペイント株式会社入社

2012年４月　同　執行役員経営企画室長

2015年４月　同　常務執行役員国際本部長

2016年６月　同　取締役常務執行役員管理本部長

2017年４月　同　取締役常務執行役員管理本部長兼コーポ

レート事業部コーポレート管理本部長

2018年４月　同　取締役常務執行役員 管理、経営企画、人

事企画管掌 兼管理本部長

2019年４月　同　取締役

2019年６月　同　退任

2019年６月　当社取締役（現在に至る）

(注)２ -
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

取締役 村松　邦子
1958年９月

１日生

1983年10月　日本テキサス・インスツルメンツ株式会社入社

1995年１月　同　広報部部長

2003年11月　同　企業倫理室長・ダイバーシティ推進責任者

2009年９月　同　退社

2009年10月　一般社団法人経営倫理実践研究センター主任研

究員

2010年１月　株式会社ウェルネス・システム研究所代表取締

役（現在に至る）

2014年１月　公益社団法人日本プロサッカーリーグ理事

2016年４月　特定非営利活動法人ＧＥＷＥＬ代表理事（2019

年３月退任）

2016年６月　株式会社シーボン社外取締役（2019年６月退

任）

2016年６月　株式会社ヨコオ社外取締役（現在に至る）

2018年４月　公益社団法人日本プロサッカーリーグ参与（現

在に至る）

2018年４月　一般社団法人経営倫理実践研究センター上席研

究員（現在に至る）

2019年６月　ＮＥＣネッツエスアイ株式会社社外取締役（現

在に至る）

2020年６月　当社　取締役（現在に至る）

(注)２ -

取締役

監査等委員

（常勤）

監査等委員会

委員長

久我　英一
1956年９月

１日生

1981年４月　警察庁入庁

2006年４月　鹿児島県警察本部長

2007年９月　東京都青少年・治安対策本部長

2009年９月　警視庁警備部長

2011年２月　神奈川県警察本部長

2013年４月　皇宮警察本部長

2015年８月　同　退任

2015年12月　日本生命保険相互会社顧問

2016年５月　同　退社

2016年６月　当社常勤監査役

2018年６月　同　取締役監査等委員（現在に至る）

(注)３ 1,287

取締役

監査等委員

（常勤）

廣川　昌哉
1962年４月

３日生

1985年４月　日本国有鉄道に入る

1987年４月　当社入社

2005年３月　同　総合企画本部ＩＴ推進室長

2008年６月　同　総合企画本部経営企画部長

2011年６月　同　事業開発本部企画部長

2012年６月　同　財務部長

2013年６月　同　熊本支社長

2013年６月　同　取締役熊本支社長

2015年６月　同　取締役総合企画本部副本部長兼総合企画本

部経営企画部長

2016年６月　同　取締役総務部長

2017年６月　同　常務取締役総務部長

2018年６月　同　取締役常務執行役員総務部長

2019年６月　同　取締役監査等委員（現在に至る）

(注)３ 3,114
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

取締役

監査等委員
井手　和英

1942年１月

３日生

1964年４月　株式会社日本勧業銀行［現株式会社みずほ銀

行］入行

1989年４月　株式会社第一勧業銀行［現株式会社みずほ銀

行］企画本部関連事業部長

1990年６月　同　宝くじ部長

1992年６月　同　取締役人事企画部長

1994年５月　同　取締役人事部長

1995年４月　同　常務取締役

1997年３月　同　退任

1997年４月　株式会社筑邦銀行顧問

1997年６月　同　代表取締役副頭取

1999年４月　同　代表取締役頭取

2006年４月　同　代表取締役会長

2012年６月　同　取締役会長

2015年６月　当社社外監査役

2016年６月　株式会社筑邦銀行会長

2018年６月　当社取締役監査等委員（現在に至る）

2018年７月　株式会社筑邦銀行相談役（現在に至る）

(注)３ 1,287

取締役

監査等委員
江藤　靖典

1967年12月

21日生

1995年４月　検察官任官

2009年４月　鹿児島地方検察庁次席検事

2011年４月　大阪地方検察庁検事

2011年９月　退官

2011年10月　弁護士登録

　　　　　　弁護士法人日野総合法律事務所弁護士（現在に

至る）

2018年６月　当社取締役監査等委員（現在に至る）

(注)３ 276

計 28,017

（注）１　貫正義、桑野和泉、市川俊英、浅妻慎司、村松邦子、久我英一、井手和英及び江藤靖典は、社外取締役であ

ります。

２　任期は、2020年３月期に係る定時株主総会終結の時から2021年３月期に係る定時株主総会終結の時までであ

ります。

３　任期は、2020年３月期に係る定時株主総会終結の時から2022年３月期に係る定時株主総会終結の時までであ

ります。
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　（参考）

　　　当社は、執行役員制度を導入しています。執行役員(取締役を兼務する執行役員を除く)の状況は次のとおりです。

役名 氏名 担当

常務執行役員 前川　聡幸 鉄道事業本部副本部長兼鉄道事業本部安全創造部長

常務執行役員 松下　琢磨 事業開発本部副本部長兼事業開発本部開発部長

上席執行役員 松本　淳也
ＪＲ九州ホテルズアンドリゾーツホールディングス株式会社代表取締役社長

兼ＪＲ九州ホテルズ株式会社代表取締役社長

上席執行役員 今林　泰 事業開発本部副本部長兼事業開発本部開発工事部長

上席執行役員 東　幸次 総務部長、人事部担当

執行役員 福澤　広行 事業開発本部企画部長、事業開発本部カード事業部担当

執行役員 兵藤　公顕 東京支社長

執行役員 山根　久資 キャタピラー九州株式会社代表取締役社長

執行役員 赤木　由美 熊本支社長

執行役員 西川　佳祐 長崎支社長

執行役員 岩崎　正俊 財務部長

執行役員 貞苅　路也 大分支社長

執行役員 澤亀　愼司 事業開発本部住宅開発部長

執行役員 田中　渉 事業開発本部ホテル開発部長

執行役員 上符　友則 鉄道事業本部サービス部長兼鉄道事業本部営業部長

執行役員 松尾　英典 鉄道事業本部クルーズトレイン本部長兼鉄道事業本部運輸部長

執行役員 中村　裕之 鹿児島支社長

執行役員 三浦　基路 人事部長

 

②　社外役員の状況

　　当社は、社外取締役として貫正義、桑野和泉、市川俊英、浅妻慎司、村松邦子、久我英一、井手和英及び江藤

靖典の８名を選任しており、いずれも経営者、弁護士等の豊富な経験と見識から、当社の経営に関して有益な意

見を述べていただくことを期待しております。社外取締役を選任するための独立性に関する基準に基づき、経歴

や当社との関係を踏まえて、当社経営陣から独立した立場で社外役員としての職務を遂行できる十分な独立性が

確保できることを個別に判断しております。

　　当社と社外取締役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係は以下のとおりです。

　・社外取締役貫正義は、九州電力株式会社の相談役を兼務しており、同社と当社は使用電力料金の支払い等の取

引関係がありますが、その取引金額は以下に記載の当社の定める独立性判断基準の範囲内です。また、当社株

式2,936株を保有しております。

　・社外取締役桑野和泉は、株式会社玉の湯の代表取締役社長を兼務しており、同社と当社は旅行業における宿泊

料金の支払い等の取引関係がありますが、その取引金額は以下に記載の当社の定める独立性判断基準の範囲内

です。また、株式会社大分銀行の社外取締役を兼務しており、同社と当社は資金の借入等の取引関係がありま

すが、その取引金額は以下に記載の当社の定める独立性判断基準の範囲内です。また、当社株式626株を保有

しております。

　・社外取締役村松邦子は、ＮＥＣネッツエスアイ株式会社の社外取締役を兼務しており、同社と当社は工事代金

の支払い等の取引関係がありますが、その取引金額は以下に記載の当社の定める独立性判断基準の範囲内で

す。

　・社外取締役久我英一は、当社株式1,287株を保有しております。

　・社外取締役井手和英は、株式会社筑邦銀行の相談役を兼務しており、同社と当社は資金の借入等の取引関係が

ありますが、その取引金額は以下に記載の当社の定める独立性判断基準の範囲内です。また、当社株式1,287

株を保有しております。

　・社外取締役江藤靖典は、弁護士を兼務しております。また、当社株式276株を保有しております。

　・上記以外の社外取締役と当社との間に、特別の利害関係はありません。
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　　なお、当社においては、社外役員を選任するための独立性判断基準を設けており、当社の社外役員について、

以下のいずれにも該当しない場合、独立性を有するものとします。

 

１　現在又は過去10年間のいずれかの事業年度における、当社又は当社子会社（以下「当社グループ会社」とい

う）の業務執行者（業務執行取締役、執行役、執行役員、その他使用人をいう。以下同じ）

２　現在又は過去３年間のいずれかの事業年度における、当社グループ会社の業務執行者（ただし、重要な使用

人に相当する職以上の立場にある者に限る）の配偶者又は２親等以内の親族

３　当社を主要な取引先とする者（直前３事業年度において、平均してその者の年間連結売上高の２％を超える

支払を当社から受けている者）、又はその者が法人等の場合には、当該法人の業務執行者

４　当社の主要な取引先である者（直前３事業年度において、平均して当社の年間連結売上高の２％を超える支

払を当社に行っている者）、又はその者が法人等の場合には、当該法人の業務執行者

５　当社の主要な借入先である者（直前３事業年度において、平均して当社の年間連結総資産額の２％を超える

貸付を行っている者）、又はその者が法人等の場合には、当該法人の業務執行者

６　当社からの役員報酬を除く報酬等が、現在又は過去３年間の事業年度において、平均して年間1,000万円を

超える法律専門家等、又はその者が法人等に属する場合には、当該法人等の連結売上高の２％を超える支払

を当社から受けている者

７　当社からの寄付が、現在又は過去３年間の事業年度において、平均して年間1,000万円を超える団体等の理

事その他業務執行者

８　当社の主要株主（議決権総数に対し10％以上の議決権を有する株主）、又は当該主要株主が法人等の場合に

は、当該法人の業務執行者

９　上記３～８のいずれかに該当する者（ただし、重要な使用人に相当する職以上の立場にある者に限る）の配

偶者又は２親等以内の親族

10　上記１～９のほか、当社と利益相反関係にあるなど、独立社外役員としての職務を果たすことができない特

段の事由を有している者

 

③　社外取締役（監査等委員を除く。）及び監査等委員である社外取締役の支援体制並びに相互連携

社外取締役（監査等委員を除く。）及び監査等委員である社外取締役との窓口部署として、総務部及び監査

等委員会室をそれぞれ設置し、必要に応じて意見交換や各部による事前説明等を柔軟に行えるよう支援体制を整

えております。また、過半数が社外取締役で構成される監査等委員会においては、監査の計画、監査の実施状況

等について、定期的に代表取締役及び社外取締役（監査等委員を除く。）との意見交換を行うこととしておりま

す。
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（３）【監査の状況】

①　監査等委員会監査の状況

監査等委員会は、４名の監査等委員で構成され、うち社外監査等委員が３名です。監査等委員には、法務

に関する知識を有する者に加え、財務・会計に関する十分な知見を有している者を選任することとしており

ます。当会計年度における各監査等委員の監査等委員会への出席状況については以下のとおりです。

監査等委員会においては、監査計画の策定、監査報告書の作成、取締役の業務執行状況のヒアリング、代

表取締役及び社外取締役との意見交換会等を実施しています。なお、当会計年度の監査計画では、安全に対

する取組み、中期経営計画の取組み、働き方改革の取組みを重点監査項目としました。

各監査等委員は、取締役会その他重要な会議への出席、重要な決裁書類等の閲覧、本社・支社・現業機関

やグループ会社の往査による業務及び財産の状況に関する調査等を通じて取締役の職務の遂行を監査してお

ります。

特に社外監査等委員は、それぞれの専門的知見やバックグラウンドを活かして、監査等委員会の議案の審

議に必要な助言・提言等を適宜行いました。また、常勤監査等委員は、執行部門からの情報収集、内部監査

部門との十分な連携等を行い、監査等委員会の監査・監督機能の実効性を確保しました。

事務局として、監査等委員会室を設置し、４名のスタッフを配置しており、監査等委員会の招集、議事録

の作成その他監査等委員会の運営に関する事務を行っております。

 

②　内部監査の状況

内部監査部門として、本社に監査部を設置し、14名のスタッフを配置しております。内部監査は、当社及

びグループ会社の経営活動についての実態を正確に把握し、適切な助言、勧告を通じて業務の改善を図り、

事業の健全な発展に寄与することを目的として実施しております。具体的には監査部において毎年度の監査

計画に基づき、本社・支社・現業機関・グループ会社を対象として監査を実施し、結果について代表取締役

社長に報告しております。

監査等委員会監査、内部監査及び会計監査の相互連携については、三様監査人連絡会を当会計年度は２回

開催し、監査の計画・方法及び結果等について情報共有をしました。上記に加えて監査等委員会と会計監査

人、監査等委員会と内部監査部門の間では随時、必要な情報及び意見の交換を行い、相互の監査の深度化を

図っております。

 

③　会計監査の状況

　イ　監査法人の名称

会計監査については、有限責任監査法人トーマツ（会計監査人）と監査契約を締結しております。

提出会社の財務書類について連続して監査関連業務を行っている場合におけるその期間　13年

 

　ロ　業務を執行した公認会計士及び監査業務に係る補助者の構成

当会計年度において監査業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については、以

下のとおりです。
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監査責任者

公認会計士　：磯俣克平（継続監査期間２年）、上田知範（継続監査期間３年）、髙尾圭輔（継続監査

期間２年）

監査補助者

公認会計士９名、その他10名

 

　ハ　監査法人の選定方針と理由

監査等委員会は、会計監査人の選定にあたっては、監査等委員会において定めた会計監査人の選定基準に

則り、品質管理体制、独立性及び専門性を総合的に判断しております。

なお、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査等委員

全員の同意に基づき監査等委員会が会計監査人を解任する方針です。

また、会計監査人の業務執行状況その他諸般の事情を総合的に勘案し、再任しないことが適切であると判

断した場合は、監査等委員会の決定に基づき、当該会計監査人を不再任とする方針です。

 

　ニ　監査等委員会による会計監査人の評価

監査等委員会は、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施していることについて確認

するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

その結果、会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めるとともに、会

計監査人を再任することが妥当であると判断いたしました。

 

④　監査報酬の内容等

イ　監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づ
く報酬（百万円）

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づ
く報酬（百万円）

提出会社 89 18 74 12

連結子会社 52 4 48 16

計 142 23 122 28

 

ロ　非監査業務の内容

（前連結会計年度）

当社及び連結子会社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査

業務）である財務報告に係る内部統制指導・助言業務等を委託し対価を支払っております。

（当連結会計年度）

当社及び連結子会社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査

業務）であるシステム更改に関する助言業務等を委託し対価を支払っております。

 

ハ　監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（イを除く）

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づ
く報酬（百万円）

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づ
く報酬（百万円）

提出会社 － 3 － －

連結子会社 － － － －

計 － 3 － －

前連結会計年度の当社における非監査業務の内容は、当社連結子会社の再編に係るアドバイザリー業務で

す。

 

ニ　その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。
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ホ　監査報酬の決定方針及び監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

当社の会計監査人の報酬等は、その監査計画の内容、職務遂行状況、監査報酬の見積根拠等を確認し検

討した上で決定されます。当会計年度の報酬についても、同方針に基づき監査等委員会において同様の確

認及び検討を踏まえ、会社法第399条第１項及び第３項の同意を得て決定しております。
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（４）【役員の報酬等】

①　報酬の決定に関する基本方針及び報酬水準の考え方

　　取締役の報酬は、その役割と責務にふさわしい水準となるよう、業績及び企業価値の向上に対する動機付

けに配慮した体系としており、報酬額は外部専門機関による他社の調査等を考慮し、適正な水準としてい

ます。

 

②　報酬の構成

イ　取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）

2019年６月21日開催の定時株主総会において、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託」を導入したこ

とにより、定額の基本報酬と会社業績によって支給額が変動する業績連動報酬（株式報酬）により構成さ

れ、業績連動報酬（株式報酬）は、取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）の報酬総額

の概ね２割を超えない範囲で支給します。

業績連動報酬（株式報酬）は、業績評価指標（KPI）として、短期的には中期経営計画の経営数値である

毎年度の連結営業利益を設定しており、中長期的には中期経営計画期間（３事業年度）における株主総利回

り（TSR:Total Shareholders Return）とTOPIX成長率との比率を設定しております。これにより業務執行取

締役の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、株価上昇によるメリットのみならず、株

価下落リスクまでも株主と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高め

ることを目的としています。

 

ロ　社外取締役及び監査等委員である取締役

社外取締役及び監査等委員である取締役の報酬は、その職責を鑑み、基本報酬のみで構成されていま

す。

 

③　役員報酬の限度額

　　なお、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額については、2019年６月21日開催の第32回

定時株主総会において、年額420百万円以内（うち社外取締役分は60百万円以内）と決議いただいており、

監査等委員である取締役の報酬額については、2018年６月22日開催の第31回定時株主総会において、年額

120百万円以内と決議いただいております。

　　また、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託」について、2019年６月21日開催の第32回定時株主総会

において、上記の報酬額とは別枠として将来給付する株式の取得資金として３事業年度で600百万円（うち

取締役分として390百万円）を上限に当社が信託に金銭を拠出することを決議いただいております。

 

④　業績連動報酬（株式報酬）の算定方法

イ　本制度の概要

　本制度は、当社が金銭を拠出することによって設定する信託（以下「本信託」という）が当社株式を取

得し、当社が取締役会で定める「役員株式給付規程」に従って、役位及び業績達成度に応じて付与するポ

イントの数に相当する数の当社株式が、本信託を通じて各取締役に給付される、業績連動型の株式報酬制

度です。なお、取締役が当社株式の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任時としております。

 

ロ　取締役に給付される当社株式数の上限と算定方法

当社は、取締役会が定める「役員株式給付規程」に基づき、各取締役に対し、信託期間中の毎年所定の

時期に、役位のほか毎年度の連結営業利益及び中期経営計画期間（3事業年度）におけるTSRとTOPIX成長率

との比率による業績達成度に応じた係数（0.0～2.0）により算定したポイントを付与し、各取締役に給付

される当社株式の数は、当該取締役に付与されたポイント数に1.0を乗じた数とします。

なお、当事業年度における業績連動報酬の決定において、連結営業利益56,600百万円を指標の目標とし

ていたところ、49,406百万円という実績であった点を考慮しております。

 

⑤　報酬決定の手続

報酬の決定にあたっては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬については、代表取締役社

長及び社外取締役により組織する「指名・報酬諮問委員会」が取締役会に答申を行い、株主総会の決議によ

り決定した報酬の総額の範囲内で、取締役会が決定いたします。

また、監査等委員である取締役の報酬については、株主総会の決議により決定した報酬の総額の範囲内

で、監査等委員である取締役の協議により決定いたします。

「指名・報酬諮問委員会」は、委員の半数以上を社外取締役とし、委員長は社外取締役としております。

取締役の報酬等の内容にかかる決定に関する方針及び個人別の報酬等の内容について審議し、報酬に係る公

平性・客観性を強化する役割を担っております。当事業年度においては、当該委員会において、業績連動型

EDINET提出書類

九州旅客鉄道株式会社(E32679)

有価証券報告書

 65/140



株式報酬制度の導入、役員報酬（基本報酬・業績連動報酬）に係る基本方針、業績連動型株式報酬における

業績評価指標報酬等の審議を行っております。

 

⑥　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

区分
報酬等の総
額（百万円）

報酬等の種類別の総額
（百万円）

対象となる
役員の員数
（名）基本報酬 業績連動報酬 株式報酬

取締役（監査等委員及び社外取

締役を除く）
310 276 17 16 7

取締役（監査等委員）（社外取

締役を除く）
37 37 － － 2

社外役員 81 81 － － 8

計 429 395 17 16 17

（注）１　報酬等の額には、使用人兼務取締役に対する使用人給与は含まれておりません。

２　上記には、2019年６月21日開催の第32回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役（監査等委

員）１名の在任中の報酬を含めております。

３　上記「株式報酬」には業績連動型株式報酬制度に係る株式給付引当金繰入額を含んでおります。

 

⑦　役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

EDINET提出書類

九州旅客鉄道株式会社(E32679)

有価証券報告書

 66/140



（５）【株式の保有状況】

①投資株式の区分の基準及び考え方

　当社では、専ら株式の価値の変動又は株式に係る配当によって利益を受けることを目的として保有してい

る投資株式を純投資目的である投資株式と区分しています。また、それ以外の株式を純投資目的以外の目的

である投資株式（政策保有株式）と区分したうえで、以下の保有方針に従って保有します。

②保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式(上場株式に限る)

　当社は、継続的な事業運営や業務提携・関係強化による収益拡大等の観点から中長期的な企業価値向上に

資すると判断した場合は純投資目的以外の株式を保有し、保有継続の必要性が乏しいと判断した銘柄につい

ては縮減を図っています。

　当社は、長期ビジョンにおいて新たなモビリティサービス(MaaS)への挑戦を掲げており、鉄道事業をはじ

めとした当社グループの持続的な成長のためには短期的な経済情勢等に左右されることなく、長期的な協力

関係を維持することができるパートナー企業の存在が不可欠であると考えております。当事業年度において

は、当該観点を踏まえ、主に鉄道事業分野を中心としたモビリティ分野において双方の企業価値向上を図る

ことができると判断される銘柄について、取締役会において保有の適否を検証したうえで株式を取得してお

ります。

　毎年、取締役会にて個別の純投資目的以外の株式について、長期ビジョンを達成するうえで保有目的が適

切か、保有銘柄に関する利益が当社の資本コストに見合っているか、又は将来改善見込みがあるか等を精査

し、保有の適否を検証します。その結果、保有継続の必要性が乏しい銘柄については、売却に向けた譲渡先

の選定や具体的な協議等を行います。当事業年度については2019年8月に開催した取締役会において保有の

適否を検証し、その結果、保有継続の必要性が乏しいと判断した銘柄については縮減を図っています。

　純投資目的以外の株式の議決権行使については、コーポレート・ガバナンス上の懸念点がある場合には、

反対票を投じる等、当該企業の成長及び企業価値向上等に資するか否かを勘案し、議決権を行使することと

します。

 

イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 34 2,138

非上場株式以外の株式 13 23,728

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 - - -

非上場株式以外の株式 4 15,983

鉄道事業をはじめとした当社グループの持続的

な成長に資する協力関係の維持・強化により企

業価値向上を図るため

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（百万円）

非上場株式 5 43

非上場株式以外の株式 1 74
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ロ　特定投資株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

西日本旅客鉄道㈱

810,400 269,500

大型観光キャンペーンの共同実施及びIC

カード相互利用などの営業面の他、安

全・安定的な輸送サービスの提供に必要

な技術面などにおける協力関係の維持・

強化による当社グループの事業継続及び

企業価値向上のため

有

5,993 2,247

東海旅客鉄道㈱

338,200 108,200

大型観光キャンペーンの共同実施及びIC

カード相互利用などの営業面の他、安

全・安定的な輸送サービスの提供に必要

な技術面などにおける協力関係の維持・

強化による当社グループの事業継続及び

企業価値向上のため

有

5,857 2,781

東日本旅客鉄道㈱

707,800 196,100

大型観光キャンペーンの共同実施及びIC

カード相互利用などの営業面の他、安

全・安定的な輸送サービスの提供に必要

な技術面などにおける協力関係の維持・

強化による当社グループの事業継続及び

企業価値向上のため

有

5,786 2,094

㈱九電工

887,800 887,800

電気設備工事の高い技術力及びノウハウ

を持つ同社との取引関係の維持・強化の

他、地域経済・地域貢献活動などにおけ

る協力関係の維持・強化による当社グ

ループの中長期的な事業継続及び企業価

値向上のため

有

2,595 3,080

西日本鉄道㈱

813,300 417,700

地域交通におけるバス事業の中核を担う

同社との新たなモビリティサービスの展

開を見据えた業務提携の他、地域経済・

地域貢献活動などにおける協力関係の維

持・強化による当社グループの中長期的

な事業継続及び企業価値向上への寄与の

ため

有

2,160 1,118

ＡＮＡホールディン

グス㈱

246,600 246,600
鉄道事業と航空ネットワークの連携した

インバウンド施策における企画商品の造

成などによる当社グループの事業継続及

び企業価値向上のため

有

650 1,000

九州電力㈱

418,700 418,700

鉄道事業における安定的なエネルギー調

達及び通信ネットワークの技術提供の

他、地域経済・地域貢献活動などにおけ

る協力関係の維持・強化による当社グ

ループの中長期的な事業継続及び企業価

値向上のため

有

363 547
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銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

西部瓦斯㈱

72,400 72,400

不動産事業における住宅関連設備の提供

及び安定的なエネルギー調達の他、地域

経済・地域貢献活動などにおける協力関

係の維持・強化による当社グループの中

長期的な事業継続及び企業価値向上のた

め

有

189 173

㈱T&Dホールディン

グス

59,950 59,950 保険契約及び資金調達など安定的な金融

取引による当社グループの事業継続及び

企業価値向上のため

有
52 69

㈱ふくおかフィナン

シャルグループ

23,650 23,650
資金調達及び事業情報収集などの安定的

な金融取引の他、地域経済・地域貢献活

動などにおける協力関係の維持・強化に

よる当社グループの中長期的な事業継続

及び企業価値向上のため

有

33 58

㈱みずほフィナン

シャルグループ

212,000 212,000 資金調達及び事業情報収集などの安定的

な金融取引による当社グループの事業継

続及び企業価値向上のため

有
26 36

第一生命ホールディ

ングス㈱

9,700 9,700 保険契約及び資金調達など安定的な金融

取引による当社グループの事業継続及び

企業価値向上のため

有
12 14

㈱西日本フィナン

シャルホールディン

グス

8,493 8,493
資金調達及び事業情報収集などの安定的

な金融取引の他、地域経済・地域貢献活

動などにおける協力関係の維持・強化に

よる当社グループの中長期的な事業継続

及び企業価値向上のため

有

5 7

㈱スターフライヤー
- 20,000

－ 無
- 74

(注)定量的な保有効果については個別の取引上等の内容に及ぶため記載が困難であります。保有の合理性の検証について

は、上記に記載のとおり実施しております。
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第５【経理の状況】
 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）第２条の規定に基づき、「財務諸表等規則」及び「鉄道事業会計規則」（昭和62年

運輸省令第７号）により作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2019年４月１日から2020年３月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2019年４月１日から2020年３月31日まで）の財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツにより監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、適時適切な開示をできる体制を整備するため、監査法人等の行うセミナーに参加し、連結財務諸

表等の適正性を確保しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当連結会計年度

（2020年３月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 16,971 23,817

受取手形及び売掛金 52,275 38,707

未収運賃 2,732 4,126

有価証券 ※４ 19,926 ※４ －

商品及び製品 21,809 19,702

仕掛品 22,703 28,364

原材料及び貯蔵品 6,819 7,574

その他 38,485 39,082

貸倒引当金 △95 △82

流動資産合計 181,627 161,293

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 241,558 268,654

機械装置及び運搬具（純額） 31,607 32,578

土地 129,344 147,736

リース資産（純額） 14,909 19,953

建設仮勘定 35,843 40,133

その他（純額） 8,057 8,935

有形固定資産合計 ※１,※２ 461,321 ※１,※２ 517,992

無形固定資産 ※２ 5,215 ※２ 6,280

投資その他の資産   

投資有価証券 ※３,※５ 24,403 ※３,※５ 38,835

繰延税金資産 55,086 51,768

退職給付に係る資産 882 720

その他 ※２,※４,※５ 74,362 ※２,※４,※５ 52,537

貸倒引当金 △1,416 △838

投資その他の資産合計 153,318 143,024

固定資産合計 619,855 667,297

資産合計 801,483 828,590
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当連結会計年度

（2020年３月31日）

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※５ 33,132 ※５ 32,460

短期借入金 9,002 10,572

1年内返済予定の長期借入金 3,845 30,421

未払金 57,139 63,841

未払法人税等 5,573 3,666

預り連絡運賃 1,731 1,175

前受運賃 5,821 4,720

賞与引当金 8,996 8,922

その他 ※６ 47,072 ※６ 44,467

流動負債合計 172,314 200,248

固定負債   

社債 20,000 40,000

長期借入金 75,119 60,556

リース債務 5,424 10,482

安全・環境対策等引当金 1,879 1,609

災害損失引当金 4,613 1,732

退職給付に係る負債 58,803 53,801

資産除去債務 1,603 1,690

その他 40,981 40,171

固定負債合計 208,425 210,043

負債合計 380,739 410,291

純資産の部   

株主資本   

資本金 16,000 16,000

資本剰余金 233,983 224,024

利益剰余金 160,558 176,329

自己株式 － △599

株主資本合計 410,541 415,754

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 11,677 4,422

繰延ヘッジ損益 129 15

為替換算調整勘定 112 158

退職給付に係る調整累計額 △7,608 △7,057

その他の包括利益累計額合計 4,312 △2,461

非支配株主持分 5,890 5,004

純資産合計 420,743 418,298

負債純資産合計 801,483 828,590
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
 前連結会計年度

(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

 当連結会計年度
(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

営業収益 440,358 432,644

営業費   

運輸業等営業費及び売上原価 ※２ 273,001 ※２ 273,400

販売費及び一般管理費 ※３,※４ 103,471 ※３,※４ 109,838

営業費合計 ※１ 376,473 ※１ 383,238

営業利益 63,885 49,406

営業外収益   

受取利息 69 71

受取配当金 397 443

金銭の信託運用益 1,849 1,330

雑収入 1,501 1,016

営業外収益合計 3,817 2,863

営業外費用   

支払利息 945 1,298

雑損失 217 357

営業外費用合計 1,163 1,655

経常利益 66,539 50,613

特別利益   

工事負担金等受入額 ※５ 16,360 ※５ 29,419

その他 2,199 5,055

特別利益合計 18,560 34,475

特別損失   

固定資産圧縮損 ※６ 16,176 ※６ 29,333

減損損失 ※７ 910 ※７ 7,939

災害による損失 ※８ 847 ※８ 682

災害損失引当金繰入額 ※８ 446 ※８ 686

その他 2,281 3,355

特別損失合計 20,661 41,997

税金等調整前当期純利益 64,438 43,091

法人税、住民税及び事業税 10,060 6,916

法人税等調整額 4,666 4,181

法人税等合計 14,727 11,097

当期純利益 49,711 31,993

非支配株主に帰属する当期純利益 471 498

親会社株主に帰属する当期純利益 49,240 31,495
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
 前連結会計年度

(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

 当連結会計年度
(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

当期純利益 49,711 31,993

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,678 △7,272

繰延ヘッジ損益 176 △114

為替換算調整勘定 △23 60

退職給付に係る調整額 562 533

その他の包括利益合計 ※ 2,394 ※ △6,792

包括利益 52,105 25,200

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 51,657 24,722

非支配株主に係る包括利益 448 478
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

   （単位：百万円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 16,000 234,270 124,997 375,268

当期変動額     

剰余金の配当   △13,680 △13,680

親会社株主に帰属する
当期純利益   49,240 49,240

連結子会社株式の取得
による持分の増減  △287  △287

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

    

当期変動額合計 － △287 35,560 35,273

当期末残高 16,000 233,983 160,558 410,541

 

        

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額合

計

当期首残高 9,981 △47 133 △8,171 1,895 6,037 383,201

当期変動額        

剰余金の配当       △13,680

親会社株主に帰属する
当期純利益       49,240

連結子会社株式の取得
による持分の増減       △287

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

1,696 176 △20 563 2,416 △147 2,269

当期変動額合計 1,696 176 △20 563 2,416 △147 37,542

当期末残高 11,677 129 112 △7,608 4,312 5,890 420,743
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当連結会計年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

   （単位：百万円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 16,000 233,983 160,558 － 410,541

当期変動額      

剰余金の配当   △15,680  △15,680

親会社株主に帰属する
当期純利益   31,495  31,495

自己株式の取得    △10,598 △10,598

自己株式の消却  △9,999  9,999 －

連結子会社株式の取得
による持分の増減  40   40

連結範囲の変動   △43  △43

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 － △9,958 15,771 △599 5,213

当期末残高 16,000 224,024 176,329 △599 415,754

 

        

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額合

計

当期首残高 11,677 129 112 △7,608 4,312 5,890 420,743

当期変動額        

剰余金の配当       △15,680

親会社株主に帰属する
当期純利益       31,495

自己株式の取得       △10,598

自己株式の消却       －

連結子会社株式の取得
による持分の増減       40

連結範囲の変動       △43

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△7,255 △114 46 550 △6,773 △885 △7,659

当期変動額合計 △7,255 △114 46 550 △6,773 △885 △2,445

当期末残高 4,422 15 158 △7,057 △2,461 5,004 418,298
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
 前連結会計年度

(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

 当連結会計年度
(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 64,438 43,091

減価償却費 21,928 26,748

減損損失 910 7,939

固定資産圧縮損 16,176 29,333

災害損失 847 682

災害損失引当金の繰入額 446 686

貸倒引当金の増減額（△は減少） 542 △516

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △3,910 △4,527

安全・環境対策等引当金の増減額（△は減少） △1,318 △270

受取利息及び受取配当金 △467 △515

支払利息 945 1,298

工事負担金等受入額 △16,360 △29,419

災害に伴う受取保険金 △1,000 －

売上債権の増減額（△は増加） △9,881 6,160

たな卸資産の増減額（△は増加） △6,154 △3,940

仕入債務の増減額（△は減少） △4,709 △1,672

金銭の信託運用益 △1,849 △1,330

その他 △5,970 △366

小計 54,612 73,378

保険金の受取額 1,000 －

利息及び配当金の受取額 476 507

利息の支払額 △872 △994

金銭の信託運用益の受取額 1,853 1,394

災害損失の支払額 △3,205 △4,422

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △12,389 △9,394

営業活動によるキャッシュ・フロー 41,473 60,468
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  （単位：百万円）

 
 前連結会計年度

(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

 当連結会計年度
(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △105,937 △109,947

有価証券の償還による収入 15,600 －

投資有価証券の取得による支出 △2,552 △21,706

金銭の信託の売却による収入 － 12,259

工事負担金等受入による収入 15,253 17,998

短期貸付金の回収による収入 0 16,647

その他 3,016 7,805

投資活動によるキャッシュ・フロー △74,619 △76,943

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 4,544 995

長期借入れによる収入 2,051 15,550

長期借入金の返済による支出 △5,793 △4,034

長期未払金の返済による支出 △341 △345

社債の発行による収入 20,000 20,000

預り敷金及び保証金の受入による収入 1,420 1,380

預り敷金及び保証金の返還による支出 △1,104 △937

自己株式の取得による支出 － △10,598

配当金の支払額 △13,680 △15,680

非支配株主への配当金の支払額 △54 △72

その他 △1,397 △2,887

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,644 3,369

現金及び現金同等物に係る換算差額 △14 58

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △27,514 △13,047

現金及び現金同等物の期首残高 64,379 36,865

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 36,865 ※ 23,817
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　44社

　連結子会社名は「第１　企業の概況　４　関係会社の状況」に記載しているため、省略しております。

　新たに設立したＪＲ九州駅ビルホールディングス株式会社（設立日 2019年４月１日）、ＪＲ九州ホテ

ルズアンドリゾーツホールディングス株式会社（設立日 2019年４月１日）、ＪＲ九州ビジネスパート

ナーズ株式会社（設立日 2019年7月18日）、株式会社ＪＲ熊本シティ（設立日 2020年２月４日）及び株

式会社ＪＲ宮崎シティ（設立日 2020年２月４日）を、当連結会計年度より連結の範囲に含めておりま

す。

　2019年12月16日付で株式を取得した株式会社萬坊を、当連結会計年度より連結の範囲に含めておりま

す。

　2019年10月２日付で株式の一部を譲渡したＪＲ九州フィナンシャルマネジメント株式会社を当連結会計

年度より連結の範囲から除外しております。

 

(2）主要な非連結子会社の名称等

　主要な非連結子会社名　株式会社九鉄ビルト等10社

　連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社はいずれも小規模会社であり、合計の総資産、営業収益、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連

結の範囲から除外しております。

 

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の非連結子会社はありません。

 

(2）持分法適用の関連会社は、ＪＲ九州セコム株式会社の1社であります。

 

(3）持分法を適用しない株式会社九鉄ビルトほかの非連結子会社及び博多ステーションビル株式会社ほかの

関連会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうちＪＲ九州ドラッグイレブン株式会社及び株式会社萬坊の決算日は２月末日、また上海捷

尔餐饮管理有限公司、JR Kyushu Capital Management(Thailand)Co., Ltd.及びJR Kyushu Business

Development (Thailand)Co., Ltd.の決算日は12月末日であります。連結財務諸表の作成に当たっては、同

日現在の個別の財務諸表を使用しておりますが、連結決算日との間に生じた連結会社相互間の重要な取引に

ついては、連結上必要な調整をしております。

 

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　イ　満期保有目的の債券

　　　　償却原価法（定額法）により計上しております。

　ロ　その他有価証券（金銭の信託を含む）

　　　時価のあるもの

　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法により計上しております。

　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法により計上しております。

　投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（「金融商品取引法」（昭和23年法律

第25号）第２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法に

より計上しております。

②　デリバティブ

　時価法により計上しております。
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③　たな卸資産

　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）により計上しております。

販売用物品　　　主として総平均法により計上しております。

販売用不動産　　個別法により計上しております。

未成工事支出金　個別法により計上しております。

貯蔵品　　　　　主として移動平均法により計上しております。

その他　　　　　主として最終仕入原価法により計上しております。

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　主として定率法（2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）により

計上しております。

ただし、下記の資産については以下の方法により計上しております。

鉄道事業固定資産のうち取替資産　　　取替法により計上しております。

建物（建物附属設備を除く）　　　　　主として定額法により計上しております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法により計上しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により計上しております。

④　長期前払費用

定額法により計上しております。

 

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

　従業員賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。

③　安全・環境対策等引当金

　鉄道の安全運行の確保を目的とした鉄道施設等に係る安全・環境対策修繕等の支出に備えるため、そ

の見込額を計上しております。

④　災害損失引当金

　災害に伴う復旧費用等の支出に備えるため、その見積額を計上しております。

 

(4）退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理の方法

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(主として12年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理してお

ります。

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として19年）による

定額法により費用処理しております。

 

EDINET提出書類

九州旅客鉄道株式会社(E32679)

有価証券報告書

 80/140



(5）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段・・・為替予約

　ヘッジ対象・・・外貨建予定取引

③　ヘッジ方針

　内部管理規定に基づき、ヘッジ対象に係る為替変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係については、四半期毎に確認することにより、ヘッジの有効性を

判定しております。

　ただし、ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な条件が同一またはほぼ一致している場合には、ヘッジ有効

性の評価は行っておりません。なお、この場合も、ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係の継続について

は、四半期毎に確認しております。

 

(6）重要な収益及び費用の計上基準

　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行

基準を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基

準を適用する工事の当連結会計年度末における進捗度の見積りは、原価比例法によっております。

 

(7）のれんの償却方法及び償却期間

　のれん及び負ののれん（2010年３月31日以前に発生したもの）の償却は、主として20年間で均等償却し

ております。

 

(8）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資で構成されております。

 

(9）工事負担金等の処理方法

　当社は連続立体交差化等の高架化工事や踏切道路拡幅工事等を行うに当たり、地方公共団体等より工事

費の一部として工事負担金等を受けております。

　これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価から直

接減額して計上しております。

　連結損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得原価

から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。

 

(10）消費税等の処理方法

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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（未適用の会計基準等）

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2020年３月31日）

・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　2020年３月31日）

 

(1）概要

収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識されます。

　ステップ１：顧客との契約を識別する。

　ステップ２：契約における履行義務を識別する。

　ステップ３：取引価格を算定する。

　ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。

　ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

 

(2）適用予定日

2022年３月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中

であります。

 

 

・「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日）

・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2019年７月４日）

・「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　2019年７月４日）

・「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）

・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　2020年３月31日）

 

(1）概要

国際的な会計基準の定めとの比較可能性を向上させるため、「時価の算定に関する会計基準」及び「時

価の算定に関する会計基準の適用指針」（以下「時価算定会計基準等」という。）が開発され、時価の算

定方法に関するガイダンス等が定められました。時価算定会計基準等は次の項目の時価に適用されます。

・「金融商品に関する会計基準」における金融商品

・「棚卸資産の評価に関する会計基準」におけるトレーディング目的で保有する棚卸資産

 

(2）適用予定日

2022年３月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「時価の算定に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で未定

であります。

 

 

　　　　　・「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）

 

　　　　　(1) 概要

　　　　　　　国際会計基準審議会（IASB）が2003年に公表した国際会計基準（IAS）第１号「財務諸表の表示」（以

　　　　　　下「IAS第１号」）第125項において開示が求められている「見積りの不確実性の発生要因」について、財務

　　　　　　諸表利用者にとって有用性が高い情報として日本基準においても注記情報として開示を求めることを検討す

　　　　　　るよう要望が寄せられ、企業会計基準委員会において、会計上の見積りの開示に関する会計基準（以下「本

　　　　　　会計基準」）が開発され、公表されたものです。

　　　　　　　企業会計基準委員会の本会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、個々の注記を拡充するのでは

　　　　　　なく、原則（開示目的）を示したうえで、具体的な開示内容は企業が開示目的に照らして判断することとさ

　　　　　　れ、開発にあたっては、IAS第１号第125項の定めを参考とすることとしたものです。

 

　　　　　(2) 適用予定日

　　　　　　　2021年３月期の年度末から適用します。
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（表示方法の変更）

（連結貸借対照表関係）

① 金銭の信託

　前連結会計年度において、投資その他の資産に独立掲記していた「金銭の信託」は総資産に対する金額的

重要性が乏しくなったことから、当連結会計年度より、投資その他の資産の「その他」に含めて表示してお

ります。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っておりま

す。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、投資その他の資産の「金銭の信託」に表示してい

た56,901百万円は、投資その他の資産の「その他」として組み替えております。

 

② リース債務

　前連結会計年度において、固定負債の「その他」に含めて表示していた「リース債務」は総資産に対する

金額的重要性が増したことから、当連結会計年度より独立掲記しております。この表示方法の変更を反映さ

せるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、固定負債の「その他」に含めて表示していた

5,424百万円は、固定負債の「リース債務」として組み替えております。

 

（連結損益計算書関係）

① 投資有価証券運用益

　前連結会計年度において、営業外収益に独立掲記していた「投資有価証券運用益」は、営業外収益に対す

る金額的重要性が乏しくなったことから、当連結会計年度より営業外収益の「その他」に含めて表示してお

ります。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っておりま

す。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、営業外収益の「投資有価証券運用益」に表示して

いた831百万円は、営業外収益の「雑収入」に含めて表示しております。

 

② 減損損失

　前連結会計年度において、特別損失の「その他」に含めて表示していた「減損損失」は特別損失に対する

金額的重要性が増したことから、当連結会計年度より独立掲記しております。この表示方法の変更を反映さ

せるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、特別損失の「その他」に含めて表示していた910

百万円は、特別損失の「減損損失」として組み替えております。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

① 減損損失

　前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示していた「減損

損失」は営業活動によるキャッシュ・フローに対する金額的重要性が増したことから、当連結会計年度より

独立掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを

行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めて表示していた910百万円は、営業活動によるキャッシュ・フローの「減損損失」

として組み替えております。

 

② 短期貸付金の回収による収入

　前連結会計年度において、投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示していた「短期

貸付金の回収による収入」は投資活動によるキャッシュ・フローに対する金額的重要性が増したことから、

当連結会計年度より独立掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結

財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、投資活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めて表示していた0百万円は、投資活動によるキャッシュ・フローの「短期貸付金の

回収による収入」として組み替えております。
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（追加情報）

（株式給付信託（BBT）の導入）

当社は、2019年６月21日開催の第32回定時株主総会決議に基づき、当社の取締役（社外取締役及び監査等

委員である取締役である者を除く。）及び上席執行役員（以下、「取締役等」という。）に対する新たな株

式報酬制度「株式給付信託（BBT）」（以下、「本制度」という。）を導入しております。

 

① 取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役等に対して、当社

が定める役員株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下、「当

社株式等」という。）が信託を通じて給付される株式報酬制度です。なお、取締役等が当社株式等の給付を

受ける時期は、原則として取締役等の退任時となります。

 

② 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自

己株式として計上しております。当連結会計年度末の当該自己株式の帳簿価額は599百万円、株式数は

186,100株であります。

 

　　　　　（新型コロナウイルスの感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

当社グループの業績は、新型コロナウイルスの感染拡大に伴う外出の自粛やイベントの中止等により、鉄

道事業を始めとした各事業において、移動需要の減少及び個人消費の低迷などの影響を受けております。

当社グループでは、連結財務諸表作成時に入手可能な情報に基づき、新型コロナウイルス感染拡大の影響

が翌連結会計年度の一定期間まで続くとの仮定のもと固定資産の減損会計や繰延税金資産の回収可能性等の

会計上の見積りを行っております。しかしながら、新型コロナウイルスの感染拡大による影響は不確定要素

が多いことから、将来キャッシュ・フローの金額や課税所得の発生時期、金額が変動した場合、固定資産の

減損会計や繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りに影響を与える可能性があります。
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（連結貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当連結会計年度

（2020年３月31日）

　 741,524百万円 757,686百万円

 

※２　固定資産の工事負担金等の受入による圧縮記帳額（累計）

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当連結会計年度

（2020年３月31日）

 371,624百万円 399,984百万円

 

※３　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当連結会計年度

（2020年３月31日）

投資有価証券（株式） 1,130百万円 2,380百万円

 

※４　鉄道事業の設備投資に充てるために保有する資産

　「九州旅客鉄道株式会社の経営安定基金の取崩しに関する省令」（平成27年国土交通省令第61号）第１条

第３号に、経営安定基金を取り崩した額に相当する金額の一部は、鉄道網の維持向上に資する鉄道事業の用

に供する資産への設備投資を行うための費用に充てるものとする旨が規定されております。当該規定に従い

鉄道事業の設備投資に充てるために保有する資産は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当連結会計年度

（2020年３月31日）

有価証券 1,287百万円 －百万円

その他（投資その他の資産） 19,469 8,501

計 20,757 8,501

 

※５　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当連結会計年度

（2020年３月31日）

投資有価証券 297百万円 292百万円

その他（投資その他の資産） 89 55

計 387 347

　投資有価証券及びその他（投資その他の資産）の一部は、住宅瑕疵担保履行法に基づく住宅建設瑕疵担保

保証金として福岡法務局に供託しております。

 

担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当連結会計年度

（2020年３月31日）

支払手形及び買掛金 8百万円 1百万円

 

※６　固定資産圧縮未決算特別勘定

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当連結会計年度

（2020年３月31日）

 1,943百万円 －百万円
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（連結損益計算書関係）

※１　主な引当金の繰入額及び退職給付費用は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

当連結会計年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

賞与引当金繰入額 8,996百万円 8,922百万円

安全・環境対策等引当金繰入額 377 952

退職給付費用 4,625 4,723

 

※２　売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額

 
前連結会計年度

（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

当連結会計年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

 183百万円 135百万円

 

※３　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前連結会計年度

(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

 当連結会計年度
(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

人件費 40,093百万円 41,510百万円

経費 49,411 51,246

諸税 8,986 11,625

減価償却費 4,662 5,138

 

※４　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費の総額は次のとおりであります。

 
 前連結会計年度

(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

 当連結会計年度
(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

　 529百万円 530百万円

 

※５　工事負担金等受入額の主な内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

当連結会計年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

長崎本線長崎駅付近高架化 7百万円 22,085百万円

鹿児島本線折尾駅付近高架化 8,728 1,108

鹿児島本線熊本駅付近高架化 2,038 452

その他 5,586 5,773

計 16,360 29,419

 

 

※６　固定資産圧縮損の主な内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

当連結会計年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

長崎本線長崎駅付近高架化 7百万円 22,085百万円

鹿児島本線折尾駅付近高架化 8,728 1,108

鹿児島本線熊本駅付近高架化 2,038 452

その他 5,401 5,687

計 16,176 29,333
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※７　減損損失

前連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

　当社グループは主に管理会計上の区分に従い、事業ごとまたは物件ごとに資産のグループ化を行っており

ます。なお、鉄道事業資産については、路線のネットワーク全体でキャッシュ・フローを生成していること

から、全路線を一つの資産グループとしております。また、将来の使用が見込まれていない遊休資産につい

ては、それぞれを独立した単位としております。

　その結果、事業廃止及び処分の意思決定を行った資産や、当初想定していた収益を見込めなくなった以下

の固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当期減少額を「減損損失」（910百万円）として、特別損

失に計上しております。

（単位：百万円）

主な用途 種類 場所 金額

店舗等65件 建物及び構築物等 福岡県　他 789

遊休資産等２件 建物及び構築物等 大分県　他 121

合計 910

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により測定しております。回収可能価

額を使用価値により測定している場合には、将来キャッシュ・フローを4.0%で割り引いて算定しておりま

す。また、回収可能価額を正味売却価額により測定している場合には、固定資産税評価額を合理的に調整し

た価額等をもとに算定しております。

 

当連結会計年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

　当社グループは主に管理会計上の区分に従い、事業ごとまたは物件ごとに資産のグループ化を行っており

ます。なお、鉄道事業資産については、路線のネットワーク全体でキャッシュ・フローを生成していること

から、全路線を一つの資産グループとしております。また、将来の使用が見込まれていない遊休資産につい

ては、それぞれを独立した単位としております。

　その結果、事業廃止及び処分の意思決定を行った資産や、当初想定していた収益を見込めなくなった以下

の固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当期減少額を「減損損失」（7,939百万円）として、特別

損失に計上しております。

（単位：百万円）

主な用途 種類 場所 金額

船舶等一式 建設仮勘定等 福岡県　他 6,162

店舗等87件 建物及び構築物等 福岡県　他 982

賃貸資産２件 建物及び構築物等 鹿児島県　他 778

遊休資産等４件 建物及び構築物等 福岡県　他 16

合計 7,939

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により測定しております。回収可能価

額を使用価値により測定している場合には、将来キャッシュ・フローを4.0%で割り引いて算定しておりま

す。また、回収可能価額を正味売却価額により測定している場合には、固定資産税評価額を合理的に調整し

た価額等をもとに算定しております。

 

※８　災害による損失及び災害損失引当金繰入額

前連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

　「平成30年７月豪雨」に伴う復旧費用等の支出額及び支出見積額を、それぞれ「災害による損失」及び

「災害損失引当金繰入額」として特別損失に計上しております。

 

当連結会計年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

　「令和元年梅雨前線豪雨」等に伴う復旧費用等の支出額及び支出見積額を、それぞれ「災害による損失」

及び「災害損失引当金繰入額」として特別損失に計上しております。
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（連結包括利益計算書関係）

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

当連結会計年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 2,416百万円 △7,682百万円

組替調整額 △2 △660

税効果調整前 2,414 △8,342

税効果額 △735 1,070

その他有価証券評価差額金 1,678 △7,272

繰延ヘッジ損益：   

　当期発生額 237 △351

資産の取得原価調整額 7 177

税効果調整前 244 △174

税効果額 △67 59

繰延ヘッジ損益 176 △114

為替換算調整勘定：   

当期発生額 △23 60

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 △625 △791

組替調整額 1,436 1,544

税効果調整前 810 753

税効果額 △248 △219

　　退職給付に係る調整額 562 533

その他の包括利益合計 2,394 △6,792
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数（株）
当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 160,000,000 － － 160,000,000

合計 160,000,000 － － 160,000,000

 

２．自己株式に関する事項

　該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議
株式の

種類

配当金

の総額

(百万円)

1株当たり

配当額

(円)

基準日 効力発生日

2018年６月22日

定時株主総会
普通株式 7,040 44.0 2018年３月31日 2018年６月25日

2018年11月５日

取締役会
普通株式 6,640 41.5 2018年９月30日 2018年12月５日

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議
株式の

種類

配当金の

総額

(百万円)

配当の

原資

1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

2019年６月21日

定時株主総会
普通株式 8,240

利益

剰余金
51.5 2019年３月31日 2019年６月24日
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当連結会計年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　（注）１． 160,000,000 － 2,698,400 157,301,600

合計 160,000,000 － 2,698,400 157,301,600

自己株式     

普通株式

（注）２．３．４．
－ 2,884,500 2,698,400 186,100

合計 － 2,884,500 2,698,400 186,100

　　　　　　　（注）１．普通株式の発行済株式総数の減少2,698,400株は、取締役会決議による自己株式の消却による

　　　　　　　　　　　ものです。

　　　　　　　　　　２．普通株式の自己株式の株式数の増加2,884,500株は、取締役会決議による自己株式の取得によ

る増加（2,698,400株）及び「株式給付信託（BBT）」による当社株式の取得による増加

（186,100株）によるものです。

　　　　　　　　　　３．普通株式の自己株式の株式数の減少2,698,400株は、取締役会決議による自己株式の消却によ

　　　　　　　　　　　るものです。

　　　　　　　　　　４．普通株式の自己株式の株式数には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として信託が保有す

　　　　　　　　　　　る当社株式（当連結会計年度末186,100株）が含まれております。

 

 

２．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議
株式の

種類

配当金

の総額

(百万円)

1株当たり

配当額

(円)

基準日 効力発生日

2019年６月21日

定時株主総会
普通株式 8,240 51.5 2019年３月31日 2019年６月24日

2019年11月５日

取締役会
普通株式 7,440 46.5 2019年９月30日 2019年12月４日

（注）2019年11月５日取締役会の決議による配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産と

して信託が保有する当社株式に対する配当金８百万円が含まれております。

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議
株式の

種類

配当金の

総額

(百万円)

配当の

原資

1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

2020年６月23日

定時株主総会
普通株式 7,314

利益

剰余金
46.5 2020年３月31日 2020年６月24日

（注）配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として信託が保有する当社株式に対する

配当金８百万円が含まれております。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

当連結会計年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

現金及び預金勘定 16,971百万円 23,817百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △32 －

有価証券勘定

　（預入期間が３ヶ月以内の譲渡性預金）
19,926 －

現金及び現金同等物 36,865 23,817

 

 

（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

　重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当連結会計年度

（2020年３月31日）

１年内 1,070 1,749

１年超 16,285 19,213

合計 17,355 20,963

 

（貸主側）

１．ファイナンス・リース取引

　重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当連結会計年度

（2020年３月31日）

１年内 10,045 9,322

１年超 43,833 36,644

合計 53,879 45,966
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループにおいては、資金運用は有価証券等により行っており、資金調達は社債発行や銀行等金融機関

からの借入により行っております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用することがあり、

投機的な取引は行わない方針であります。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金並びに未収運賃は、顧客の信用リスクに晒されています。

　有価証券は主として譲渡性預金、投資有価証券は主として株式及び債券であります。株式及び債券は市場価

格の変動リスクに晒されています。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

　社債及び借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。

　デリバティブ取引は、外貨建予定取引に係る為替変動リスクに対するヘッジを目的とした為替予約取引であ

ります。

 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社及び連結子会社は、受取手形及び売掛金について、適切な与信管理方針に沿ってリスク低減を図って

おります。

②　市場リスク（市場や金利・為替変動リスク）の管理

　当社は、投資有価証券について、時価や発行体の財務状況等を定期的に把握し、発行体との関係等を勘案

して保有状況を継続的に見直しております。

　なお、有価証券及び投資有価証券を保有する一部の連結子会社では、時価や発行体の財務状況等を定期的

に把握し、発行体との関係等を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　また、デリバティブ取引の執行・管理については、内部管理規程に従い、適正な社内手続きを経て行って

おります。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社及び連結子会社は、各部署からの報告に基づき財務担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新すると

ともに、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは含めておりません（（注）２．参照）。

前連結会計年度（2019年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 16,971 16,971 －

(2）受取手形及び売掛金 52,275 52,275 －

(3）未収運賃 2,732 2,732 －

(4）有価証券及び投資有価証券 37,390 37,427 36

資産計 109,370 109,407 36

(1）支払手形及び買掛金 33,132 33,132 －

(2）短期借入金 9,002 9,002 －

(3）未払金 57,139 57,139 －

(4）未払法人税等 5,573 5,573 －

(5）預り連絡運賃 1,731 1,731 －

(6）社債 20,000 20,411 411

(7）長期借入金

（１年内返済予定の長期借入金を含む）
78,964 81,056 2,092

負債計 205,542 208,046 2,503

デリバティブ取引（*） 197 197 －

（*）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務になる場合は、

　　（　）で示しております。

 

当連結会計年度（2020年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 23,817 23,817 －

(2）受取手形及び売掛金 38,707 38,707 －

(3）未収運賃 4,126 4,126 －

(4）投資有価証券 29,710 29,739 29

資産計 96,361 96,390 29

(1）支払手形及び買掛金 32,460 32,460 －

(2）短期借入金 10,572 10,572 －

(3）未払金 63,841 63,841 －

(4）未払法人税等 3,666 3,666 －

(5）預り連絡運賃 1,175 1,175 －

(6）社債 40,000 40,840 840

(7）長期借入金

（１年内返済予定の長期借入金を含む）
90,978 92,136 1,158

負債計 242,693 244,691 1,998

デリバティブ取引（*） 23 23 －

（*）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務になる場合は、

　　（　）で示しております。

EDINET提出書類

九州旅客鉄道株式会社(E32679)

有価証券報告書

 93/140



（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金、並びに(3）未収運賃

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(4）有価証券及び投資有価証券、又は(4）投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示

された価格によっております。また、譲渡性預金は基本的に短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ

等しいことから当該帳簿価額によっております。また、投資信託については、公表されている基準価格によっ

ております。なお、保有目的毎の有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さ

い。

負債

(1）支払手形及び買掛金、(2）短期借入金、(3）未払金、(4）未払法人税等、並びに(5）預り連絡運賃

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(6）社債

　　社債は、市場価格によっております。

(7）長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

　長期借入金は、固定金利によるものであり、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当連結会計年度

（2020年３月31日）

非上場株式 3,390 4,596

組合出資金 3,547 4,528

合計 6,938 9,125

　これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ること等ができず、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるため、「(4）有価証券及び投資有価証券」又は「(4）投資有価証券」には含

めておりません。

 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2019年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 14,557 － － －

受取手形及び売掛金 52,275 － － －

未収運賃 2,732 － － －

有価証券及び投資有価証券     

満期保有目的の債券     

(1）国債・地方債等 － － 120 314

その他有価証券のうち満期があるもの     

(1）譲渡性預金 19,926 － － －

(2）債券（国債・社債）  602 776 800

合計 89,491 602 896 1,114
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当連結会計年度（2020年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 22,201 － － －

受取手形及び売掛金 38,707 － － －

未収運賃 4,126 － － －

有価証券及び投資有価証券     

満期保有目的の債券     

(1）国債・地方債等 － － 200 314

その他有価証券のうち満期があるもの     

(1）譲渡性預金 － － － －

(2）債券（国債・社債） 140 784 254 1,000

合計 65,174 784 454 1,314

 

４．短期借入金、社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2019年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

短期借入金 9,002 － － －

社債 － － 10,000 10,000

長期借入金 3,845 32,017 36,102 7,000

合計 12,847 32,017 46,102 17,000

 

当連結会計年度（2020年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

短期借入金 10,572 － － －

社債 － － 20,000 20,000

長期借入金 30,421 18,596 34,960 7,000

合計 40,994 18,596 54,960 27,000
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（2019年３月31日）

区　　分
連結貸借対照表計上
額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの

(1）国債・地方債等 436 473 36

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

小　　計 436 473 36

合　　計 436 473 36

 

当連結会計年度（2020年３月31日）

区　　分
連結貸借対照表計上
額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの

(1）国債・地方債等 517 546 29

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

小　　計 517 546 29

合　　計 517 546 29

 

２．その他有価証券

前連結会計年度（2019年３月31日）

区　　分
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 14,346 11,891 2,454

(2）債券 2,276 2,190 86

(3）その他 51,977 37,328 14,648

小　　計 68,599 51,410 17,189

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 322 371 △49

(2）債券 19,926 19,926 －

(3）その他 － － －

小　　計 20,248 20,297 △49

合　　計 88,847 71,707 17,139

（注）　(3）その他には、連結貸借対照表の投資その他の資産の「その他」に含まれる、金銭の信託を含めておりま

す。

　　　　非上場株式（連結貸借対照表計上額2,259百万円）、組合出資金（連結貸借対照表計上額8,555百万円）につい

ては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」

には含めておりません。
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当連結会計年度（2020年３月31日）

区　　分
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 3,148 2,218 930

(2）債券 1,754 1,688 66

(3）その他 32,976 21,264 11,712

小　　計 37,879 25,170 12,708

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 23,706 28,282 △4,575

(2）債券 498 510 △11

(3）その他 － － －

小　　計 24,205 28,792 △4,587

合　　計 62,084 53,963 8,121

（注）　(3）その他には、連結貸借対照表の投資その他の資産の「その他」に含まれる、金銭の信託を含めておりま

す。

非上場株式（連結貸借対照表計上額2,215百万円）、組合出資金（連結貸借対照表計上額4,870百万円）につい

ては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」

には含めておりません。

 

３．売却したその他有価証券

　　前連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

　金額的な重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 

　　当連結会計年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額

（百万円）

売却損の合計額

（百万円）

（1）株式 － － －

（2）債権 － － －

（3）その他 12,259 574 －

合　　計 12,259 574 －
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当事項はありません。

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

前連結会計年度（2019年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等

（百万円）

契約額等の
うち1年超

（百万円）

時価

（百万円）

原則的処理方法

為替予約取引     

買建     

米ドル 外貨建予定取引 3,547 272 197

合　計 3,547 272 197

　（注）　時価の算出方法

　　　　　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

 

当連結会計年度（2020年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等

（百万円）

契約額等の
うち1年超

（百万円）

時価

（百万円）

原則的処理方法

為替予約取引     

買建     

米ドル 外貨建予定取引 545 － 23

合　計 545 － 23

　（注）　時価の算出方法

　　　　　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び当社の連結子会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度、確定給付企業年金制度及び確定拠出

年金制度を設けております。当連結会計年度において退職一時金制度は32社、確定給付企業年金制度は５社、確

定拠出年金制度は２社が採用しております。

 

２．確定給付制度

（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　2018年４月１日
　　至　2019年３月31日）

当連結会計年度
（自　2019年４月１日

　　至　2020年３月31日）

退職給付債務の期首残高 65,787百万円 61,170百万円

　勤務費用 3,163 3,137

　利息費用 26 24

　数理計算上の差異の発生額 611 458

　過去勤務費用の発生額 △9 210

　退職給付の支払額 △8,409 △8,457

　その他 － △57

退職給付債務の期末残高 61,170 56,408

（注）簡便法を適用した制度を含みます。

 

（２）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　2018年４月１日
　　至　2019年３月31日）

当連結会計年度
（自　2019年４月１日

　　至　2020年３月31日）

年金資産の期首残高 3,181百万円 3,248百万円

　期待運用収益 44 28

　数理計算上の差異の発生額 △23 △122

　事業主からの拠出額 277 283

　退職給付の支払額 △231 △111

年金資産の期末残高 3,248 3,327

（注）簡便法を適用した制度を含みます。

 

（３）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に

係る資産の調整表

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当連結会計年度

（2020年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 3,643百万円 3,719百万円

年金資産 △3,248 △3,327

 395 392

非積立型制度の退職給付債務 57,526 52,688

連結貸借対照表に計上された負債と資産の

純額
57,921 53,081

   

退職給付に係る負債 58,803 53,801

退職給付に係る資産 882 720

連結貸借対照表に計上された負債と資産の

純額
57,921 53,081

（注）簡便法を適用した制度を含みます。
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（４）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

（自　2018年４月１日
　　至　2019年３月31日）

当連結会計年度
（自　2019年４月１日

　　至　2020年３月31日）

 勤務費用 3,163百万円 3,137百万円

利息費用 26 24

期待運用収益 △44 △28

数理計算上の差異の費用処理額 1,497 1,531

過去勤務費用の費用処理額 △61 12

確定給付制度に係る退職給付費用 4,581 4,678

（注）簡便法を適用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。

 

（５）退職給付に係る調整額

　　　　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2018年４月１日
　　至　2019年３月31日）

当連結会計年度
（自　2019年４月１日

　　至　2020年３月31日）

 過去勤務費用 △51百万円 △197百万円

数理計算上の差異 862 951

合　計 810 753

 

（６）退職給付に係る調整累計額

　　　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当連結会計年度

（2020年３月31日）

 未認識過去勤務費用 24百万円 222百万円

未認識数理計算上の差異 10,857 9,906

合　計 10,882 10,128

 

（７）年金資産に関する事項

　　①　年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当連結会計年度

（2020年３月31日）

 債券 38％ 43％

一般勘定 27 10

株式 15 26

その他 21 22

合　計 100 100

 

　　②　長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成

する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

（８）数理計算上の計算基礎に関する事項

　　　　主要な数理計算上の計算基礎

 
前連結会計年度

（自　2018年４月１日
　　至　2019年３月31日）

当連結会計年度
（自　2019年４月１日

　　至　2020年３月31日）

 割引率 主として　0.0％ 主として　0.0％

長期期待運用収益率 主として　2.0 主として　2.0

 

３．確定拠出制度

　連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度43百万円、当連結会計年度45百万円であります。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当連結会計年度

（2020年３月31日）

繰延税金資産   

減損損失 134,587百万円 129,375百万円

退職給付に係る負債 17,899 16,454

賞与引当金 2,855 2,827

未実現利益 2,368 2,694

繰越欠損金 735 1,685

ソフトウェア 1,540 1,435

補償費用 1,229 1,229

災害損失引当金 1,405 527

安全・環境対策等引当金 572 490

その他 5,548 7,290

繰延税金資産小計 168,741 164,011

評価性引当額　（注） △104,590 △103,644

繰延税金資産合計 64,151 60,366

   

繰延税金負債   

有価証券評価差額金 △5,310 △4,011

固定資産圧縮積立金 △2,860 △3,592

その他 △1,791 △1,639

繰延税金負債合計 △9,962 △9,243

繰延税金資産（負債）の純額 54,188 51,123

 

（注）　評価性引当額が945百万円減少しております。この減少の主な内容は、当社の減損損失に係る評価性引

当額が減少したことに伴うものであります。

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当連結会計年度

（2020年３月31日）

法定実効税率 30.5％ 30.5％

（調整）   

評価性引当額の増減 △8.7 △6.1

住民税均等割等 0.5 0.7

その他 0.6 0.7

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 22.9 25.8

 

 

 

EDINET提出書類

九州旅客鉄道株式会社(E32679)

有価証券報告書

101/140



（賃貸等不動産関係）

　当社及び一部の連結子会社では、福岡県その他の地域において、賃貸用商業ビル等を有しております。前連結

会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は16,871百万円であり、当連結会計年度における当該賃貸

等不動産に関する賃貸損益は17,613百万円であります。

　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

当連結会計年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 201,660 227,069

 期中増減額 25,409 12,306

 期末残高 227,069 239,376

期末時価 319,319 332,981

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加額は不動産取得によるもの（34,630百万円）であ

り、主な減少額は減価償却によるもの（7,848百万円）であります。また、当連結会計年度の主な

増加額は不動産取得によるもの（16,576百万円）であり、主な減少額は減価償却によるもの

（8,548百万円）であります。

３．期末の時価は、主要な物件については、不動産鑑定評価基準等に基づいて自社で算定した金額、そ

の他の物件については、一定の評価額や適切に市場価額を反映していると考えられる指標に基づい

て自社で算定した金額であります。

４．開発中の資産は、時価を把握することが極めて困難であるため、上記の表中には含めておりませ

ん。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。

　当社は主に鉄道旅客事業を行っており、「運輸サービス」、「建設」、「不動産・ホテル」、「流通・外

食」の４つを報告セグメントとしております。

　運輸サービスグループにおいては、鉄道事業、バス事業及び船舶事業等を行っております。建設グループに

おいては、建設業、車両機械設備工事業、電気工事業等を行っております。不動産・ホテルグループにおいて

は、駅ビル等の不動産賃貸業、マンション分譲等の不動産販売業及びホテル業等を行っております。流通・外

食グループにおいては、小売業のほか、飲食業及び農業を行っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益、資産、その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は市場価格等に基づいております。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

EDINET提出書類

九州旅客鉄道株式会社(E32679)

有価証券報告書

102/140



３．報告セグメントごとの売上高、利益、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

計
調整額
（注）２

連結財務諸
表計上額
（注）３ 運輸サービス 建設

不動産・ホ
テル

流通・外食

売上高         

外部顧客への売上高 176,668 33,717 85,777 103,749 40,445 440,358 － 440,358

セグメント間の内部売上高

又は振替高
5,194 60,099 4,317 300 32,254 102,166 △102,166 －

計 181,863 93,817 90,094 104,050 72,699 542,524 △102,166 440,358

セグメント利益 27,433 6,289 25,436 3,412 2,201 64,773 △887 63,885

セグメント資産 247,099 66,132 393,851 48,336 97,369 852,790 △51,306 801,483

その他の項目         

減価償却費 6,918 976 10,195 1,668 2,400 22,159 △230 21,928

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額
35,828 2,438 51,199 2,210 7,189 98,867 △380 98,487

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設機械販売・レンタル事業等

を含んでおります。

２．調整額は以下のとおりであります。

(1）セグメント利益の調整額△887百万円は、セグメント間取引消去です。

(2）セグメント資産の調整額△51,306百万円には、セグメント間の債権債務消去等△121,670百万円、各セ

グメントに配分していない全社資産70,364百万円が含まれています。

(3）減価償却費の調整額△230百万円は、セグメント間取引消去です。

(4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△380百万円は、セグメント間消去です。

３．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っています。

 

当連結会計年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

計
調整額
（注）２

連結財務諸
表計上額
（注）３ 運輸サービス 建設

不動産・ホ
テル

流通・外食

売上高         

外部顧客への売上高 166,266 37,597 86,441 104,366 37,973 432,644 － 432,644

セグメント間の内部売上高

又は振替高
7,464 61,788 4,338 291 34,218 108,101 △108,101 －

計 173,730 99,385 90,779 104,657 72,191 540,746 △108,101 432,644

セグメント利益 19,848 6,580 19,137 2,825 2,284 50,676 △1,270 49,406

セグメント資産 242,175 73,556 424,222 49,698 93,636 883,290 △54,700 828,590

その他の項目         

減価償却費 9,715 1,109 11,457 1,654 3,119 27,055 △306 26,748

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額
23,597 2,935 56,086 3,752 9,040 95,412 368 95,781

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設機械販売・レンタル事業等

を含んでおります。

２．調整額は以下のとおりであります。

(1）セグメント利益の調整額△1,270百万円は、セグメント間取引消去です。

(2）セグメント資産の調整額△54,700百万円には、セグメント間の債権債務消去等△121,019百万円、各セ

グメントに配分していない全社資産66,319百万円が含まれています。

(3）減価償却費の調整額△306百万円は、セグメント間取引消去です。

(4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額368百万円は、セグメント間消去です。

３．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っています。
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４．報告セグメントの変更等に関する事項

　当連結会計年度より、セグメントにおける売上高及び利益をより合理的に認識し、セグメント経営を着実に

推進するため、セグメント区分を変更しております。これに伴い、従来「運輸サービス」、「建設」、「駅ビ

ル・不動産」、「流通・外食」、「その他」としていたセグメント区分を、「運輸サービス」、「建設」、

「不動産・ホテル」、「流通・外食」、「その他」に変更しております。

　なお、前連結会計年度のセグメント情報については、変更後のセグメント区分に基づき作成したものを記載

しております。

 

【関連情報】

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、該当事項はあ

りません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

（単位：百万円）

 
運輸サー

ビス
建設

不動産・

ホテル

流通・外

食
その他 計

全社・消

去
合計

減損損失 － － 135 775 － 910 － 910

 

当連結会計年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

（単位：百万円）

 
運輸サー

ビス
建設

不動産・

ホテル

流通・外

食
その他 計

全社・消

去
合計

減損損失 6,162 － 908 868 － 7,939 － 7,939

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度及び当連結会計年度において、金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度及び当連結会計年度において、該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度及び当連結会計年度において、該当事項はありません。

 

 

（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

当連結会計年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

１株当たり純資産額 2,592円83銭 2,630円51銭

１株当たり当期純利益金額 307円75銭 198円16銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．株主資本において自己株式として計上されている「株式給付信託（BBT）」に残存する自社の株式は、１株

　　　　　当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております（当連結会計年度

　　　　　186,100株）。

　　　　　また、１株当たり当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めて

　　　　　おります（当連結会計年度124,067株）。

　３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当連結会計年度

（2020年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 420,743 418,298

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 5,890 5,004

（うち非支配株主持分（百万円）） (5,890) (5,004)

普通株式に係る純資産額（百万円） 414,853 413,293

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（株）
160,000,000 157,115,500

　４．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

当連結会計年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益金額（百万円） 49,240 31,495

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益

金額（百万円）
49,240 31,495

期中平均株式数（株） 160,000,000 158,938,917
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（重要な後発事象）

　　１．子会社株式の譲渡

　　　当社は、2020年４月30日開催の取締役会において、当社子会社であるＪＲ九州ドラッグイレブン株式会社

　　（以下、対象会社）について、当社が保有する株式の一部を、株式会社ツルハホールディングス（以下、ツル

　　ハ）へ譲渡（以下、本件譲渡）することを決議し、同日付でツルハと株式譲渡契約を締結いたしました。

　　　なお、本件譲渡後も当社は対象会社の株式49％を保有し続けます。それに伴い、対象会社は2021年３月期よ

　　り当社連結子会社に該当しなくなることとなり、持分法適用関連会社となります。

 

　　　（１）譲渡する相手会社の名称

　　　　　　株式会社ツルハホールディングス

 

　　　（２）譲渡対象会社の名称、事業の内容及び当社との取引関係

　　　　　　名称：ＪＲ九州ドラッグイレブン株式会社

　　　　　　事業の内容：医薬品・化粧品・日用品等の小売、調剤薬局

　　　　　　当社との取引関係：店舗の賃貸等の取引

 

　　　（３）法的形式を含む取引の概要

　　　　　　受取対価を現金のみとする対象会社の発行済株式の一部譲渡

 

　　　（４）本件譲渡の理由

　　　　　　ツルハグループは、全国でドラッグストア及び調剤薬局を展開しており、それぞれの地域に合った業

　　　　　態・屋号を強みとしながら地域会社へ貢献するとともに、スケールメリットによる収益性向上も実現さ

　　　　　せております。対象会社の一層の事業成長と企業価値向上のためには、ツルハに対象会社の株式の一部

　　　　　を譲渡することで、対象会社の強み・特徴を活かしながら、ツルハグループの事業ノウハウ等の経営資

　　　　　源を活用し、地域性と収益性を兼ね備えた企業として更なる成長を目指すことが最善であると判断いた

　　　　　しました。

 

　　　（５）譲渡の時期

　　　　　　2020年５月28日

 

　　　（６）譲渡株式数及び譲渡前後の所有株式の状況、譲渡価額、譲渡損益

　　　　　　①譲渡株式数及び譲渡前後の所有株式の状況

　　　　　　　（ア）異動前の所有株式数　5,221,076株（議決権所有割合：100.0％）

　　　　　　　（イ）譲渡株式数　　　　　2,662,749株

　　　　　　　（ウ）異動後の所有株式数　2,558,327株（議決権所有割合：49.0％）

　　　　　　②譲渡価額：140億円

　　　　　　③譲渡損益：2021年３月期において、約90億円を特別利益に計上する見込み

 

　　　（７）譲渡対象会社が含まれている報告セグメントの名称

　　　　　　流通・外食グループ
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２．資金の借入

当社は、下記のとおり資金の借入を実行しました。

　（１）資金使途　：設備資金

　（２）借入先　　：複数金融機関

　（３）借入総額　：83,000百万円

　（４）利率　　　：固定金利

　（５）借入実行日：2020年５月及び６月

　（６）借入期間　：最長10年

　（７）担保の有無：無担保、無保証

 

 

３．コミットメントライン契約の締結

　　当社は、下記のとおりコミットメントライン契約を締結いたしました。

　（１）契約締結先　　　　：複数金融機関

　（２）契約金額　　　　　：120,000百万円

（３）契約締結日　　　　：2020年５月11日

（４）コミットメント期間：2020年５月11日～2021年５月10日

（５）担保の有無　　　　：無担保、無保証

 

 

４．社債の発行

　　当社は、下記のとおり社債を発行いたしました。

　（１）九州旅客鉄道株式会社第５回無担保社債

　　①発行年月日：2020年６月９日

　　②発行総額　：20,000百万円

　　③発行価格　：額面100円につき金100円

　　④利率　　　：年0.020％

　　⑤償還期限　：2023年６月９日

　　⑥償還方法　：満期一括償還

　　⑦資金使途　：設備資金

 

　（２）九州旅客鉄道株式会社第６回無担保社債

　　①発行年月日：2020年６月９日

　　②発行総額　：10,000百万円

　　③発行価格　：額面100円につき金100円

　　④利率　　　：年0.290％

　　⑤償還期限　：2030年６月７日

　　⑥償還方法　：満期一括償還

　　⑦資金使途　：設備資金

 

　（３）九州旅客鉄道株式会社第７回無担保社債

　　①発行年月日：2020年６月９日

　　②発行総額　：10,000百万円

　　③発行価格　：額面100円につき金100円

　　④利率　　　：年0.691％

　　⑤償還期限　：2040年６月８日

　　⑥償還方法　：満期一括償還

　　⑦資金使途　：設備資金

 

 

EDINET提出書類

九州旅客鉄道株式会社(E32679)

有価証券報告書

107/140



⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

 

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高

(百万円)

当期末残高

(百万円)

利率

(％)
担保 償還期限

九州旅客鉄道㈱ 第1回無担保社債 2019年３月７日 10,000 10,000 0.295 無 2029年３月７日

九州旅客鉄道㈱ 第2回無担保社債 2019年３月７日 10,000 10,000 0.929 無 2049年３月５日

九州旅客鉄道㈱ 第3回無担保社債 2019年12月10日 － 10,000 0.230 無 2029年12月10日

九州旅客鉄道㈱ 第4回無担保社債 2019年12月10日 － 10,000 0.510 無 2039年12月９日

合計 － － 20,000 40,000 － － －

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 9,002 10,572 1.61 －

１年以内に返済予定の長期借入金 3,845 30,421 1.45 －

１年以内に返済予定のリース債務 3,458 4,381 － －

長期借入金（１年以内に返済予定

のものを除く。）
75,119 60,556 0.59

2021年10月29日～

2031年３月10日

リース債務（１年以内に返済予定

のものを除く。）
5,424 10,482 －

2021年４月24日～

2050年３月31日

その他有利子負債     

１年以内支払予定の長期未払金 343 259 0.66 －

長期未払金 1,191 930 0.58 2025年３月31日

合計 98,385 117,603 － －

（注）１．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．長期借入金のうち、日本政策金融公庫からの借入金90百万円は無利息であります。

４．長期借入金、リース債務及びその他有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年

間の返済予定額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 4,549 2,320 1,618 10,108

リース債務 4,221 3,027 1,451 964

その他有利子負債 261 263 265 139

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

営業収益（百万円） 100,471 212,861 319,669 432,644

税金等調整前四半期（当期）純利益金

額（百万円）
16,215 30,152 46,835 43,091

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益金額（百万円）
12,365 23,025 35,332 31,495

１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円）
77.28 143.96 221.46 198.16

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額又は１株

当たり四半期純損失金額（△）（円）
77.28 66.68 77.52 △24.42
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

（2019年３月31日）

当事業年度

（2020年３月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,673 5,826

未収運賃 2,567 4,045

未収金 41,985 35,313

有価証券 ※２ 11,226 -

販売用不動産 8,434 5,118

未成工事支出金 19,460 23,817

貯蔵品 6,428 6,933

その他の流動資産 5,266 6,365

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 97,042 87,419

固定資産   

鉄道事業固定資産   

有形固定資産 ※１ 668,960 ※１ 687,650

減価償却累計額 △597,302 △600,082

有形固定資産（純額） 71,658 87,567

無形固定資産 ※１ 827 ※１ 1,606

鉄道事業固定資産合計 72,485 89,174

関連事業固定資産   

有形固定資産 ※１ 292,401 ※１ 330,106

減価償却累計額 △47,858 △53,533

有形固定資産（純額） 244,543 276,573

無形固定資産 ※１ 440 ※１ 536

関連事業固定資産合計 244,983 277,109

各事業関連固定資産   

有形固定資産 ※１ 36,466 ※１ 36,815

減価償却累計額 △17,469 △17,850

有形固定資産（純額） 18,997 18,965

無形固定資産 ※１ 143 ※１ 93

各事業関連固定資産合計 19,140 19,058

建設仮勘定   

鉄道事業 23,381 17,900

関連事業 6,091 16,305

各事業関連 30 155

建設仮勘定合計 29,502 34,360

投資その他の資産   

投資有価証券 ※３ 19,254 ※３ 30,523

関係会社株式 41,869 42,282

長期前払費用 ※１ 5,689 ※１ 7,415

繰延税金資産 46,429 42,955

その他の投資等 ※２,※３ 58,571 ※２,※３ 35,470

貸倒引当金 △72 △70

投資損失引当金 △1,961 △280

投資その他の資産合計 169,780 158,296

固定資産合計 535,893 578,000

資産合計 632,935 665,419
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  （単位：百万円）

 
前事業年度

（2019年３月31日）

当事業年度

（2020年３月31日）

負債の部   

流動負債   

1年内返済予定の長期借入金 3,000 23,608

未払金 ※４ 77,308 ※４ 87,625

未払法人税等 727 -

未払消費税等 - 313

預り連絡運賃 1,731 1,175

預り金 2,669 6,058

前受運賃 5,711 4,710

前受金 25,832 18,728

賞与引当金 5,515 5,121

ポイント引当金 662 762

その他の流動負債 ※５ 4,825 ※５ 5,433

流動負債合計 127,983 153,536

固定負債   

社債 20,000 40,000

長期借入金 65,000 56,892

退職給付引当金 43,557 39,262

安全・環境対策等引当金 1,879 1,609

災害損失引当金 4,613 1,732

債務保証等損失引当金 806 7,467

資産除去債務 131 189

その他の固定負債 10,242 10,439

固定負債合計 146,231 157,591

負債合計 274,215 311,128

純資産の部   

株主資本   

資本金 16,000 16,000

資本剰余金   

資本準備金 171,908 171,908

その他資本剰余金 62,113 52,113

資本剰余金合計 234,021 224,022

利益剰余金   

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 5,951 7,638

繰越利益剰余金 91,507 102,838

利益剰余金合計 97,459 110,477

自己株式 - △599

株主資本合計 347,481 349,900

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 11,239 4,390

評価・換算差額等合計 11,239 4,390

純資産合計 358,720 354,291

負債純資産合計 632,935 665,419
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②【損益計算書】

  （単位：百万円）

 
 前事業年度

(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

 当事業年度
(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

鉄道事業営業利益   

営業収益   

旅客運輸収入 151,482 147,381

鉄道線路使用料収入 546 575

運輸雑収 20,181 17,247

鉄道事業営業収益合計 172,209 165,204

営業費   

運送営業費 121,323 117,874

一般管理費 10,629 11,175

諸税 7,413 7,337

減価償却費 6,075 8,727

鉄道事業営業費合計 ※３ 145,442 ※３ 145,115

鉄道事業営業利益 26,767 20,089

関連事業営業利益   

営業収益   

不動産販売事業収入 19,746 18,900

不動産賃貸事業収入 26,157 25,835

その他の営業収入 3,803 4,951

関連事業営業収益合計 49,707 49,688

営業費   

売上原価 23,664 24,479

販売費及び一般管理費 667 766

諸税 652 3,400

減価償却費 5,762 6,732

関連事業営業費合計 ※３ 30,746 ※３ 35,379

関連事業営業利益 18,960 14,308

全事業営業利益 45,728 34,398

営業外収益   

受取利息 10 23

受取配当金 ※３ 6,436 ※３ 5,484

金銭の信託運用益 1,849 1,330

雑収入 1,321 505

営業外収益合計 9,617 7,343

営業外費用   

支払利息 640 763

債務保証等損失引当金繰入額 768 135

雑支出 155 258

営業外費用合計 1,563 1,156

経常利益 53,782 40,584
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  （単位：百万円）

 
 前事業年度

(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

 当事業年度
(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

特別利益   

工事負担金等受入額 ※１ 16,350 ※１ 29,211

その他 2,015 5,388

特別利益合計 18,366 34,599

特別損失   

固定資産圧縮損 ※２ 16,165 ※２ 29,125

災害による損失 ※４ 960 ※４ 738

災害損失引当金繰入額 ※４ 446 ※４ 686

債務保証等損失引当金繰入額 - 6,525

その他 1,782 3,825

特別損失合計 19,354 40,900

税引前当期純利益 52,793 34,284

法人税、住民税及び事業税 3,050 931

法人税等調整額 5,488 4,654

法人税等合計 8,539 5,585

当期純利益 44,254 28,698
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【営業費明細表】

  
前事業年度

（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

当事業年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　鉄道事業営業費        

１．運送営業費 ※１       

(1）人件費  41,265   40,133   

(2）経費  80,058   77,740   

計   121,323   117,874  

２．一般管理費        

(1）人件費  6,278   6,345   

(2）経費  4,350   4,830   

計   10,629   11,175  

３．諸税   7,413   7,337  

４．減価償却費   6,075   8,727  

鉄道事業営業費合計    145,442   145,115

Ⅱ　関連事業営業費        

１．売上原価 ※２       

(1）不動産事業売上原価  15,108   15,272   

(2）人件費  1,876   1,934   

(3）経費  6,679   7,271   

計   23,664   24,479  

２．販売費及び一般管理費        

(1）人件費  306   337   

(2）経費  360   428   

計   667   766  

３．諸税   652   3,400  

４．減価償却費   5,762   6,732  

関連事業営業費合計    30,746   35,379

全事業営業費合計    176,189   180,494
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　（注）　事業別営業費合計の100分の５を超える主な費用等並びに営業費（全事業）に含まれている引当金繰入額は、

次のとおりであります。

 

※１　鉄道事業営業費

項目
前事業年度

（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

当事業年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

運送営業費   

修繕費 36,021百万円 32,435百万円

給与 20,860 20,013

業務委託費 20,646 20,165

業務費 12,215 13,888

動力費 9,428 9,227

賞与 6,953 6,405

 

※２　関連事業営業費

項目
前事業年度

（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

当事業年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

売上原価   

分譲マンション販売原価 15,092百万円 15,255百万円

業務費 2,713 3,359

業務委託費 2,266 2,562

 

３　営業費（全事業）に含まれる引当金繰入額

項目
前事業年度

（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

当事業年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

賞与引当金繰入額 5,515百万円 5,121百万円

退職給付費用 3,809 3,851
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

      （単位：百万円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 
資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計 

固定資産
圧縮
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 16,000 171,908 62,113 234,021 5,480 61,404 66,884

当期変動額        

剰余金の配当      △13,680 △13,680

当期純利益      44,254 44,254

固定資産圧縮積立金の積
立     470 △470 -

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

       

当期変動額合計 - - - - 470 30,103 30,574

当期末残高 16,000 171,908 62,113 234,021 5,951 91,507 97,459

 

    

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 

株主資本
合計

その他有価証券
評価差額金

当期首残高 316,906 9,482 326,388

当期変動額    

剰余金の配当 △13,680  △13,680

当期純利益 44,254  44,254

固定資産圧縮積立金の積
立

-  -

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

 1,756 1,756

当期変動額合計 30,574 1,756 32,331

当期末残高 347,481 11,239 358,720
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当事業年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

      （単位：百万円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 
資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計 

固定資産
圧縮
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 16,000 171,908 62,113 234,021 5,951 91,507 97,459

当期変動額        

剰余金の配当      △15,680 △15,680

当期純利益      28,698 28,698

固定資産圧縮積立金の積
立     1,687 △1,687 -

自己株式の取得        

自己株式の消却   △9,999 △9,999    

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

       

当期変動額合計 - - △9,999 △9,999 1,687 11,330 13,018

当期末残高 16,000 171,908 52,113 224,022 7,638 102,838 110,477

 

     

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式

株主資本
合計

その他有価証券
評価差額金

当期首残高 - 347,481 11,239 358,720

当期変動額     

剰余金の配当  △15,680  △15,680

当期純利益  28,698  28,698

固定資産圧縮積立金の積
立  -  -

自己株式の取得 △10,598 △10,598  △10,598

自己株式の消却 9,999 -  -

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

  △6,848 △6,848

当期変動額合計 △599 2,419 △6,848 △4,428

当期末残高 △599 349,900 4,390 354,291
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法により計上しております。

 

(2）その他有価証券（金銭の信託を含む）

時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法により計上しております。

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

　移動平均法による原価法により計上しております。

　投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（「金融商品取引法」（昭和23年法律第25号）

第２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じ

て入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法により計上しております。

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）販売用不動産

　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により計上しており

ます。

 

(2）未成工事支出金

　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により計上しており

ます。

 

(3）貯蔵品

　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により計上して

おります。

 

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法により計上しております。

　ただし、下記の資産については以下の方法によっております。

鉄道事業固定資産のうち取替資産　　　取替法により計上しております。

建物　　　　　　　　　　　　　　　　定額法により計上しております。

2016年４月１日以降に取得した構築物　定額法により計上しております。

 

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法により計上しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

 

(3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により計上しております。

 

(4）長期前払費用

　定額法により計上しております。
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４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 

(2）投資損失引当金

　関係会社への投資に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態及び回収可能性を勘案して、必要と認

められる額を計上しております。

 

(3）賞与引当金

　従業員賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。

 

(4）ポイント引当金

　ＳＵＧＯＣＡカード、ＪＱカード及びＪＲ九州Ｗｅｂ会員に付与したポイント「ＪＲキューポ」の利用

に備えるため、当事業年度末において将来利用されると見込まれる額を計上しております。

 

(5）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付見込額の期間帰属方法については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（12年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

 

(6）安全・環境対策等引当金

　鉄道の安全運行の確保を目的とした鉄道施設等に係る安全・環境対策修繕等の支出に備えるため、その

見込額を計上しております。

 

(7）災害損失引当金

　災害に伴う復旧費用等の支出に備えるため、その見積額を計上しております。

 

(8）債務保証等損失引当金

　関係会社への債務保証等に係る損失に備えるため、個別に必要と認められる額を計上しております。

 

５．工事負担金等の処理方法

　当社は連続立体交差化等の高架化工事や踏切道路拡幅工事等を行うに当たり、地方公共団体等より工事費

の一部として工事負担金等を受けております。

　これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価から直接

減額して計上しております。

　損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得原価から直

接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。

 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）退職給付に係る会計処理

　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれら

の会計処理の方法と異なっております。

 

(2）消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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（表示方法の変更）

　（貸借対照表関係）

　　金銭の信託

　　　前事業年度において、独立掲記しておりました投資その他の資産の「金銭の信託」は、総資産に対する金

額的重要性が乏しくなったことから、当事業年度より投資その他の資産の「その他の投資等」に含めて表示

しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　　　この結果、前事業年度の貸借対照表において、投資その他の資産の「金銭の信託」に表示しておりました

56,901百万円は、投資その他の資産の「その他の投資等」として組み替えております。

 

　（損益計算書関係）

　　①投資有価証券運用益

　　　前事業年度において、独立掲記しておりました営業外収益の「投資有価証券運用益」は、営業外収益に対

する金額的重要性が乏しくなったことから、当事業年度より営業外収益の「雑収入」に含めて表示しており

ます。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　　　この結果、前事業年度の損益計算書において、営業外収益の「投資有価証券運用益」に表示しておりまし

た806百万円は、営業外収益の「雑収入」として組み替えております。

 

　　②投資損失引当金戻入額

　　　前事業年度において、独立掲記しておりました営業外収益の「投資損失引当金戻入額」は、営業外収益に

対する金額的重要性が乏しくなったことから、当事業年度より営業外収益の「雑収入」に含めて表示してお

ります。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　　　この結果、前事業年度の損益計算書において、営業外収益の「投資損失引当金戻入額」に表示しておりま

した255百万円は、営業外収益の「雑収入」として組み替えております。

 

　　③物品売却益

　　　前事業年度において、独立掲記しておりました営業外収益の「物品売却益」は、営業外収益に対する金額

的重要性が乏しくなったことから、当事業年度より営業外収益の「雑収入」に含めて表示しております。こ

の表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　　　この結果、前事業年度の損益計算書において、営業外収益の「物品売却益」に表示しておりました91百万

円は、営業外収益の「雑収入」として組み替えております。
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（追加情報）

　（株式給付信託（BBT）の導入）

当社は、2019年６月21日開催の第32回定時株主総会決議に基づき、当社の取締役（社外取締役及び監査等委

員である取締役である者を除く。）及び上席執行役員（以下、「取締役等」という。）に対する新たな株式報

酬制度「株式給付信託（BBT）」（以下、「本制度」という。）を導入しております。

 

　①取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役等に対して、当社

が定める役員株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下、「当

社株式等」という。）が信託を通じて給付される株式報酬制度です。なお、取締役等が当社株式等の給付を

受ける時期は、原則として取締役等の退任時となります。

 

　②信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自

己株式として計上しております。当事業年度末の当該自己株式の帳簿価額は599百万円、株式数は186,100株

であります。

 

　（新型コロナウイルスの感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

当社の業績は、新型コロナウイルスの感染拡大に伴う外出の自粛やイベントの中止等により、鉄道事業を始

めとした各事業において、移動需要の減少及び個人消費の低迷などの影響を受けております。

当社では、財務諸表作成時に入手可能な情報に基づき、新型コロナウイルス感染拡大の影響が翌事業年度の

一定期間まで続くとの仮定のもと固定資産の減損会計や繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っ

ております。しかしながら、新型コロナウイルスの感染拡大による影響は不確定要素が多いことから、将来

キャッシュ・フローの金額や課税所得の発生時期、金額が変動した場合、固定資産の減損会計や繰延税金資産

の回収可能性等の会計上の見積りに影響を与える可能性があります。
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（貸借対照表関係）

※１　固定資産の工事負担金等の受入による圧縮記帳額（累計）

 
前事業年度

（2019年３月31日）
当事業年度

（2020年３月31日）

 370,026百万円 398,183百万円

 

※２　鉄道事業の設備投資に充てるために保有する資産

　「九州旅客鉄道株式会社の経営安定基金の取崩しに関する省令」（平成27年国土交通省令第61号）第１条

第３号に、経営安定基金を取り崩した額に相当する金額の一部は、鉄道網の維持向上に資する鉄道事業の用

に供する資産への設備投資を行うための費用に充てるものとする旨が規定されております。当該規定に従い

鉄道事業の設備投資に充てるために保有する資産は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2019年３月31日）
当事業年度

（2020年３月31日）

有価証券 1,287百万円 －百万円

その他の投資等 19,469 8,501

計 20,757 8,501

 

※３　担保資産

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2019年３月31日）
当事業年度

（2020年３月31日）

投資有価証券 297百万円 292百万円

その他の投資等 35 49

計 332 341

　投資有価証券及びその他の投資等は、住宅瑕疵担保履行法に基づく住宅建設瑕疵担保保証金として福岡法

務局に供託しております。

 

※４　関係会社に係る注記

　関係会社に対する主なものは次のとおりであります。

 
前事業年度

（2019年３月31日）
当事業年度

（2020年３月31日）

未払金 37,799百万円 36,659百万円
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※５　固定資産圧縮未決算特別勘定

 
前事業年度

（2019年３月31日）
当事業年度

（2020年３月31日）

 1,943百万円 －百万円

 

　６　偶発債務

　(1）保証債務

　下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。

 
前事業年度

（2019年３月31日）
当事業年度

（2020年３月31日）

JR Kyushu Business Development (Thailand)

Co., Ltd.
16,577百万円 16,432百万円

AHJ Ekkamai Co., Ltd. 523 501

JR Kyushu Capital Management(Thailand)Co.,

Ltd.
226 217

ＪＲ九州ファーム株式会社 63 56

 

　下記の会社の為替予約取引に対して、次のとおり債務保証を行っております。

 
前事業年度

（2019年３月31日）
当事業年度

（2020年３月31日）

ＪＲ九州高速船株式会社 3,547百万円 545百万円

 

　(2）経営指導念書等

　下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり経営指導念書を差し入れております。

 
前事業年度

（2019年３月31日）
当事業年度

（2020年３月31日）

ＪＲ九州ファーム株式会社 238百万円 174百万円

 

 

（損益計算書関係）

※１　工事負担金等受入額の主な内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

当事業年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

長崎本線長崎駅付近高架化 7百万円 22,085百万円

鹿児島本線折尾駅付近高架化 8,728 1,108

鹿児島本線熊本駅付近高架化 2,038 452

その他 5,575 5,565

計 16,350 29,211

 

※２　固定資産圧縮損の主な内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

当事業年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

長崎本線長崎駅付近高架化 7百万円 22,085百万円

鹿児島本線折尾駅付近高架化 8,728 1,108

鹿児島本線熊本駅付近高架化 2,038 452

その他 5,390 5,479

計 16,165 29,125
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※３　関係会社に係る注記

　関係会社に対する主なものは次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

当事業年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

営業費 72,535百万円 70,289百万円

受取配当金 6,162 5,167

 

※４　災害による損失及び災害損失引当金繰入額

前事業年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

「平成30年７月豪雨」に伴う復旧費用等の支出額及び支出見積額を、それぞれ「災害による損失」及び

「災害損失引当金繰入額」として特別損失に計上しております。

 

当事業年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

「令和元年梅雨前線豪雨」等に伴う復旧費用等の支出額及び支出見積額を、それぞれ「災害による損失」

及び「災害損失引当金繰入額」として特別損失に計上しております。

 

 

（株主資本等変動計算書関係）

自己株式の種類及び株式数に関する事項
 

区分
前事業年度

（2019年３月31日）
当事業年度

（2020年３月31日）

普通株式 －株 186,100株

（注）上記の自己株式は、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として信託が保有する当社株式（186,100株）

であります。

 

 

（有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額

（単位：百万円）
 

区分
前事業年度

（2019年３月31日）
当事業年度

（2020年３月31日）

子会社株式 41,226 41,357

関連会社株式 643 924

計 41,869 42,282
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2019年３月31日）
当事業年度

（2020年３月31日）

繰延税金資産   

　減損損失 133,476百万円 126,135百万円

　退職給付引当金 13,267 11,959

　債務保証等損失引当金 245 2,274

　関係会社株式評価損 1,559 1,848

　賞与引当金 1,679 1,559

　ソフトウェア 1,527 1,429

　補償費用 1,229 1,229

　災害損失引当金 1,405 527

　安全・環境対策等引当金 572 490

　その他 3,580 5,096

繰延税金資産小計 158,544 152,551

評価性引当額 △104,294 △102,207

繰延税金資産合計 54,250 50,344

   

繰延税金負債   

　その他有価証券評価差額金 △4,946 △3,765

　固定資産圧縮積立金 △2,860 △3,592

　その他 △15 △31

繰延税金負債合計 △7,821 △7,389

繰延税金資産（負債）の純額 46,429 42,955

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2019年３月31日）
当事業年度

（2020年３月31日）

法定実効税率 30.5％ 30.5％

（調整）   

評価性引当額の増減 △10.9 △9.9

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △3.5 △4.5

その他 0.1 0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 16.2 16.3

 

 

（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

当事業年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

１株当たり純資産額 2,242円00銭 2,254円97銭

１株当たり当期純利益金額 276円59銭 180円56銭

（注）１．前事業年度及び当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　　　２．株主資本において自己株式として計上されている「株式給付信託（BBT）」に残存する自社の株式

は、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております

（当事業年度末186,100株）。

　　　　　また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含め

ております（当事業年度124,067株）。
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（重要な後発事象）

　１．子会社株式の譲渡

当社は、2020年４月30日開催の取締役会において、当社子会社であるＪＲ九州ドラッグイレブン株式会社

（以下、「対象会社」という。）について、当社が保有する株式の一部を、株式会社ツルハホールディングス

（以下、「ツルハ」という。）へ譲渡（以下、「本件譲渡」という。）することを決議し、同日付でツルハと

株式譲渡契約を締結いたしました。

なお、本件譲渡後も当社は対象会社の株式49％を保有し続けます。それに伴い、対象会社は2021年３月期よ

り当社子会社に該当しなくなることとなり、関連会社となります。

 

（１）譲渡する相手会社の名称

　　　株式会社ツルハホールディングス

 

（２）譲渡対象会社の名称、事業の内容及び当社との取引関係

　　　名称：ＪＲ九州ドラッグイレブン株式会社

　　　事業の内容：医薬品・化粧品・日用品等の小売、調剤薬局

　　　当社との取引関係：店舗の賃貸等の取引

 

（３）法的形式を含む取引の概要

　　　受取対価を現金のみとする対象会社の発行済株式の一部譲渡

 

（４）本件譲渡の理由

ツルハグループは、全国でドラッグストア及び調剤薬局を展開しており、それぞれの地域に合った業

態・屋号を強みとしながら地域社会へ貢献するとともに、スケールメリットによる収益性向上も実現させ

ております。対象会社の一層の事業成長と企業価値向上のためには、ツルハに対象会社の株式の一部を譲

渡することで、対象会社の強み・特徴を活かしながら、ツルハグループの事業ノウハウ等の経営資源を活

用し、地域性と収益性を兼ね備えた企業として更なる成長を目指すことが最善であると判断いたしまし

た。

 

（５）譲渡の時期

　　　2020年５月28日

 

（６）譲渡株式数及び譲渡前後の所有株式の状況、譲渡価額、譲渡損益

①譲渡株式数及び譲渡前後の所有株式の状況

(ア) 異動前の所有株式数　5,221,076株（議決権所有割合：100.0％）

(イ) 譲渡株式数　　　　　2,662,749株

(ウ) 異動後の所有株式数　2,558,327株（議決権所有割合：49.0％）

②譲渡価額：140億円

③譲渡損益：2021年３月期において、約90億円を特別利益に計上する見込み
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２．資金の借入

当社は、下記のとおり資金の借入を実行しました。

　（１）資金使途　：設備資金

　（２）借入先　　：複数金融機関

　（３）借入総額　：83,000百万円

　（４）利率　　　：固定金利

　（５）借入実行日：2020年５月及び６月

　（６）借入期間　：最長10年

　（７）担保の有無：無担保、無保証

 

 

３．コミットメントライン契約の締結

　　当社は、下記のとおりコミットメントライン契約を締結いたしました。

　（１）契約締結先　　　　：複数金融機関

　（２）契約金額　　　　　：120,000百万円

（３）契約締結日　　　　：2020年５月11日

（４）コミットメント期間：2020年５月11日～2021年５月10日

（５）担保の有無　　　　：無担保、無保証

 

 

４．社債の発行

　　当社は、下記のとおり社債を発行いたしました。

　（１）九州旅客鉄道株式会社第５回無担保社債

　　①発行年月日：2020年６月９日

　　②発行総額　：20,000百万円

　　③発行価格　：額面100円につき金100円

　　④利率　　　：年0.020％

　　⑤償還期限　：2023年６月９日

　　⑥償還方法　：満期一括償還

　　⑦資金使途　：設備資金

 

　（２）九州旅客鉄道株式会社第６回無担保社債

　　①発行年月日：2020年６月９日

　　②発行総額　：10,000百万円

　　③発行価格　：額面100円につき金100円

　　④利率　　　：年0.290％

　　⑤償還期限　：2030年６月７日

　　⑥償還方法　：満期一括償還

　　⑦資金使途　：設備資金

 

　（３）九州旅客鉄道株式会社第７回無担保社債

　　①発行年月日：2020年６月９日

　　②発行総額　：10,000百万円

　　③発行価格　：額面100円につき金100円

　　④利率　　　：年0.691％

　　⑤償還期限　：2040年６月８日

　　⑥償還方法　：満期一括償還

　　⑦資金使途　：設備資金
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

投資

有価証券

その他

有価証券

西日本旅客鉄道株式会社 810,400 5,993

東海旅客鉄道株式会社 338,200 5,857

東日本旅客鉄道株式会社 707,800 5,786

株式会社九電工 887,800 2,595

西日本鉄道株式会社 813,300 2,160

ＡＮＡホールディングス株式会社 246,600 650

株式会社ＪＴＢ 57,120 617

九州電力株式会社 418,700 363

福岡エアポートホールディングス株式会社 61,920 349

株式会社Showcase Gig 4,000 204

株式会社Will Smart 2,220 199

博多港開発株式会社 384,000 192

西部瓦斯株式会社 72,400 189

その他（34銘柄） 723,481 706

計 5,527,941 25,867

 

【債券】

銘柄
券面総額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

投資

有価証券

その他

有価証券

第309回利付国庫債券（10年） 117 117

第57回利付国庫債券（20年） 27 28

第312回利付国庫債券（10年） 23 23

第83回利付国庫債券（20年） 20 23

第95回利付国庫債券（20年） 16 19

第62回利付国庫債券（20年） 16 16

第73回利付国庫債券（20年） 13 15

第107回利付国庫債券（20年） 10 12

第71回利付国庫債券（20年） 8 9

第316回利付国庫債券（10年） 8 8

第80回利付国庫債券（20年) 6 7

第66回利付国庫債券（20年) 6 7

第53回利付国庫債券（20年) 3 3

計 278 292

 

【その他】

種類及び銘柄
投資口数等
（口）

貸借対照表計上額
（百万円）

投資

有価証券

その他

有価証券

（投資事業有限責任組合への出資）   

　投資事業有限責任組合出資金（12銘柄） 500,153,402 4,364

計 500,153,402 4,364
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

土地 108,829 16,890 534 125,185 - - 125,185

建物 238,203 30,116 8,564 259,755 87,991 6,939 171,764

構築物 367,989 35,399 24,046 379,343 325,978 2,589 53,364

車両 226,707 4,920 1,282 230,346 212,801 2,623 17,545

機械及び装

置
43,838 4,141 1,709 46,269 34,752 1,847 11,517

工具、器具

及び備品
8,992 1,240 341 9,891 7,717 775 2,174

リース資産 3,267 940 427 3,780 2,225 291 1,554

建設仮勘定 29,502 95,534 90,676 34,360 - - 34,360

有形固定資産

計
1,027,331 189,184 127,582 1,088,933 671,466 15,065 417,466

無形固定資産        

リース資産 4,642 - 321 4,320 4,310 17 10

その他 17,678 1,334 501 18,511 16,284 377 2,226

無形固定資産

計
22,321 1,334 823 22,832 20,595 394 2,236

長期前払費用 14,664 2,188 46 16,805 9,390 440 7,415

繰延資産 - - - - - - -

繰延資産計 - - - - - - -

（注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

 

(1）土地   

 京都市東山区土地 4,856百万円

(2）建物   

 ＴＨＥ ＢＬＯＳＳＯＭ ＨＩＢＩＹＡ 7,475百万円

 ＴＨＥ ＢＬＯＳＳＯＭ ＨＡＫＡＴＡ Ｐｒｅｍｉｅｒ 5,879百万円

 クレストコート志村坂上 1,449百万円

 ＲＪＲプレシア六本松 1,342百万円

(3）構築物   

 長崎本線長崎駅付近高架化工事 20,129百万円

 鹿児島本線折尾駅付近高架化工事 1,031百万円

(4) 車両   

 ＹＣ１系蓄電池搭載型ディーゼルエレクトリック車両新製 1,844百万円

 ８２１系近郊型交流電車新製 1,041百万円
 

(5）建設仮勘定   

 熊本駅周辺開発 5,228百万円

 ＪＲ宮交ツインビル 2,774百万円

 

２．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

 

(1)有形固定資産  

 圧縮記帳による減少額 29,121百万円

(2)建設仮勘定  

 竣工による固定資産への編入 90,676百万円
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【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 73 0 3 71

投資損失引当金 1,961 - 1,680 280

賞与引当金 5,515 5,121 5,515 5,121

ポイント引当金 662 762 662 762

安全・環境対策等引当金 1,879 952 1,222 1,609

災害損失引当金 4,613 686 3,567 1,732

債務保証等損失引当金 806 6,660 - 7,467

 

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 毎年４月１日から翌年３月31日まで

定時株主総会 毎年６月

基準日 毎年３月31日

剰余金の配当の基準日 毎年９月30日、毎年３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人 三井住友信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 買取手数料は定めておりません。

公告掲載方法

電子公告とします。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告によ

る公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載することにより行いま

す。

（電子公告アドレス）

http://www.jrkyushu.co.jp/

株主に対する特典

毎年３月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、その所有株式数

に応じて次のとおり株主優待券を発行します。

 

１　鉄道株主優待券

(1）発行基準

100株 ～ 1,000株未満 ・・・ 100株ごとに１枚

1,000株 ～ 10,000株未満 ・・・ 10枚＋ 1,000株超過分200株ごとに１枚

10,000株 ～ 20,000株未満 ・・・ 55枚＋10,000株超過分300株ごとに１枚

20,000株 以上 　　　　　 ・・・ 100枚

※５単元（500株）以上保有し、かつ、１単元（100株）でも継続して３年以上保

有　している場合、上記発行枚数に加え、次の基準により追加発行する。

 500株 ～ 1,000株未満 ・・・ １枚

 1,000株 以上 　　　　　 ・・・ ２枚

(2）優待内容

・本券１枚を、運賃及び料金のいずれか又は双方の割引に利用することができま

す。

・本券１枚で一人５割引とします。

・他の割引との重複割引はしません。

(3）割引の対象

・当社営業路線内の以下の乗車券類を割引の対象とします。

運賃：片道乗車券

料金：特急券、グリーン券（個室を除く）、指定席券

・片道行程の範囲であれば、１枚で複数列車の料金を割引します。

(4）有効期間

・６月１日から翌年５月31日までの１年間とします。

※新型コロナウイルス感染拡大に伴い、株主さまのご利用機会確保を目的として、

2019年５月下旬に発送いたしました2019年３月31日を基準日とする鉄道株主優待

券の有効期間を、2020年５月31日から2021年５月31日まで１年間延長しておりま

す。
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株主に対する特典

２　ＪＲ九州高速船 株主優待割引券

(1）発行基準

・100株以上所有の株主に対して、一律１枚

(2）優待内容

　　・本券１枚につき、福岡（博多）～釜山間を運航する高速船「QUEEN BEETLE（クイ

　　　ーンビートル）」または「BEETLE（ビートル）」の１名さまの往復（スタンダー

　　　ドクラス・普通席）を特別割引運賃14,000円でご利用いただけます。

(3）有効期間

　　・６月１日から翌年５月31日までの１年間とします。

 

３　ＪＲ九州グループ株主優待券

(1）発行基準

・100株以上所有の株主に対して、一律５枚

※５単元（500株）以上保有し、かつ、１単元（100株）でも継続して３年以上保

有　している場合、上記発行枚数に加え、次の基準により追加発行する。

500株 ～ 1,000株未満 ・・・ ２枚

 1,000株 以上 　　　　　 ・・・ ４枚

(2）優待内容

・当社グループの各利用対象施設で、現金同様にご利用いただけます。

・本券１枚で500円とします。

　※１回のお支払いにつき複数枚利用可、お釣りなし

会社名 利用対象施設

ＪＲ九州高速船㈱
QUEEN BEETLE（クイーンビートル）

BEETLE（ビートル）

ＪＲ九州ステーションホテル小倉㈱ ＪＲ九州ステーションホテル小倉

ＪＲ九州ハウステンボスホテル㈱ ホテルオークラＪＲハウステンボス

ＪＲ九州ホテルズ㈱

THE BLOSSOM HIBIYA

THE BLOSSOM HAKATA Premier

JR九州ホテルブラッサム新宿

JR九州ホテルブラッサム博多中央

JR九州ホテルブラッサム福岡

JR九州ホテルブラッサム大分

JR九州ホテルブラッサム那覇

JR九州ホテル小倉

JR九州ホテル長崎

JR九州ホテル宮崎

JR九州ホテル鹿児島

JRホテル屋久島

別府温泉－竹と椿のお宿－花べっぷ

㈱おおやま夢工房

奥日田温泉 うめひびき

道の駅 水辺の郷おおやま（香椎店含む）

梅酒蔵おおやま
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株主に対する特典

 
会社名 利用対象施設

ＪＲ九州フードサービス㈱

驛亭都城駅店

驛亭さつま

驛亭大分駅店

うまやキャナルシティ店

赤坂うまや博多

うまや長崎店

うまや鹿児島店

うまやJR博多シティ店

うまやの粋大分店

火の国うまや

赤坂うまや

北千住うまや

有楽町うまやの楽屋

外苑うまや信濃町

立川うまやの楽屋

うまやの楽屋 東京ソラマチ

赤坂うまや 新宿

赤坂うまや 池袋東武店

天神 華都飯店

博多 華都飯店

豊後茶屋別府駅店

A&K ビア＆フードステーション

たんやＨＡＫＡＴＡ

マイング うちのたまご直売所

赤坂うまや うちのたまご直売所（羽田）

赤坂うまや うちのたまご直売所（赤坂Biz

タワー）

焼き鳥とワイン SUI de vin

うどん居酒屋粋博多本店

うどん居酒屋粋六本松店

ＪＲ九州ファーム㈱

八百屋の九ちゃん 千早店

八百屋の九ちゃん 吉塚店

八百屋の九ちゃん 六本松店

八百屋の九ちゃん マークイズ福岡ももち

店

ＪＲ九州ドラッグイレブン㈱ ドラッグイレブン

㈱萬坊

海中レストラン 海中魚処 萬坊

呼子朝市通り店

えきマチ１丁目唐津駅店

 

(3）有効期間

・６月１日から翌年５月31日までの１年間とします。

 

（注）　　当社に単元未満株主が発生した場合、当社の株主は、その有する単元未満株式について、当社定款の定めに

より、次に掲げる権利以外の権利を行使することはできません。

(1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

(4）株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第32期）（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）2019年６月24日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及び確認書

　2019年６月24日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

　（第33期第１四半期）（自　2019年４月１日　至　2019年６月30日）2019年８月８日関東財務局長に提出

　（第33期第２四半期）（自　2019年７月１日　至　2019年９月30日）2019年11月８日関東財務局長に提出

　（第33期第３四半期）（自　2019年10月１日　至　2019年12月31日）2020年２月12日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書

　2019年６月27日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定

に基づく臨時報告書であります。

(5）訂正臨時報告書

　2019年７月23日関東財務局長に提出

2019年６月27日関東財務局長に提出した臨時報告書に係る訂正臨時報告書であります。

(6）訂正発行登録書

　2019年７月24日関東財務局長に提出

2019年１月15日に提出した発行登録書に係る訂正発行登録書であります。

　2019年11月11日関東財務局長に提出

2019年１月15日に提出した発行登録書に係る訂正発行登録書であります。

(7）発行登録追補書類及びその添付書類

　2019年12月４日福岡財務支局長に提出

　2020年６月３日福岡財務支局長に提出

(8）自己株券買付状況報告書

　2019年12月６日関東財務局長に提出

　2020年１月10日関東財務局長に提出

　2020年２月７日関東財務局長に提出

　2020年３月６日関東財務局長に提出

　2020年４月３日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 2020年6月23日

九州旅客鉄道株式会社  

 取締役会　御中 

 

 有限責任監査法人　トーマツ 

      福 岡 事 務 所 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 磯俣　克平　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 上田　知範　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 髙尾　圭輔　　印

 

＜財務諸表監査＞
監査意見
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている九州旅客鉄道株式会社の2019年4月1日から2020年3月31日までの連結会計年度の
連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変
動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他
の注記及び連結附属明細表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、九州旅客鉄道株式会社及び連結子会社の2020年3月31日現在の財政状態並びに同日をもっ
て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されてい
る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立して
おり、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
強調事項
重要な後発事象に記載されているとおり、会社は2020年4月30日開催の取締役会において、会社の連

結子会社であるＪＲ九州ドラッグイレブン株式会社の株式の一部を譲渡することを決議し、2020年5月
28日に譲渡した。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 
連結財務諸表に対する経営者並びに監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸

表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務
諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。
連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。
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連結財務諸表監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連
結財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ
り、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場
合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
　・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
　　対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
　　意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
　・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
　　査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連
　　する内部統制を検討する。
　・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
　　見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
　・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手
　　した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
　　要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら
　　れる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確
　　実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対して除外事項付意見
　　を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
　　いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
　・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
　　準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内
　　容、並びに連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ
　　適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して
　　責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した
内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項
について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し
たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽
減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
 

＜内部統制監査＞
監査意見
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第2項の規定に基づく監査証明を行うため、九州旅客鉄道
株式会社の2020年3月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。
　当監査法人は、九州旅客鉄道株式会社が2020年3月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効である
と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部
統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。
 

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に
準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、
「内部統制監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に
関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。
 

強調事項
内部統制報告書の付記事項に記載されているとおり、会社は2020年4月30日開催の取締役会におい

て、会社の連結子会社であるＪＲ九州ドラッグイレブン株式会社の株式の一部を譲渡することを決議
し、2020年5月28日に譲渡した。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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内部統制報告書に対する経営者並びに監査等委員会の責任
経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認め

られる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することに
ある。
監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。
なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができ

ない可能性がある。
 

内部統制監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書
に対する意見を表明することにある。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施す
る。
　・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための
　　監査手続を実施する。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼ
　　す影響の重要性に基づいて選択及び適用される。
　・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め
　　、全体としての内部統制報告書の表示を検討する。
　・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を
　　入手する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監
　　査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実
施結果、識別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求め
られているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し
たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽
減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
 

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。
                                                                                     以　上

　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 2020年6月23日

九州旅客鉄道株式会社  

 取締役会　御中 

 

 有限責任監査法人　トーマツ 

      福 岡 事 務 所 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 磯俣　克平　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 上田　知範　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 髙尾　圭輔　　印

 

監査意見
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている九州旅客鉄道株式会社の2019年4月1日から2020年3月31日までの第33期事業年度
の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の
注記及び附属明細表について監査を行った。
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、九州旅客鉄道株式会社の2020年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の
経営成績を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人と
してのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手したと判断している。

 

強調事項
重要な後発事象に記載されているとおり、会社は2020年4月30日開催の取締役会において、会社の連

結子会社であるＪＲ九州ドラッグイレブン株式会社の株式の一部を譲渡することを決議し、2020年5月
28日に譲渡した。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
 

財務諸表に対する経営者並びに監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。
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財務諸表監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸
表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別
に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性
があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
　・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
　　対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
　　意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
　・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
　　は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する
　　内部統制を検討する。
　・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
　　見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
　・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
　　監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な
　　不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる
　　場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関
　　する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが
　　求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来
　　の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
　・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
　　準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並び
　　に財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した
内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項
について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し
たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽
減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
 

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
                                                                                     以　上
　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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